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はじめに 

 

このマニュアルは、通産省流通近代化施策の一環としてとりまとめたものです。  

今日、消費財をはじめとするあらゆる業界で、多品種・小ロット・短サイクルの生産・流通、いわ

ゆる"クイック・レスポンス(QR)"型の供給システムが指向されています。これは、顧客指向、ユ

ーザー指向を徹底して最終ユーザーのニーズに合った商品をタイムリーに供給し、生産・流通

のムダを少なくしょうというものです。そのために不可欠なものが情報システム化及びその標準

化です。 スポーツ用品業界も例外ではありません。もともと多品種・小ロットの傾向が強い業

界ですが、生産情報システムや流通情報システムを駆使して、末端の消費者情報を収集し、

必要な物を、必要な量だけタイムリーに供給しようとの試みが、各企業レベルでなされていま

す。  

元来、情報システムは個別企業の戦略性が強いものですが、業界全体で効率の良いシステム

化を図るためには、取引情報システムを円滑に進めるための標準化が必要です。具体的には、

伝票、コード、フォーマット、オンライン手順など、ビジネスプロトコルの標準化です。 このマニ

ュアルは、通産省の委託により昭和 59 年に業種別流通近代化施策の一環として研究して以

来、スポーツ用品業界で検討されてきた標準ビジネスプロトコルを集大成し、解説したもので

す。 

平成元年10月に発行された初版、その後S研(スポーツ用品情報システム研究会)で研究され

た成果(平成 3年 11月、第2版・平成 7年 3月、第 3版)に更に追加したのが本マニュアル(第

4 版)です。 業界関係企業にとって、本マニュアルが情報システム化を進めていく上で指針に

なれば幸甚です。  

 

平成 11 年 4月  

 

(財)流通システム開発センター 流通コードセンター  

  

 

 

 



第１章 標準化研究の経緯 

 

１．通産省が流通近代化構想を策定 
スポーツ用品業界で情報システムの推進が業界レベルで話題になったのは、昭和５９年

度の流通近代化構想策定（通産省委託事業）以降のことです。この年、スポーツ用品流通

近代化推進協議会（章末名簿参照）が業界の流通情報システム化推進と、そのためのビジ

ネスプロトコル標準化を骨子とした答申を、通産省に提出しました。 
報告書とりまとめに当たった（財）流通システム開発センターでは、業界の要請に基づ

いて、昭和６０年７月に（社）日本スポーツ用品工業協会で、同年９月に東京スポーツ用

品卸商協同組合で報告会を行い、なぜ業界標準の情報システム推進が必要かを訴えました。 
 
そのポイントは、以下の報告抜粋に見ることができます。 

    

スポーツ用品業界の当面する課題とは、需要拡大、需給のアンバランス、流通機構の活

性化、商品政策、価格政策である。これらの課題に共通の解決策は、流通の末端において

発生する消費者情報を迅速、正確、詳細に把握するマーケッティング活動の強化と、収集

した情報を伝える情報流通システム化を業界レベルで推進することにある。 
すなわち、小売店の店頭における単品レベルでの商品情報の収集と、これを正確に早く、

卸・メーカーに伝えるシステム作りである。マーケッティングと情報流通を含む概念を｢流

通情報システム｣と仮に定義すれば、この流通情報システム化を推進するための基盤整備

（商品コードや伝票の統一等）が重要かつ急務のテーマと言える。 

 
 

２． ＪＡＳＰＯでＪＡＮコード採用を決定 

流通近代化構想を受けた形で、メーカー団体である（社）日本スポーツ用品工業協会（略

称・JASPO）に昭和６１年３月、情報化対策研究委員会（章末名簿参照）が発足、商品コ
ード体系の統一とソースマーキングについて検討を開始しました。 
そして、同年９月 JAN コードの採用とソースマーキングを骨子とする「業界情報化推
進基盤整備事項」を同協会理事会に報告、了承されました。その後、スポーツ用品メーカ

ーでは、ウェアのブランドタグや包装ケースに JAN バーコードのソースマーキングを実
施しています。 
 

３． Ｓ研で継続研究 
    Ｓ研は「スポーツ用品情報システム研究会」の略称で、「スポーツ用品業界における

情報システム化の基盤となるビジネスプロトコル等の調査・研究及びその成果の普及・

啓蒙活動を行い、業界の情報化の促進に寄与する」ことを目的に、昭和６２年に発足し

ました。（章末名簿参照） 



 
Ｓ 研 調 査 研 究 及 び 普 及 活 動 経 緯 

 
                 昭和６２年度   ＪＩＣＦＳ商品分類第１号案研究 
                 昭和６３年度   統一伝票案作成 
                                商品マスター情報連絡フォーマット案作成 
                 平成  ２年度   データ交換フォーマット標準化案作成 
                                業界カラーコード統一化研究 
                                ＪＡＮタグ取付位置のガイドライン案作成 
                 平成  ３年度   ＥＤＩの研究 
                                ＪＩＣＦＳ商品分類第２号案作成 
                                東京・名古屋・大阪にて標準化説明会開催 
                 平成  ４年度   ＪＡＮコードアンケート調査 
                                統一伝票利用状況調査 
                                物流システムでのＪＡＮコード利用調査 
                 平成  ５年度   サイズコード標準化の研究 
                                標準様式請求書案の作成 
                 平成  ６年度   ＪＩＣＦＳ商品分類第３号案作成 
                                共通取引先コードの研究 
                                統一伝票・標準様式請求書普及パンフレット作成 
                 平成  ７年度   札幌・仙台・東京・名古屋・大阪・福岡にて標準化 
                                 説明会開催 
                ＪＡＮ実態調査 
                危機管理（データ管理）の研究 
                企業コードの研究 
                スポーツＱＲＳ、ＥＤＩの研究 
                 平成  ８年度   企業コードの標準化 
                商品マスター提供システムの研究 
                ＥＤＩ（オープン技術）の研究 
                 平成  ９年度   通商産業省、全国中小企業団体中央会より助成 
               「オープン情報ネットワーク調査・研究開発事業」 
                スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調査 
                                研究報告書発表 
                 平成１０年度   ＰＣデータ交換フォーマットの研究 
                業界ネットワークの研究 
                三層のネットワーク運用研究 

◇ ◇ 
 
以上の標準化研究の成果は、現在までにスポーツ業界の標準化推進団体の承認を得てス

ポーツ用品業界のビジネスプロトコルとして本マニュアルに取りまとめ、鋭意推進してい

るところです。 
 



 

 

図表１－１   スポーツ用品流通情報システムの標準化経緯 

 

 

 

年 度 

 

 

プ ロ ジ ェ ク ト 名 称 
 

主 な 成 果 
 

実 施 団 体 

昭 和 

５ ８ 
＜業種別流通近代化推進事業＞ 

   流通構造調査 
スキー、テニス、ゴルフ用品を中心に、流通実態を調査

し、流通近代化のための課題と基盤整備を提言 
  

 

 通商産業省、 

５ ９ ＜業種別流通近代化推進事業＞ 
   流通近代化構想策定 

業界の流通情報システム化のモデルを提示し、これを推

進するための共通商品コード統一伝票など、基盤整備の

必要性を確認 

６ １ 情報化対策研究委員会 ５９年度の答申を受けて、JAN コードの採用とソースマ

ーキングの実施を決定 
６ ２ スポーツ用品情報システム研究会 
発足 （略称：Ｓ研・１０社） 

 

 （財）流通システム 

       開発センター 

  

 

 （社）日本スポーツ用品工業協会 

  （昭和６１年９月：理事会承認） 

平 成 

   元  
スポーツ用品情報システム研究会

（１２社） 
流通情報システム標準マニュアル（初版発行） 

 

・スポーツ用品 JICFS 商品分類（案） 

・統一伝票 
・商品マスター情報連絡フォーマット（案） 

 

 

    ３ スポーツ用品情報システム研究会
（２１社） 

流通情報システム標準マニュアル（第２版発行） 

 

・スポーツ用品 JICFS 商品分類改定（案） 

・データ交換フォーマット標準化（案） 
・商品マスターデータ   ・受発注データ 
・納品データ           ・請求データ 
・支払データ  
・JAN タグ取付位置のガイドライン（案） 

 

 

 

 

 通商産業省、 

 （財）流通システム 

       開発センター 

    ７ スポーツ用品情報システム研究会
（２４社） 

流通情報システム標準マニュアル（第３版発行） 

 

・標準様式請求書ガイドライン 

・スポーツ用品 JICFS 商品分類改定（案） 
 

 

  ８ スポーツ用品情報システム研究会 
（２６社） 

・企業コードの標準化（案） 

・商品マスター提供システム標準化（案） 

 

 

  ９ スポーツ用品情報システム研究会 
（３０社） 

スポーツ用品業界 

 オープン情報ネットワーク調査研究報告書 
 通商産業省、 

 全国中小企業団体中央会 

 全国運動用品商工団体連合会 

 １０ スポーツ用品情報システム研究会 

（２８社） 
オープン情報ネットワーク標準マニュアル 

（第４版発行）                （平成 11 年 4 月） 

 

・データ交換フォーマット（オープン仕様） 

  標準化（案） 

・スポーツ用品 JICFS 商品分類改定（案） 

・オープン情報ネットワーク標準化（案） 

・オープン情報システムに関するアンケート実施 

 

 

 通商産業省、 

 （財）流通システム開発センター 

 全国運動用品商工団体連合会 

 

 

 

 

 



通 産 省 委 託 事 業 （５９年度） 

 

スポーツ用品流通近代化推進協議会 
 

                                             （順不同。社名、肩書は当時） 

 

委 員 長    片 岡 一 郎    慶応義塾大学大学院経営管理研究科教授 

委    員    国 田 佳 資    日本楽器製造（株） 取締役・スポーツ用品事業部長 

            山 中 幸 博    ブリヂストンスポーツ（株） 取締役社長 

            安 宅    勇   （株）日本ダンロップ  常務取締役・スポーツ用品事業部長 

            大 坂 文 男    丸紅ニチレイ（株） 取締役社長 

            徳 永 恒 男    ゼット（株） 常務取締役・東京支店長 

            小 西    努   （株）ベストワン  代表取締役 

            竹 波 修 一    全日本運動用具小売商組合連合会  理事長 

                            （タケナミスポーツ   代表取締役社長） 

 

＜事務局＞ （財）流通システム開発センター 

 

 

 

スポーツ用品流通近代化ワーキング委員会 

 

            浪 川 寿 夫     美津濃（株） 総合企画室主査 

            近 藤 達 明    （株）アシックス  取締役・経営企画室長 

            吉 井    清    （株）デサント  管理本部課長 

            松 下 卓 雄    （株）ダンロップスポーツ東京  営業部次長 

            小 林 清 志     佐々木（株） 常務取締役・管理本部長 

            米 谷 和 夫     カジマヤスポーツ（株） 常務取締役 

            繁 松    昇    （株）ミナミスポーツ  経営管理室部長 

            吉 沢美知代    （株）ヴィクトリア  コンピュータ室長 

            佐々木省 三    （株）マツダゴルフ  取締役・総務部長 

            菊 池 慎 二     日本百貨店協会  総務課長 

            川 又 輝 長    （社）日本スポーツ用品工業協会  専務理事 

            大 塚 昌 宏    （社）日本ゴルフ用品協会  専務理事 

 

＜事務局＞  （財）流通システム開発センター 

 

 



（社）日本スポーツ用品工業協会（６１年度） 

 

情 報 化 対 策 研 究 委 員 会 

 

                                          （順不同。社名、肩書は当時） 

 

     浅 野 恭 右   （財）流通システム開発センター  理事・情報システム部長 

     寺 西 光 治   （株）アシックス  副社長 

     近 藤 達 明          〃         取締役・経営企画室長 

     木 村    明    小川テント（株） 第二営業本部長 

     小 川    隆   （株）小川長春館  企画開発室長 

     宮 窪 延 侑   （株）ゴールドウイン  システム部長 

     中 野    泰    ゼット（株） 総合企画室長 

     湧 田 来 蔵   （株） デサント  第一事業本部営業企画部部長代行 

     浜 本    博          〃        総務本部管理部情報システム課長 

     竹 村 荘 三    奈良スポーツ（株）  電算課（課長職） 

     藤 森 将 一    美津濃（株）  電算室次長 

     浪 川 寿 夫          〃      総合企画室主査 

     今 西 政 広    山本光学（株） スワンズスポーツ部営業課長代理 

     碓 井龍三郎          〃       経理部 

     川 又 輝 長   （社）日本スポーツ用品工業協会   専務理事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



スポーツ用品情報システム研究会（Ｓ研） 
                                            （順不同。平成１１年４月現在） 

 

会    長   森井    潔  （株）アシックス  情報システム部 部長 
副 会 長   塩入    薫   ヨネックス（株）  総務部電算課 課長 
   〃      竹村  幸二  （株）エスエスケイ  情報システム部 部長 
   〃      原田  由信  （株）ビーアンドディー  情報システム部 部長 
会    計   宇治田幸俊  （株）ダイオス  情報システム室 部長 
会計監査   吉井    清  （株）デサント  マネージメントサポート本部 情報システム部 部長 
           内藤  利一   ヒットユニオン（株）取締役システム管理部 部長 
      蓋   孝  ミズノ（株） 情報システム部 部長 
           佐藤   融  マルマンゴルフ（株）情報システム部 課長 
           村上  松仁  （株）ゴールドウイン  総合企画室システム企画 担当課長 
           下野  和昭  （株）フェニックス  システム部 課長 
           森田  浩彰  （株）ナイキジャパン ファンクションＩＴマネージャー 
           山本  和広  （株）モルテン  情報システム部 課長 
           池谷  幸靖   レワード（株） 管理部 課長 
           岡    秀夫   ヒロウン（株） 情報システム部 次長 
           小林竜太郎   ミヤコスポーツ（株） 大阪営業所 係長 
           森重  孝志   ヤバネスポーツ（株） 情報システム室 課長代理 
           小牧  義典  （株）イモト  コンピュータ室長 
           阿部  正敏  （株）ベストワン 管理本部情報システム 担当課長 
           瀬山  正   ゼット（株） システム部 部長 
           鈴木    稔  （株）ザナックス  システム管理部情報システム課 課長 
           藤井  国雄   ベンゼネラル（株） 総務本部情報システム室  課長 
           香月  正行  （株）コイド  商品部 部長 
           船見 春夫  （株）ミナミ  情報システム部 課長 
           平林  幸男  （株）スポーツ館ミツハシ  営業部営業促進室  室長代理 
           柴原  章吾  （株）エスアールシー秀山荘 企画管理室  マネージャー 
           林    洋一   コズモ（株） 管理部 経理システム課 課長 
           吉田    真  （株）パラマウントスポーツ  営業本部情報管理 
 
特別顧問   水野  勝弘   ミズノ（株） 情報システム部 専任部長 
           小林  清志  （株）エスエスケイ  専務取締役 
   〃      宮窪  延侑  （株）ゴールドウインロジテム 代表取締役社長 
特別会員   宮地  弘孝  （社）日本スポーツ用品工業協会 専務理事 
   〃      木村宗三郎   大阪スポーツ用品卸商業組合 専務理事 
顧    問   小野  耕三 （財）流通システム開発センター 常務理事 
   〃      中川  浩徳            〃        流通コードセンター研究開発部 次長 
事 務 局   朝井  幸洋 （株）オーシーシー情報センター 常務取締役 
   〃      真鍋    斉            〃                  業務課 課長 



第２章 共通商品コード（ＪＡＮコード） 
 

１．共通商品コードの意義としくみ 

   スポーツ用品業界では昭和６１年９月、（社）日本スポーツ用品工業協会において、 

  ＰＯＳシステムやオンライン受発注システムに使用する際の業界統一商品コードと 

  してＪＡＮ(Japanese Article Number)コードを採用することを決定しました。 

   本章では、このＪＡＮコードの仕組みとその利用の仕方を中心に解説します。 

 

（１） ＪＡＮコードとは 

ＪＡＮ(Japanese Article Number)コードは、わが国の共通商品コードとして流 

通情報システムの重要な基盤となっています。 

ＪＡＮコードはバーコードとして商品などに表示され、ＰＯＳシステムをはじめ、

受発注システム、棚卸、在庫管理システムなどに利用されています。 

さらに公共料金等の支払システムへの利用など利用分野の拡大がみられます。 

ＪＡＮコードは、アメリカ、カナダにおけるＵＰＣコード(Universal Product  

Code)及びヨーロッパ、アジア、オセアニアなどにおけるＥＡＮコード(European 

  Article Number)と互換性のある国際的な共通商品コードです（ただし、米国、     

  カナダに商品を輸出する場合は、ＵＰＣコードを表示しなければなりません）。 

   コード体系は、標準タイプ（13 桁）と短縮タイプ（８桁）の２つあります。ど 

  ちらも、最初の２桁が国コードで日本の場合「４９」及び「４５」、次の５桁（短 

  縮は４桁）が商品メーカーコード、次の５桁（短縮は１桁）が商品アイテムコー 

  ドを表わします。最後の１桁はチェックデジットと呼ばれる誤読防止のための桁 

  です。 

図表２－１ ＪＡＮシンボル 

 
ＪＡＮコードの現状 

  ① ＪＡＮ商品メーカーコード登録コード数 

       標準コード  99,974コード 

       短縮コード   8,442 コード   （1998 年 12 月末現在） 

② 文化用品、耐久消費財、身の回り品などの一部に、まだソースマーキング率の 

   低い分野がありますが、業界をあげてＪＡＮコード導入を研究、推進していこう 

   とする積極的な業界もあります（ＤＩＹ用品、仏具、パソコンソフトなど）。 



    特に、繊維業界ではＱＲ(Quick Response)の仕組みが推進されており、使用さ 

   れる商品コードは、ＪＡＮコードが前提とされています。 

  

③ 登録利用分野の拡大 

・ これまでソースマーキングの主な対象であった消費財にとどまらず、生産財 

    への利用も増えています。 

・ コンビニエンスストアにおける公共料金支払システムにおいては、料金支払 

    帳票にＪＡＮコードを表示し、これにより、料金請求（帳票発行）企業や地方 

    自治体が特定されます。現在では、公共料金（電気、ガス、水道、電話など） 

    に加え、通信販売代金、クレジット利用代金、保険料、塾の授業料の支払いな 

    ど、利用が拡大しています。 

     このため、商品メーカーコードの登録主体も、製造業、流通業のほかに自治 

    体、公共機関（市町村、水道局）、クレジット・通販、サービス業など多岐に広 

    がっています。 

・ ＪＡＮコードは、商品メーカーにおける出荷管理、卸売業における入出荷管 

 理、在庫管理、小売業における入荷検品など物流システムの分野でも利用され 

 ています。 

     特に、小売業においては補充発注の際に棚札のＪＡＮコードを読み取ること 

    で商品を正確に把握し、効率的に補充発注の作業が行われます。 

・ ＪＡＮコードは受発注データ交換や商品マスター情報交換、あるいはリテイ 

    ル・サポート・プログラムの１つである棚割管理情報交換などにおける重要か 

    つ共通の商品コードとしても利用されています。今後、これらの情報がＥＤＩ 

    により交換されることにより、ますますその役割は重要性を増していくものと 

    みられます。 

・ ＪＡＮコードをその構成要素としてコードの中に組み込んでいる集合包装用 

    のバーコードであるＩＴＦの普及にも大きく貢献しています。 

 

図表２－２ ＪＡＮ商品メーカーコード登録企業数の推移 

                            （各年３月末現在） 

   年 累計登録企業数    年 累計登録企業数 

 １９７９年 
   ８０年 
   ８１年 
   ８２年 
   ８３年 
   ８４年 
   ８５年 
   ８６年 
   ８７年 
   ８８年 

２７ 
５３ 
８６ 
２１７ 
１，７４４ 
５，２３１ 
１１，０１６ 
１９，２５０ 
２６，４４０ 
３２，５３７ 

 １９８９年 
   ９０年 
   ９１年 
   ９２年 
   ９３年 
   ９４年 
   ９５年 
   ９６年 
   ９７年 
   ９８年 

３８，５５１ 
４４，７２３ 
５０，５７６ 
６６，３４５ 
６８，８５４ 
７２，６２３ 
７７，７４２ 
８３，４７４ 
８９，１０４ 
９２，６７７ 

※ 1992 年３月末分より、書籍・雑誌コード用 10,000件分を含む。 



（３） ＪＡＮメーカーコードの申請・取得の手続き 

わが国では、商品メーカーコードの管理は財団法人流通システム開発センター・ 

流通コードセンターが行っています。ＪＡＮコードを使用するには商品メーカーコ

ードの割当てを受ける必要があります。登録申請は、最寄りの商工会議所または商

工会の窓口に、申請書に必要事項を記入、捺印（社印、担当者印）し、提出します。 

図表２－３ 商品メーカーコード 

             ～申請から印刷・更新まで～              

                   

                  ① 

 

       ②          ③ 

 

                              ④ 

                  ⑤ 

                   

               （登録料振込）   

         ⑥  

 

 

         ⑦ 

 

 

 

 

 

         ⑧ 

                  ⑨ 

                 （納品）    

 

                       ［随時］ 

 

 

 

 

 

 

 

（注） ○数字は、手順を示す。 

申 請 書 入 手

登 録 申 請 

登 録 通 知 

商品コード設定 

印刷会社への依頼 

フィルムマスター 

作成・印刷 

更 新 手 続 き

（３年ごと） 

ＪＡＮコードリスト

変更手続き 

社名・住所・電話 

などの変更 

商 工 会 議 所

     又 は 

  商 工 会 

流通コードセンター

 

取  引  先 



（４） ＪＡＮコードの制定と経緯 

 

図表２－４ ＪＡＮコードの制定と普及の経緯 

 

 

   年 主 な 動 き 

  
 １９７４年 

 
通産省からの委託を受け、ＰＯＳシステムの研究を開始。 
主に食品、雑貨を対象とするＰＯＳシステムにおける共通商品コード 
・シンボルとして米国のＵＰＣ、欧州のＥＡＮに準拠したシンボルを 
採用する方向となる。 
米国では食品・雑貨を中心に採用されたＵＰＣコード 12 桁を制定。 
 

 
   ７７年 
 

 
共通商品コードの国際管理機関ＥＡＮが国コード（２桁）を含めたＥ 
ＡＮコード 13 桁を制定。 
 

 
   ７８年 

 
４月、「共通商品コード用バーコードシンボル」としてＪＩＳ（日本 
工業規格）化（ＪＩＳＸ０５０１）。 
（財）流通システム開発センター内に設けられた「流通コードセンタ

ー」が共通商品コードの国際機関であるＥＡＮに加盟し、国コード 
“49”を取得。 
１２月、流通コードセンターで「商品メーカーコード」の登録受付を 
開始。 
 

 
   ８２年 

 
食品・雑貨のソースマーキング率が約１０％となる。 
その後、ＪＡＮ型ＰＯＳの導入が本格化。 
 

 
   ８６年 

 
食品・雑貨のソースマーキング率が約９０％となる。 
 

 
   ９１年 

 
「商品メーカーコード」の登録企業が５万社を越す。 
 

 
   ９２年 

 
１１月、追加の国コード“45”をＥＡＮから取得。 
 

 
   ９５年 

 
５月、国コード“45”による付番開始。 

 
  ２００１年 
 

 
ＪＡＮ商品メーカーコード９桁化付番開始予定。 
 

注）参照：第２章５．２００１年 商品メーカーコード９桁化導入について 



２．商品アイテムコードの運用基準 

（１）商品アイテムコードの設定基準 

ＪＡＮコードの商品アイテムコードは単品のレベルで設定します。 

単品とは、商品を分類できるところまで細分化した分類単位を指します。スポー 

ツウェアやシューズであれば、色／サイズ毎のレベルであり、ラケットやバットで 

は、握りの太さの違いも表現することが原則となります。また、単品を組合せてセ 

ット商品として販売する場合も、別のアイテムコードを付番します。 

スポーツ用品を想定したアイテムコード設定基準は以下の通りです。 

商品アイテムコードの設定に当たっては、次の項目のいずれかに該当するときは、 

別のアイテムコードを設定することが原則となっています。 

 

① ブランド名が異なる場合 

② 商品名が異なる場合 

③ 価格（標準小売価格）が異なる場合 

④ 素材（原材料）が異なる場合 

⑤ サイズが異なる場合（スポーツウエア：Ｓ、Ｍ、Ｌ、ＬＬなど 

               ゴルフクラブ：４２５、４３０、４３５インチなど） 

⑥ 容量が異なる場合 

⑦ 固さが異なる場合（ゴルフクラブ：Ｓ、Ｒ、ＳＲなど） 

⑧ 包装形態が異なる場合（缶入り、袋入り） 

⑨ 色が異なる場合 

⑩ 柄（デザイン）が異なる場合 

⑪ 味が異なる場合 

⑫ 香りが異なる場合 

⑬ 販売単価が異なる場合（ゴルフボール：ダース、３Ｐ、個など） 

⑭ セット（組み合わせ）商品で価格または組み合わせが異なる場合 

（ゴルフクラブ：ウッド３本セット、アイアン８本セット、ハーフセット、 

フルセットなど） 

 

（２）商品アイテムコード付番の方法 

   スポーツ用品メーカーは一般に取扱いアイテム数が多く、商品サイクルも早いの 

  で商品アイテムコードはシーケンシャル（連続的）に付番するのが、最も効果的で 

  す。つまり、５桁の範囲で最大限に利用できる１０万アイテムの付番が可能です。 

   商品アイテムコードの新規設定については、商品マスターに新商品を登録するタ 

  イミングで、ＪＡＮコード管理マスターから自動付番する、といった方法が採用さ 

  れています。 

 

注）２００１年にＪＡＮ商品メーカーコード９桁化がスタートすると３桁の範囲で最

大限に利用できるのは１，０００アイテムとなります。アイテム数が、５００ 



を超える企業は、９桁のＪＡＮ商品メーカーコードの複数割当てを受けることが 

できます。 

 

図表２－５ ＪＡＮコード付番管理システム例 
                             

                  ＪＡＮ付番       新製品登録 

 

 

 

 

 

   こうして設定した商品アイテムコードは、その商品名や規格などを流通コードセ 

  ンターのＪＩＣＦＳへ登録するとともに、各社においても管理してください。なお、 

  新商品を製造、発売される時も同様です。 

 

（３） メンテナンスの基準 

① 商品アイテムコードの再利用 

一度付番（ソースマーキング）した商品アイテムコードはメーカー（発売元） 

が出荷停止後最低４年位は他の商品に再利用しないようにして下さい。ただし、 

キャンペーン商品は出荷停止後１カ年間とします。 

この際、注意すべき点は、小売店や卸売店における流通在庫がなくなったこと 

を推定した上で再利用することが望まれます。 

② メンテナンス（追加、変更）における新規コードと既存コードの使い方 

商品アイテムコードの初期設定における商品アイテムコードの設定基準は前述 

の通りですが、既存商品におけるアイテムの追加や切換えなどメンテナンス時の 

設定基準は次の通りです。 

商品アイテムの追加に関しては初期設定と同様すべて新規コードの設定を、ま 

た、既存アイテムの切換えはその変更内容によって新規コードを設定するか、既 

存コードを使用するかが異なってきます。 

ＪＡＮ管理部 

国 
コ 
｜ 
ド 

メ 
｜ 
カ 
｜ 
コ 
｜ 
ド 

 
ア 
イ 
テ 
ム 
開 
始 
番 
号 

 

 
ブ 
ロ 
ッ 
ク 
件 
数 

 

 

9(2) 9(5) 9(5) 9(5)  

 

 

 

 

・アイテム開始番号：空番の開始№ 

 

・ブロック件数  ：アイテム開始№で 

          始まる空番の件数 

 商 品 

 マスタ 

ファイル 

端末
ＪＡＮ 

空番管理 

ファイル 



３．共通商品コードの利用に当たって 

 （１）“商品識別コード”という性質を十分認識する。 

   スポーツ用品業界でＪＡＮコードを広く活用していくためには、その基本的な 

  性質を知っておく必要があります。 

   それは「商品（単品）を単に識別するためのコード」ということです。 

   商品コードには大きく分けて、「分類コード」と「識別コード」があります。 

   普通、各企業内で使われている商品コードは、部門（または事業部）、ブランド、 

  シーズン、品番、色、サイズなどの分類コードを組み合せ、人間が見てもどうい 

  う商品か、ある程度判別がつくようになっています。そのため、コードの桁数や 

  文字種（数字、英文字など）は企業によってまちまちです。 

   一方、ＪＡＮコードは、企業、業界、国を越えた共通商品コードという性格上、 

  単に単品レベルで単純に識別するという機能に限定しています。つまり、世界中 

  の商品に１３桁で背番号をつけたコード、と思えば良いでしょう。 

   あるいは、企業間で商品情報を交換する際に使うコンピュータ用のデータ・ア 

  クセスコードと割り切ってしまうことです。 

   したがって、ＪＡＮコードを社内で利用する場合、例えば、小売業がＰＯＳシ 

  ステムでＪＡＮシンボルを読みとって、社内管理資料を出力したり、あるいは商 

  品メーカーや卸売業が得意先からＪＡＮコードで受注して、ピッキングリストを 

  出力する場合などでは、必ず自社コードに変換して、人間が判別できるよう加工 

  することが必要です。 

   共通商品コードと社内コードの関係は、下図の様にまとめることができます。 

 

図表２－６ 共通商品コードと社内コード 

 

  Ａ社（納入業者）                      Ｂ社（小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＪＡＮコード情報の連絡方法 

   ＪＡＮコードは商品メーカーで付番され、業界全体で利用します。したがって、 

  個々のＪＡＮコードが、どういうブランド、品番の何色、何サイズか標準価格は 

  いくらか、商品分類は何に属するか、といった商品カタログ情報を、商品が卸、 

  小売に流通する以前に、メーカーから卸、小売業へ連絡されていなければなりま 

             

 

 

    （コード変換）

  

 

・ソースマーキング 

 （商品及びカタログ）

・伝票 

・磁気テープ 

・オンライン など 

 

 

 

    （コード変換）

 

共通商品コード

社 内 コ ー ド

共通商品コード

社 内 コ ー ド

（取引情報交換） 



  せん。 

   そのための連絡フォーマットが標準化されています（第６章参照）。このフォー 

  マットは、磁気テープやオンラインを想定していますが、リストで連絡する場合 

  もこのフォーマットに準拠した連絡票を使用します。 

   さらに、日々の取引に使用する統一伝票（第３章参照）や商品カタログ上にＪ 

  ＡＮコードが表示されていると、得意先ではさまざまの利用が可能になります。 

 



４．ＪＡＮ型ＰＯＳシステムのしくみ 

   ＰＯＳ(Point of Sales = 販売時点情報管理)システムは、小売業のレジ段階で、販 

  売情報を単品レベルで収集し、小売業の経営合理化をはじめ、業界全体に流通効率 

  化をもたらすシステムです。 

   スーパーなどの食品・雑貨型ＰＯＳはソースマーキングされたＪＡＮコードを読 

  み取り、コンピュータ・ファイル上の価格を検索するＰＬＵ（プライス・ルック・ 

  アップ)型です。一方、現在のスポーツ用品、衣料品、履物などの衣料品型ＰＯＳシ 

  ステムは、ＪＡＮ２段値札を読み取って管理するタイプのＰＯＳシステムが主流で   

  す。値札上に商品コードとともに価格をバーコードで表示する衣料品型ＰＯＳシス 

  テムは、Ｎｏｎ－ＰＬＵ型と呼ばれています。 

   Ｎｏｎ－ＰＬＵ型ＰＯＳシステムの特徴は、価格検索のためＰＬＵファイルが不 

  要で、お店でコード・メンテナンスの作業が発生しないことやマークダウンの管理 

  面にあります。商品アイテム数が多く、商品の入れ替えが激しい衣料品、スポーツ 

  用品、履物などの小売店では、自店に必要な管理情報を値札に表示して、値札を中 

  心に商品情報を収集する方法が向いていると考えられてきました。 

   しかし、ＰＯＳシステムが普及し、大型小売店はもとより中小規模の専門店でも 

  容易に導入できるようにするためは、食品・雑貨等と同様にスポーツ用品において 

  もソースマーキングが普及し、ＰＯＳシステムで利用し易くなるような環境を整備 

  していくことが必要です。これは、小売業毎の多種・多様なＰＯＳ値札付けを要請 

  されている商品メーカーや卸売業にとっても同様です。値札付けの作業が軽減する 

  だけでなく、共通商品コードによる受発注やＰＯＳデータ変換などのシステム化を    

  促進することができるようになります。 

   ここでは、ソースマーキングされたＪＡＮコードとインストアコードを併用する 

  スポーツ用品店のＰＯＳシステムのしくみの例を解説します。 

 

（１）ＰＬＵシステムのしくみ（事例） 

ＪＡＮコード（１３桁）は、色、サイズ別の単位で商品につけられた識別番号で 

す。一方、スポーツ用品の小売業では、商品情報を次のような区分で管理するのが 

普通です。 

 

 

  

 

        商品基本情報（価格設定の単位）   商品属性情報（受発注の単位）    

 

   通常、１つの品番に対して色×サイズの組み合せは１０～２０種類あります。そ 

  こで、コンピュータシステムでは、品番情報を単品管理の最小単位として商品マス 

  ターファイルを構成し、色、サイズは別ファイル管理とする方式がとられます。 

   これはＰＯＳシステムにおいても同様で、価格検索の単位であるＰＬＵファイル 

ブランド（または仕入先） 品   番 色 サイズ



は、品番レベルで構成されています。したがって、食品・雑貨型ＰＯＳのようにＪＡ 

Ｎコード（色・サイズ別）の単位でＰＬＵファイルを作成しようとすると、膨大な容 

量を必要とするばかりでなく、メンテナンス作業が極めて煩雑となります。 

 そこで、スポーツ用品店のＰＯＳシステムでは図２－７のように、ＪＡＮコードを 

いったん品番レベルのスタイルＮｏ．に変換するのが基本です。ＰＯＳシステムの処 

理の流れは次のようになります。 

① ＰＯＳターミナルに接続したバーコードリーダで、ソースマーキングまたはイン 

  ストアマーキングされたＪＡＮコードを読取ります。 

② 色・サイズ別にソースマーキングされたＪＡＮコードは、ＰＯＳターミナルまた 

  はストアコントローラに内蔵された「ＪＡＮマスター」で、品番コードレベルのス 

  タイルＮｏ．に変換します。 

③ ②で変換した品番コードをキーに、「ＰＬＵマスター」で商品名及び価格を検索し 

  ます。 

④ ③で検索した商品名と価格をレシートに印字し、精算します。 

 

図表２－７ 衣料品ＰＯＳシステムのＰＬＵのしくみ（事例） 

  

 ①自動読取り          ②コード変換       ③商品名、価格の検索 

  （ＰＯＳターミナル）     （ＪＡＮマスター）    （ＰＬＵマスター） 

                                            

 

    ＰＯＳ 

    ﾀｰﾐﾅﾙ 

 

 ④レシート、   

  印字、 

  精算 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

（２）ＰＬＵ型ＰＯＳシステムのメリット 

ソースマーキングされたＪＡＮコードによるＰＬＵ型のＰＯＳシステムは、小売 

業、卸売業、メーカーにとって次のようなメリットがあります。 

 

JAN#1 

JAN#3 

JAN#4 

JAN#2 

JAN#1 

JAN#2 

JAN#3 

JAN#4 

ｽﾀｲﾙ

No. 

ｽﾀｲﾙ

No. 

商品

名 

価格 部門

 



＜小売業にとってのメリット＞ 

① 単品コードの付番・管理という煩雑な作業から解放される。 

② バーコードの値札の発行・取付の必要がなくなる。 

③ 色・サイズ別の単品情報が収集できるので、柔軟なＰＯＳデータの活用が可能に

なる。 

  ＜卸売業、メーカーにとってのメリット＞ 

① 小売業毎のバーコード値札の取付け作業が軽減される。 

② 自社の物流管理等にも活用できる。 

③ ＰＯＳデータのフィードバックと活用、オンライン受発注などの企業間システム

の構築が容易になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●スタイルＮｏ．の設定と連絡方法 

   スポーツ用品のＰＬＵ型ＰＯＳシステムは、メーカーで設定したスタイル 

  Ｎｏ．とＪＡＮコードを１対Ｎで対応させた商品マスター情報が、小売業へ 

  タイムリーに連絡されることによって初めて運用が可能となります。 

 

   メーカーからは第６章で紹介しているように次のようなフォーマットで 

  ＪＡＮコード情報が連絡されます。 

 

                                     

       メーカー品番  品番情報（商品名、規格、標準小売価格など）  

 

 

 

 

 

 

 

   一般的には、品番コードがスタイルＮｏ．に相当する機能を持っています 

  が、文字種や桁数がメーカーによって異なること、同じ品番の中で標準小売 

  価格が異なる場合があることから、統一フォーマットが品番コードとは別に 

  設定されます。 

 

   小売業では、この商品マスター情報に基づいて、ＪＡＮマスター及びＰＬ 

  Ｕマスターを設定します。 

   なお、小売業のスタイルＮｏ．の考え方（管理基準）がメーカーと異なる 

  場合は、小売業が自社コードを設定することになります。 

 

 

スタイル 

Ｎｏ． 

ＪＡＮ① 

ＪＡＮコード 色 サイズ

スタイル 

Ｎｏ． 

 

ＪＡＮ② 

ＪＡＮコード 色 サイズ



５．２００１年商品メーカーコード９桁化導入について 

 
１９９９．３．１５ 

（財）流通システム開発センター  
 流通コードセンター 

 
（１）既に JANメーカーコードを取得している企業の対応 

 JANメーカーコード９桁化（国コード２桁含む）実施について 
既に７桁（国コード２桁を含む）の商品メーカーコードを取得、利用している企業

については、現在使用している７桁のメーカーコードが継続使用でき、アイテムコー

ドの桁数の変更も必要ありません。 

 
＜現在の JAN コードの体系＞ 

 

 Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 Ｍ4 Ｍ5  Ｍ６  Ｍ７ Ｉ1 Ｉ2 Ｉ3 Ｉ4 Ｉ5  C／D 
  商品メーカーコード（７桁）            商品アイテムコード（５桁）    チェック 
  Ｍ1    Ｍ2は国コードの                                       デジット（１桁） 
  「４９」または「４５」 
 
 
 
（２）JANメーカーコードの９桁化（国コード２桁含む） 

         ＜2001 年１月から割り当てられる新規申請企業の JAN コードの体系＞ 
 
  Ｍ1 Ｍ2  Ｍ3  Ｍ4  Ｍ5  Ｍ6  Ｍ7  Ｍ8  Ｍ9    Ｉ1  Ｉ2  Ｉ3      C／D 
      商品メーカーコード（9桁）            商品アイテムコード（3桁）  チェックデジット 
   Ｍ1   Ｍ2は国コードの「45」２桁を含む               （１桁） 
 
①実施時期     ２００１年１月 

２００１年（平成１３年）１月より JANメーカーコードの９桁化を実施します。 
 
②９桁メーカーコードの割り当て対象     2001 年 1 月新規申請分より 

２００１年１月以降、新規に申請された方が対象となります。 
 
③９桁メーカーコードの割り当てエリア   456000000 以降 

JANコードの先頭の３桁が「４５６～４５９」のエリアを９桁のメーカーコー

ドの割り当て領域とします。 

したがって、JANコードの先頭の３桁（国コード２桁＋１桁）によって、７桁

のメーカーコードか９桁のメーカーコードかを識別することができます。７桁の

メーカーコードと９桁のメーカーコードが同一のエリアに混在することはありま

せん。 



④９桁メーカーコードの割り当て方法     500 アイテムを越えた場合複数メーカー 

                       コードの割り当て 

９桁のメーカーコードの割り当て方法では、アイテムコードが３桁になります

が申請時から３年間のアイテムコードの使用状況に応じて複数メーカーコード

（500 アイテム以上の場合）を割り当てます。 
     
⑤登録時５万アイテム以上の場合   ７桁メーカーコードを割り当てます 

２００１年１月以降であっても、登録時にアイテムコードが５万アイテムを越

える場合については状況が確認できる資料の提出により、これまでと同じ７桁メ

ーカーコードを割り当てることとします。 

 

 
（３）メーカーコード９桁化導入の背景 

EAN コード（わが国では JAN コード）を管理している国際 EAN 協会は、各国のコ

ードセンターに対し、商品メーカコードと商品アイテムコードの使い方について、2001

年１月までにメーカーコードを９桁（国コード２桁を含む）に変更するよう勧告してい

ます。 

 

国際 EAN協会がコード体系の見直し変更を決議した背景は 

① 世界レベル（現在の EAN加盟国数は 88 カ国）に普及した EANコード（わが

国は JANコード）を将来にわたり 13 桁で維持していくこと。 

② EANへの加盟国が増加の一途をたどることを背景に、限られたメーカーコード

を有効に利用しなければならないこと 

などが指摘されています。 

 
これまで７桁の商品メーカーコードを割り当てられている企業は５桁の商品アイテム

コードが利用できるため、最大１０万アイテムまでのソースマーギングが可能ですが、

当センターの調査によると実際のソースマーキングの実施状況は数十から数百アイテム

に対して行っている企業が多いことが判明しました。 

 

この状況を踏まえて、わが国も国際 EAN 協会の取り決めにしたがい、２００１年１

月から JANコードの割り当て方法を変更します。 

 
なお、今後導入される９桁の商品メーカーコードの登録方法や運用ルールなど詳細事

項については、具体的な内容が決定次第、逐次公表して参ります。 

 
                                以 上 





第３章 スポーツ用品統一伝票 
 
１．統一伝票の意義 
   統一伝票の意義について具体的に示すと次の通りです。 

 

（１）一般的な統一伝票の意義 

①統一伝票は大量印刷によるコストダウンが図られる。 

②統一伝票を採用した場合に揃えておく伝票は、用途に応じて限定された種類のもの

だけで、専用伝票のように取引先ごとという必要がなく、伝票の管理が容易になる。

伝票を切らすということは受注チャンスを失うことにつながるので、専用伝票の場

合にはその管理に常時、気を配っていなければならない。 

③統一伝票は、社内伝票と共通して用いられているため、転記に伴って生じる労力（人

件費）が省けるとともにミスも減少する。専用伝票の使用を余儀なくされる側は、

自社伝票を専用伝票に転記する必要があるが、取引量及び取引相手が多いほど、転

記に要する労力（人件費）は多大なものとなり、ミスも多発しやすくなる。 

 

（２）オンライン受発注時代の統一伝票の意義 

   流通業界の情報システム化、オンラインネットワーク化が、急速に進展し、売上や 

  納品の伝票発行の量も増え、更にコンピュータで処理するケースが急増しています。 

  これと共に、伝票の種類も単一の手書き伝票からコンピュータ用の連続伝票へと切り   

  替える企業が多くなっています。 

    オンラインの場合、統一伝票の採用によって、次のようなメリットが生まれます。 

①専用伝票では、各企業の専用伝票ごとに伝票発行用のソフトウェアを作成しなけ

ればならず、その開発コストは多大なものとなり、それがオンライン化の一つの

ネックとなる。伝票の統一が行われれば、オンラインシステムを組むに当たって

データ交換フォーマットの標準化も容易となり、これによって受発注情報などを

処理するソフトウェアの設計が非常に容易となり、汎用ソフトウェア（パッケー

ジ）の利用の可能性が高まる。 

 



 

②統一伝票においては、取引先が変わっても伝票出力装置の伝票を取り替える必要

がない。しかし、専用伝票の場合は、取引先ごとに伝票出力装置に用紙（一般に

伝票は連続用紙になっている）を取り替えねばならず、しかも用紙の幅や打ち出

し開始点が異なるため、毎回調整しなければならない。 

 この作業にはかなりの労力と時間のロスが伴うこととなるばかりでなく、多少の

熟練も必要となる。納入側のシステム面から見ても、上記のように売上伝票の統

一化は、きわめて効果が大きいといえる。 

 このように、統一伝票の制定、普及は取引活動に携わるすべての企業の事務処理の

正確化、迅速化、経費の節減、事務合理化の促進など、企業経営上に効果があるほ

か、企業間の受発注業務の円滑化、情報伝達の正確化、取引条件の標準化などにも

多大の効果が期待できます。 

 

２．統一伝票の現状 

  伝票は、取引形態や社内の管理体制などに密接に関係しています。限られた伝票ス 

  ペースの中で取引上どうしても明記しておかなければならない項目の重要性や必要な 

  枚数が企業によって異なる場合が多いからです。従って、取引先との取引形態等が大 

  きく異なる業種・業態を統一した標準化は、かえって伝票を使いにくくする面があり、 

  小売業との取引先用のものでは百貨店用（Ａ様式）、チェーンストア用（Ｂ様式）が 

  以前から定められています。最近では、家電専門のチェーン店とその取引先用にＥ様 

  式が定められました。また、卸とメーカーの間は各業種ごとで取引形態も変わるため、 

  各業種ごとにＣ様式を基本として、それぞれの業界特性を加味して一部の変更を行い、 

  業種別統一伝票として標準化が進められています。 

   このように近年、統一伝票の必要性は広く理解されつつあり、伝票の中でも、特に 

  発行枚数が多く、取引債権・債務の物証として最も重要な納品／仕入伝票について、 

  各業種、業態ごとに標準化が進み、その有効利用が拡大されています。 

 



 

３．統一伝票の歴史 

昭和４３年 通産省産業構造審議会、統一伝票の必要性を訴え、「統一伝票促進懇話会」 

      を開催。 

昭和４６年 取引伝票統一化事業、通産省から日本商工会議所へ委託。 

昭和４９年 統一伝票Ａ様式（百貨店統一伝票）を制定。 

昭和５０年 統一伝票Ｂ様式（チェーンストア伝票）を制定。 

昭和５２年 統一伝票Ｃ様式（問屋統一伝票）を制定。 

昭和５３年 統一伝票推進事業、日本商工会議所から（財）流通システム開発センター 

      へ移管。 

昭和５４年 各種業界統一伝票の制定が始まる。（医薬品、酒類食品、履物、機械工具、 

      菓子、日用雑貨、家具、家電、繊維、写真、文具など） 

昭和５９年 統一伝票Ｂ様式に、ターンアラウンド伝票が追加。 

平成 元年 消費税の導入に伴い、数種の業界別統一伝票が様式を変更。 

      スポーツ用品統一伝票を制定。 

      「スポ－ツ用品流通情報システム標準マニュアル」の初版を発行。 

平成 ３年 スポーツ用品統一伝票を含む「スポーツ用品流通情報システム標準 

      マニュアル」の第２版を発行。 

平成 ４年 統一伝票Ｂ様式に、ＯＣＲ、ターンアラウンド伝票が追加。 

      業際統一伝票の制定、５年から日用雑貨、家庭紙、医療用品で利用開始。 

平成 ５年 外食用食材業界統一伝票Ｃ様式を採用。 

平成 ７年 スポーツ用品統一伝票を含む「スポーツ用品流通情報システム標準 

      マニュアル」の第３版を発行。 

 

 

 

☆タ－ンアラウンド伝票とは……発注者側で作成した伝票が、受注者側に渡り、 

               納品時に再び発注者へ戻ってくる伝票であり、 

               一つの伝票が発注伝票と仕入伝票をかねたもの。 

 



 

 

 

 

１．概要 
（１）名  称  「スポーツ用品統一伝票」 

（２）種  類  下記の２種類がある。 

① Ⅰ型 …… サイズ、タテ展開式 

② Ⅱ型 …… サイズ、ヨコ展開式 

（３）伝票種別  下記の２種類がある。 

① タイプ用 

② 手書き用 

項目の表現、配列等はすべて同一である。 

（４）適用範囲  スポーツ用品業界全体を想定しているが、下図Ａルートが 

         中心となる。 

 

 メ ー カ ー 

卸売業 

小売業 

ユーザー（直送先） 

仕入先 

加工先 

A ﾙｰﾄ 

A ﾙｰﾄ 

A ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

C ﾙｰﾄ 

Dﾙｰﾄ 

スポーツ用品統一伝票 

説明書 



 

２．伝票規格 

 

   （１）仕上寸法  Ｂ４長辺３分の１（タテ１２７ｍ／ｍ×ヨコ２７９ｍ／ｍ）    

         寸法規格の詳細は別紙 

（２）伝票の基本構成 

内 訳 伝票タイトル   刷  色    使  用  方  法 
第１票 売 上 伝 票      浅葱（アサギ） 売方用 売上・売掛計算書として保存 
第２票 納 品 書 淡緑（アワミドリ） 買方用 荷受け時の検収等に使用 
第３票 仕 入 伝 票      茶 （チャ）  買方用 仕入・買掛計上用として使用 
第４票 物品受領書 橙 （ダイダイ） 売方用 荷物受領の証明として保存 
第５票 請求明細書 紫 （ムラサキ） 買方用 請求時の内訳明細として使用 

   （注）発行側企業の必要に応じて適宜自社用の構成枚数を増減することが出来る。  

      （第５票「請求明細書」をコンピュータからの帳票に置き換えることよって  

       省略する等） 

       但し、納入先（買方用）への構成については、みだりに加減することは出  

       来ないものとする。 

（３）返品処理 

  ①売上伝票を用いて返品処理を行う場合は、数量、金額の頭にマイナス（―） 

 を表示し、伝票タイトルの「売上伝票」の左側余白（伝票様式の②の上の部

分）に“返品”または“ヘンピン”と明示することが望ましい。 

②「返品伝票」を別途作成する場合には、伝票タイトルに返品であることを 

      明示し、「数量」「金額」はプラスで表示する。 

（４）その他の規格 

①用 紙  Ｎ４０ノンカーボン紙、コピー発色は青 

②とじ方  タイプ用：左ヨコのりとじ、右ヨコ紙とじ 

      手書き用：左ヨコのりとじ 

③とじ穴  ＪＩＳ規格準拠、左ヨコ２穴パンチ 

④伝票ＮＯ タイプ用：数字１０桁以内（原則としてタイプ印字） 

      手書き用：６桁連続番号印字（０００００１～９９９９９９） 

 



 

３．項目説明    （項目ＮＯは、伝票様式見本の番号①② …… に対応） 
ＮＯ 項  目  名 桁数     内              容 
 １ 社     名
（ブランク） 

   ・納入先の社名を表示する。郵便番号、電話番号、担当部課名   

等を自由に表示して良い。 
 ２ （ａ） １０ ・納入元の納入先に対する「得意先コード」、納入元の「出荷 

部門」「担当者」、伝票単位の「発注番号」等を必要に応じ 
て自由に記入する欄である。 
見出しをプリントし内容を明確にすることが出来る。 

 ３ 年  月  日  ９ ・「伝票発行年月日」または「納入年月日」を記入する。   
・「年」の表示は和暦、西暦いずれでも良いが、年の桁数は   

４桁とれるので、西暦の場合は“１９９９年”、和暦の場合

は“平成１１年”または“Ｈ１１年”と表示することを原則

とする。 
 ４ 伝 票 番 号 １０ ・取引先が１０桁以内で記入する。 

・ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ、連番の付け方等の番号設定の規定は設けない。

但し、同一月内で同一番号を使用してはならない。 
 ５ 取引先 コード  ９ ・納入先が指定した納入元のコード（９桁以内）を表示する。 

・共通取引先コードの採用がある時は、このコードを記入する

ことを原則とする。指定のない時はブランクで良い。 
 ６   取  引  先

（ブランク） 
 ・取引先（納入元）の社名、郵便番号、所在地、電話番号、 
ＦＡＸ番号等を記入する。 
・押印または印刷によって社印を押すことを原則とする。 

 ７ 商品コード／ 
品名／色番／ 
カラー 

３０ 
 
Ⅰ型

+14 

・納入する商品の「ＪＡＮコード」「品番」「ブランド名」 
「規格」「入数」「商品名」「色番」「色名」「カラー」 
等を記入する。 
・「標準小売単価」を記入しても可。（備考と兼用） 

サイズ／規格 
    Ⅰ型 

 ７ ・「サイズ」「サイズ名」または「規格」を記入する。 
・Ⅰ型のみの項目である。 

 ８ 

サイズ／数量 
（４項目） 
   Ⅱ型 

 ７ ・「サイズ」「サイズ名」または「規格」を上段に、これに 
対応する「数量」を下段に記入する。 
・Ⅱ型のみの項目である。 

 ９ 数     量 
Ⅱ型＝数量計 

 ６ ・取引先が納品する数量を記入する。 
・数量に小数点以下はないことに注意。 

１０ 単     位  ３ ・「単位コード」「単位名」「単位略称」等を記入する。 
・原則として「数量」「数量計」に対応する。 
・可能であればＪＩＣＦＳの単位コードを使うことが望まし

い。 
１１ （ブランク）  ３ ・「掛け率」「値引率」または「歩引率」等の欄として使用す 

る。率の小数点以下は伝票上は考慮していない。 
・項目についての「見出し」が必要な場合はプリントして良い。   

１２ 納 入 単 価  ７ ・取引先が納品する単価（いわゆる「売上単価」）を記入する。 
・円以下の欄は考慮していない。 

   

 



ＮＯ 項  目  名 桁数     内            容 
１３ 金     額  ９ ・取引先が納入する金額を記入する。 

・原則として「数量」×「納入単価」＝「金額」となる。 
・円以下の欄は考慮していない。 

１４ 備     考 １８ ・「発注番号」「卸単価」「発注店」、消費税の「内税・外税 
の説明」、その他各種説明・注釈事項を必要に応じて記入する。 
・「標準小売単価」を記入しても良い。 

１５ 送  り  先
（ブランク） 

（ｂ）  

 ・納入先、直送先等の社名、郵便番号、所在地、電話番号等を 
記入する。 
・連絡事項、注意事項、補足事項等を自由に記入して良い。 

１６ 検収日 
  ／サイン 
（ｃ） 

 ・物品受領の証としての「検収日」と「受領サイン」の欄で 
ある。 
・物品受領書だけでなく、全票に設けてある。但し、「物品 
受領書」だけには見出しを付けている。 

１７ 検     印 
 （２項目） 

 ・原則として発行者側（取引先）の担当者印とする。 

１８ 運 送 方 法  ・運送会社の「便名」、自社便の区別等を記入する。 
・配送、持ち帰り、直送等の区分表示に使用しても良い。 

１９ （ｄ）  ・「送り状番号」、「入日記番号」等を記入する。 
２０ 個     数  ６ ・納入するパッケージの個数（個口）を数字で記入する。 
２１ 運 賃 区 分  ・「元払」「着払」等運賃の負担区分を記入する。 

・記号、コード、文字いずれの表示も可とする。 
２２ 諸     掛  ６ ・納入先で負担する加工賃等の各種諸掛金額を記入する。 
２３ 運     賃  ７ ・納入先で負担する各種「運賃」の金額を記入する。 
２４ 品 代 合 計  ９ ・１３「金額」のタテ合計金額を記入する。いわゆる「商品代」 

の合計金額である。 
２５ 消  費  税  ８ ・２２「諸掛」、２３「運賃」、２４「品代合計」の合計額、 

すなわち「取引合計」に対する「消費税」の金額を記入する。 
「取引合計」×消費税率（％）の金額で、原則は少数点以下 
切り捨てとする。 

２６ 総  合  計 １０ ・２５で計算した「取引合計」と２５「消費税」を加算した 
金額を記入する。支払対象となる金額の総計である。 

２７ 品代合計訂正  ９ ・２４「品代合計」の訂正欄である。 
２８ 消費税訂正        ８ ・２５「消費税」の訂正欄である。 
２９ 総合計訂正       １０ ・２６「総合計」の訂正欄である。 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．伝票様式     Ⅰ型、Ⅱ型 

      

Ⅰ
型

 



 

      

Ⅱ
型

 



   

第４章  共通取引先コード 
  商品コード同様、取引先コードの標準化も業界の情報流通基盤整備の重要な項目です。

取引先コードは、取引先の債権・債務を企業単位あるいは事業所単位で特定するためのコ

ードです。我が国では、流通コードセンターで管理する「共通取引先コード」が、流通業

界で広く使われています。 

スポーツ用品業界においても、この共通取引先コードを採用し、統一伝票上の取引先コ

ードに使用するほか、以下に述べるＪ手順オンラインデータ交換の際のセンターコードと

ステーションコードに使用します。 

 

 １．Ｊ手順オンラインデータ交換上で使用する取引先コード 

 ＥＯＳ（Electronic Ordering System、オンライン受発注システム）等 J 手順オンラ

インデータ交換上の取引先コードとしては、他業界との共通性及びデータ交換システム

上の効率性・便宜性を考慮し、共通商品コード同様、流通コードセンターで登録・管理

する『共通取引先コード（６桁）』を使用することとし、具体的には制御電文上のパスワ

ードとしてのセンターコード、ステーションコード、ファイルヘッダー上のデータ通信

側、最終送信先及び直接送信先のコード、さらには伝票ヘッダー上の発注企業コード及

び受注企業コードとして、すべて共通取引先コードを使用します。 

 

パスワード 

 

ＩＤ 

 

要
求
区
分 
伝  送 

年月日 
ｾﾝﾀｰ 

ｺｰﾄﾞ 

ｽﾃｰｼｮﾝ 

ｺｰﾄﾞ 
識別子 

デ
ー
タ
種
類 

ﾃﾞｰﾀ 

ｶｳﾝﾄ 

(1) 

ﾃﾞｰﾀ 

ｶｳﾝﾄ 

(2) 

処

理

区

分 

FILLER 

X”40” 

         

               ＸＸＸＸＸ            ＸＸ 

            ステーションコード     ステーション・アドレスコード 

           （共通取引先コード）    （代表コードの枝番） 



   

＜参考＞ 

① 共通取引先コード体系 

 

          Ｎ１ Ｎ２ Ｎ３ Ｎ４ Ｎ５     Ｎ６ 

                事業所ナンバー       チェック・デジット 

                 

② Ｊ手順のコード体系 

Ｊ手順のコード体系では、ステーションとセンターの両コードは基本的にいずれも      

共通取引先コードを使用することとします。ただし、今回の標準化においては、セン

ターコードとしてすでにＪ手順の標準センターコード（４桁＋２桁）が使用されてい

る場合は、そのまま使うこともできます。 

    （ａ）ステーションコード体系 

       標準ステーションコード（６桁）＋アドレス（２桁） 

            共通取引先コード（６桁）を使用 

                 （流通コードセンターへ申請） 

  

    （ｂ）センターコード体系 

         標準センターコード（４桁）＋アドレス（２桁） 

              共通取引先コード（６桁）を使用   

                 （流通コードセンターへ申請） 

 

２．共通取引先コードのあらまし 

   （１）共通取引先コードとは 
共通取引先コードは、通商産業省が流通近代化施策の一環として１９７７年に制

定した全国統一コードです。主として、小売業に商品やサービスを納入する卸売や

商品メーカーに、企業（あるいはその事業所）単位で付与され、受発注、納品（仕

入）、請求・支払等に関する伝票（フロッピー、磁気テープ、オンラインを含む）な

どの事業所を表わすコードとして使用されています。 

また、標準伝送制御手順（Ｊ手順）でオンラインデータ交換を行う時のステーシ

ョンコードとしても使用されます。 

なお、共通取引先コードは、１９７７年より流通コードセンターが付番管理をし

ており、１９９８年１２月現在約６万２０００の事業所が登録されています。 



   

（２）共通取引先コードの意義 

従来、大型小売業と取引する場合に使用する取引先コード（口座番号）は、主と

して小売側が設定していたため、取引先の多い納入業者はそれぞれ体系の異なるコ

ードを使い分けなくてはならない煩雑さがありました。 

共通取引先コードは、これを採用する小売業であれば、同一コードで取引が出来

ますので、納入業務の迅速化、正確性、経費の節約などが図れるほか、事務のコン

ピュータ化を促進して、経営の合理化にも役立っております。 

近年ＥＤＩは受発注のネットワークから請求、決済、出荷指示、出荷案内、商品

情報、在庫情報、販売情報などの案内、取引、物流、金流など多岐にわたる企業間

データ交換の分野に急激に進展しつつあり、こうしたＥＤＩの進展により、一連の

取引の中で関連する各企業、部署、物理的位置等を、流通業界のどこでも唯一に識

別できる企業または事業所コードの重要性が認識されつつあります。 

さらに国際的にも、このような機能を有するコードの必要性に関する認識が高ま

り、流通分野においては、国際ＥＡＮ協会が国際標準として定めた「グローバル・

ロケーション・ナンバー（ＧＬＮ）」の普及促進を各国のコードセンターが行ってい

ます。 

流通コードセンターでは、国内の既存コード（共通取引先コードまたはＪＡＮ商

品メーカコード）を十分考慮し、共通取引先コードを「企業コード」として体系に

組み込んだＧＬＮを採用する事とし、現在その普及促進を図っております。（詳細は

巻末付属資料の「グローバルロケーションナンバー」を参照） 

 

（３）登録の対象となる事業所 

① 共通取引先コードを採用している百貨店、チェーンストア、セルフサービス

店、ボランタリーチェーン店、生協、専門店、共同仕入機構などに、商品やサ

ービスを納入する卸売業又は商品メーカー。 

② 標準伝送制御手順－Ｊ手順でオンラインデータ交換を行っているＶＡＮ会社

の加入企業（小売業や卸業、商品メーカーなど）。 

③ 小売業、物流業、サービス業 

 

（４）共通取引先コードの概要 

① コード体系と付与方法 

（ａ）共通取引先コードは、受付順に原則として会社名５０音順により５桁で

付番しこれにチェック・デジットを加えます。 

 

  Ｎ１  Ｎ２  Ｎ３  Ｎ４  Ｎ５  Ｎ６      チェック・デジットは誤り防                  

｜                     ｜    ｜       止する為のコードで、モジュラ 

       事業所ナンバー     ﾁｪｯｸ･ﾃﾞｼﾞｯﾄ    ス１１の計算方法によります。 



   

 ＜注＞登録後に社名が変更され、５０音順別の枠に当てはまらなくなる場合が

あります。 

（ｂ）いったん付与された番号は、原則として変更できません。ただし、社名

変更の場合は、この限りではありません。 

② 有効期限 

共通取引先コードの有効期間は、登録（または更新）月から３年間です。し

たがって、３年ごとに登録の更新が必要となります。 

なお、有効期限満了日までに更新の手続きが行われないコードは、引き続き

使用する意志のないコードとして取り扱われます。 

③ 手数料 

共通取引先コードの登録（または更新）手数料は、１コードにつき、５００

０円（消費税別）です。なお、手数料は登録申請書（または更新書）発送と同

時に、所定の振込用紙で送金して下さい。 

④ 登録通知書 

登録（また更新）されたコードには、「共通取引先コード登録通知書」が発

行されます。取引先からコード番号等の確認のために提示を求められた場合に

は、通知書をコピーして提出して下さい。 

＜注＞１)取引先に提出する時には、登録内容と有効期限を確認して下さい。 

２)登録内容を変更する場合は、変更の手続きをとって下さい。 

３)有効期限が過ぎている場合は、流通コードセンターに連絡して更                      

新の手続きをとって下さい。 

４)紛失その他の理由で通知書が見当たらない場合は、再発行の手続き

をとって下さい。 

（５）諸手続き 

登録申請のための用紙は、流通コードセンターに用意されております。 

      直接以下の問い合わせ先へご請求下さい。 

 

                財団法人 流通システム開発センター   

                         流通コードセンター 

                       （共通取引先コード係） 

       〒107-0052  東京都港区赤坂７－３－３７ プラース・カナダ３Ｆ 

                   ＴＥＬ．０３－５４１４－８５１２ 

                   ＦＡＸ．０３－５４１４－８５０３ 

                   登録受付時間：ＡＭ ９：３０～ＰＭ ５：００ 

                              （土・日・祝日は除く）  

   ＜参考＞ 

   次ページに「共通取引先コード登録申請書」内容説明見本を添付します。 



   

 

 



第５章 標準様式請求書ガイドライン 

 

１． 概要 

（１）名  称  「スポーツ用品標準様式請求書」 

（２）種  別  下記の２種類がある。 

① タイプ用 

② 手書用 

項目の表現、配列等はすべて同一である。 

（３）適用範囲  スポーツ用品業界全部を想定しているが下図 

      Ａルートが中心となる。 

 

 メ ー カ ー 

卸売業 

小売業 

ユーザー（直送先） 

仕入先 

加工先 

A ﾙｰﾄ 

A ﾙｰﾄ 

A ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

B ﾙｰﾄ 

C ﾙｰﾄ 

D ﾙｰﾄ 



 

２． ガイドライン 
（１）標準様式 

 

 

 

 

 

 

                    

                    

                    

                    

                  
月日 伝票番号 区分 税抜金額 消費税 摘  要 

            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            

 

（２）請求書項目説明   （項目ＮＯは、請求書様式見本の番号①②……に対応） 

請 求 書 頁 

年  月  日締 

① 

② 

③ 

⑤ ⑩ ⑨ ⑧ ⑦ ⑥ 

⑪ 

④ 

⑫ スポーツ用品標準様式 

前回請求額 

今回請求額 



ＮＯ 項  目  名       内          容 
 
 １ 

 
社     名 
 （受取側） 

 
・請求書（受取側）の社名を表示する。 
・郵便番号、所在地、担当部署名等を自由に表示して良い。 
・窓空き封筒と規格統一化を図るのが望ましい。 

  
 ２ 

 
締     日 

 
・「年」の表示は和暦、西暦いずれでも良いが、和暦の場    

合は、“平成１１年”または“Ｈ１１年”、西暦の場合は、

“１９９９年”と表示することを原則とする。 
  
 ３ 

 
取  引  先 
 （発行側） 

 
・請求書（発行側）の社名、所在地、担当部署名を記入する。 
・押印または印刷によって社印を押すことを原則とする。 

  
 ４ 

 
前回請求額等           

          

 
・前回請求額、今回請求額は、固定位置とし、それ以外の 
 項目名及び項目数については各社任意とする。 

 
 ５ 

 
月     日 
   

 
・「伝票発行月日」または「納品月日」を記入する。 
・“年”の記入は任意とする。 

 
 ６ 

 
伝 票 番 号 

 
・「納品書番号」または「発注番号」等を記入する。 

 
 ７ 

 
区     分 

 
・売上、返品、値引等の取引区分を記入する。 
・記号、コード、数字、文字等のいずれの表示も可とする。 

 
８ 

 

 
金     額 

 
・円以下は考慮していない。 
・マイナス表示は、数字の前または後ろのいずれでも良い。 

 
 ９ 

 
消  費  税 

 
・円以下は考慮していない。 
・マイナス表示は、数字の前または後ろのいずれでも良い。 

 
１０ 

 
摘     要 

 
・各種説明、注釈事項等を必要に応じて記入する。 

 
１１ 

 
矢     印 

 
・窓空き封筒に合わせ折りたたみ位置の目印とする。 

 
１２ 

 
標 準 様 式 

 
・ガイドラインに準じた請求書の場合“スポーツ用品標準様 
式”を印刷する。         

 

 



 

（３）請求書及び窓空き封筒のサイズ・規格 

①請求書のサイズ 

・スプロケットの内側 ： Ａ４サイズに準ずる。 

             スプロケットの幅は 0.5 ｲﾝﾁ以上必要。 

・全体の大きさ    ： 経済的なサイズは 10 ｲﾝﾁ×12 ｲﾝﾁ 

 

 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

�  � 

 

 

②窓空き封筒規格 

 

0.5 インチ以上 
(スプロケット幅)

12mm以上 

12mm 
以上 

232mm以下 

118mm 
以下 

80mm 

100mm

90mm 45mm±1mm 

10 インチ 



 

（４）その他の規格 

   

① とじ穴 

ＪＩＳ規格準拠２穴パンチ 

『天』または『左横』の穴の位置に関しては、任意。 

 

② 色 

   

  任意。 

 

③ パ－ツ数 

 

  任意。 

 

④ ナンバリング 

 

  任意。 

 

⑤ その他 

 

  各社の請求書が、標準様式に基づき発行された場合の問題点として、 

  請求書受取側に判別困難性が考えられるので、発行側は社名、ロゴ、 

  ブランドマークの印刷、あるいは刷色等により対応。 



                第６章 データ交換システム 

                                       

１．オンラインデータ交換の検討 

                                       

 （１）検討の経緯について 

かつて、スポーツ業界での取引先・企業間データ交換は、企業間で個々に進められ

ていたのが現状でした。 

しかし、近年の情報化の進展とともに、第２版の本マニュアルの普及もあって、最

近はこのＳ研フォーマットを採用される企業が徐々に増加してきております。 

 第３版の在庫情報等の追加に引き続き今回第４版として、ＥＤＩを推進する上で、

すべての基礎となる商品マスターの提供システムの提供手順を新たにかかげ、またパ

ソコン普及にともない従来のＳ研フォーマットに新たにＳ研フォーマットＰＣ版を作

成しました。新たなスポーツ業界の情報化進展と業務の効率化に資することを願いま

す。    

                                      

   

             データ交換の対象                         

             ① 商品マスターデータ                   

             ② 受 発 注 デ ー タ                                 

             ③ 仕入（納品）データ                   

             ④ 請求・支払データ                             

    ⑤ 在 庫 デ ー タ                                   

                       

                                      

   

 平成元年度、当時普及しつつあったＪＡＮコードへの対応と、既存のＪＡＮコード

利用企業における必要性を考慮して、①商品マスターデータの標準フォーマットが設

定されました。引き続き、平成２年度、②受発注、③仕入（納品）、④請求・支払、

等のデータ標準フォーマットが検討され、平成７年度、⑤在庫データが追加されまし

た。  

平成１０年度、上記対象データにＳ研フォーマットＰＣ版を設定致しました。 

 このように、ＪＡＮコードの普及、統一伝票の採用、さらに一連の標準データフォ

ーマットの活用という様に、ビジネスプロトコルの統一が進むことは、業界各層にお

ける経営の効率化を、より一層効果的なものにしてくれるものと信じます。     

 また、今後もさらに実施に携わる方々の前向きなご意見を参考に、この内容が深め

られることが期待されます。                          

 

 



  （２）フォーマットの検討                         

  

 フォーマットの検討に関してＳ研ワーキングを重ねた結果、これらのデータが様々

な手段で企業間を行き来することを考慮し、必要に応じてレコード区分を設定する事

で、これを可変的に運用出来るように配慮しました。 

 これらの標準フォーマットは個々の企業を拘束するものではありませんが、ワーキ

ング・グループは知恵を絞って、様々な場面を、それぞれの事例から検討しました。 

 以下に検討にあたって考慮した点を記します。                

  

                                       

 

    ① 業界の各層で相互に使用出来ること。                   

    ② スポーツ用品統一伝票、標準様式請求書、等と連携していること。     

    ③ ＪＡＮコードの利用に便利なこと。                    

    ④ 取引先企業間相互での重複処理が少なくなるように配慮すること。      

    ⑤ コード変換が容易であること。                      

    ⑥ 利用企業の個別状況に対して、例えば単品、非単品いずれにも対応出     

      来ること。                               

    ⑦ その他、伝送コスト等、経済性を考慮すること。              

                                      

   

２．オンラインデータ交換システムの概要          

                                       

 （１）活用事例について                          

   

 これらの標準データ交換フォーマットによるデータ交換は、より多くのスポーツ関

連企業間で実現される事が期待されます。                    

 既に同様の機能を別の方式で実現されている企業もありますが、「これから」とい

う企業も多いという状況でもあり、活用される事例を考える必要があります。    

 そこで、システム全体の構想について次に参考事例図（４４ページ）を示します。

        

 それぞれのニーズと実現化のプロセスを考慮しながら検討されることを推奨します。 

  

 （２）考え方とメリット（活用のポイント）                 

 オンラインシステムであることの積極的意義は、「距離と時間を越えるシステム構

築が可能である」という点にあります。                     

 また、自社の「システムの精度」を維持するのにも直接間接に関係します。それ以

上に大切なのはこれらの標準データ形式を広く採用する企業が多いことであります。 

しかし、この方面でのシステム開発にも、多くの努力が要請されるのも見逃せません。 



 従って、我々は業界全体の効率化の為に、これらの普及に最大限の努力をする必要

があります。                                 

 それがやがて各個企業の効率化となって反映されることになるからであります。 

  

関係各位のより一層のご協力とご賛同をお願いする次第です。            

    

 

              データの活用ポイント            
 
 

  データ種別             活用のポイント                    

 商品マスター情報 （受入側）                           

          １．膨大な種類の商品に関する製造者情報の標準形式による取り   

            扱いが出来る。 情報精度維持が可能となる。         

          ２．JANｺｰﾄﾞを異企業間を結ぶ唯一のﾕﾆｰｸなｷｰとして使用出来る。   

          ３．ｼｽﾃﾑの設計や運用を関係先と独立し柔軟に実現できる。     

          ４．メンテナンス工数の省力化。標準形式の利用が更に効果を増   

            幅する。                          

 受発注情報    （発注側）                           

          １．発注情報を迅速且つ正確に伝達                

                   ・納期の短縮                 

                   ・仕入先の出荷精度向上が期待可能        

                   ・自社の発注システムを生かす事が可能      

                   ・在庫の削減                 

                   ・未納遅納チェックの容易化          

          ２．発注システムの合理化                    

                   ・発注業務の時間短縮             

                            ・電話やﾌｧｯｸｽに頼らない効率的システム    

                            ・ターンアラウンドデータシステム化         

                   ・発注情報の一元管理             

                   ・卸業の受注業務の効率化           

                   ・関連情報のデータ交換の促進、容易化     

           （受注側）                          

          １．精度の高い受注情報を、速く、直接的に自社コンピュータに   

            入手出来る。                        

                   ・納品までの時間短縮、納品のシステム化    

                   ・伝達時間短縮、手段の標準化、効率化     

                   ・入力ﾐｽ防止、時間短縮、効率化、重複回避   

                   ・遠距離の得意先の場合効果大         

          ・ ﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ型伝票の場合、受注伝票等を自   

                    社発行（受注側発行可能）            

          ２．特に定形受注業務に有効                   

                   ・ｾｰﾙｽﾏﾝは商談等、営業活動に集中       

          ３．標準形式データの利用                    

                   ・複数の得意先ﾃﾞｰﾀについて同じ対応が可能 

                   ・コード変換が容易で正確           



  データ種別             活用のポイント                   

 仕入（納品）情報 （仕入側）                           

          １．納品書情報のデータによる迅速、正確な入手           

                   ・仕入検品は納品書で行い、仕入処理のイン   

                    プットにこのデータを有効活用        

                   ・仕入入力の省力化              

                   ・発注情報の消込メンテナンス         

                   ・自社在庫管理への利用            

                   ・仕入先請求への対応の効率化         

          （納品側）                           

          １．納品書情報のデータによる迅速、正確な伝達           

                   ・得意先仕入検収の促進、支援         

                   ・納品書とのﾀﾌﾞﾙﾁｪｯｸによる納品精度向上   

                   ・請求業務の円滑化              

 請求・支払情報   （請求側）                           

          １．請求情報（伝票ＮＯ単位の明細）の得意先伝達          

                   ・スムーズな支払を促す            

                   ・未払い分の特定、理由の確認         

   

 

         

         

         ・滞留の防止               

         ・支払明細データとの照合省力化        

                   ・その他                   

                                          

          ２．支払情報（請求情報の折り返しデータ）の入手          

                   ・請求明細データの照合消込、省力化      

                   ・残高照合の容易性              

                   ・その他                   

          （支払側）                           

          １．請求情報（伝票ＮＯ単位の明細）の入手             

                   ・スムーズな仕入データとの照合、支払     

                   ・未払い分（未着etc）の特定、理由の確認 

                   ・その他                   

                                          

          ２．支払情報（請求情報の折り返しデータ）の伝達          

                   ・支払明細の効率的伝達            

                   ・残高照合の容易性              

                   ・その他                   

 在庫データ       １．スポーツ業界の商品は非常に種類も多く、シーズン性や流行   

            性が顕著です。殊にファッション性の強い商品は定番性が乏   

            しく、シーズン当初計画を大きく変更する事が困難な場合が   

            多い。このため、商品在庫情報を取引先間で交換することが   

            必要となる。                        

                   ・多品種商品の在庫（即時調達可能品）     

                   ・チーム需要対応の検討に有効         

                   ・契約発注品の引当情報            

                   ・その他                   

          ２．発注側ではＪＡＮコード等を利用し発注情報に変換が可能     
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３．商品マスター提供手順 

（１）商品マスター提供システム 

 ①共通センター型システム 

 小売・卸・メーカーがそれぞれ一度の処理にて必要とされる登録と抽出が可能 

となる形と思われます。しかし、各企業の単品数は膨大であり当初の設備投資と 

運用において支障が予測されます。 

よって、下記の要件でシステム化を目指すものとします。 

 

  ②分散型システム 

 卸・メーカーがＷＷＷ（World Wide Web）による、Ｗｅｂ／ＦＴＰ（File Transport 

Protocol）サーバーの提供システムをもち、小売・卸（ＷＷＷブラウザ）からの要

求に基づいて別項の商品マスターフォーマットで返します。 
  卸・メーカーでのシステム構成は上記以外は自由とします。 

 メーカーは直接取引のない小売への提供は出来ないため、卸も同様のシステムを

持つ必要があります。将来、卸・メーカーで同じ商品マスターを持つ非効率が問題

となったときなど分散型システムによる運用が困難になった場合には上記共通セン

ター型システムを検討するものとします。 

商品マスター提供システム（分散型システム）

ＰＣ

メーカー

卸

小売

商品マスター

商品マスター

商品マスター
ネットワーク

①メーカー・卸は自社で取り扱っている商品のマスターを整備する

②卸は取引のあるメーカーに対して商品マスター提供要求を行う　

③小売は取引のある卸・メーカーに対して商品マスター提供要求を行う

図６－１ 分散型システム 注 1  

                                                 
注 1 スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調査研究報告書（平成１０年３月）より抜粋 



  

（２）商品マスター提供手順 

 ①将来像 

 インターネットを利用した提供依頼とデータ提供が考えられます。 

提供元（卸・メーカー）が、Ｗｅｂ／ＦＴＰサーバーの提供システムをもち、依頼

元（小売・卸）からの要求に基づいてデータを画面もしくは、他の方法で依頼元に

返します。 

要求元 提供元

ＰＣにて
アクセス

ホームページ
提供ページ

選択　１
の場合

認証確認

画面表示

認証ＩＤ，
パスワード入力

選択画面表示

選択画面内容
１，画面抽出　　品番指定

ﾃﾞｰﾀ

ﾃﾞｰﾀ

一般情報

画面表示

データ提供依頼内容
　ブランド／シーズン
　発注品番のみ／関連品番

データ受取方法
・Ｅメール　・ＦＴＰ　
・Ｊ手順　（あらかじめ取決め要）
・ＦＤ　・ＭＴ

データ提供希望期日

選択画面内容
２，一括要求　　ブランド／シーズン

選択　２
の場合

ﾃﾞｰﾀ

アクセス　認証確認　

処理
個別情報
出し値等

連絡

品番／上代／ＪＡＮコード・・・等

内容確認

画面表示
内容確認

Ｅメール

Ｅメールにて連絡
・Ｅメール　データ添付
・ＦＴＰ　準備連絡
・Ｊ手順　準備連絡
・ＦＤ　　発送連絡
・ＭＴ　　発送連絡

汎用機　Ｊ手順 指定ﾌｧｲﾙ
データ受け取り

発送

発送

ＰＣ　

ＦＴＰ
サーバーデータ受取

ﾃﾞｰﾀ

アクセス　認証確認　

認証ＩＤ　パスワード　

認証確認

ＦＴＰ　パスワード　
ＦＴＰ

ホームページ
提供ページ

ﾃﾞｰﾀ

連絡
データ添付依頼
があれば添付

ＦＤ

ＭＴ

ﾃﾞｰﾀ

事前申請 認証ＩＤ
パスワード連絡 ﾃﾞｰﾀ 取扱確認

受取

ﾃﾞｰﾀ ＩＤ／パス
ワード管理

セキュリティ　チェック
取り扱いブランド確認

図６－２ 商品マスター提供手順 将来像 



  

 （ａ）提供手順 

 ａ）事前準備 

 事前に依頼元（小売・卸）に対して、提供元（卸・メーカー）より認証ＩＤ・ 

パスワードを連絡します。 

  Ｊ手順にての相互通信は事前に各社コード、識別子を取り決めておきます。 

  ｂ）提供元のＷｅｂサーバーのホームページに対して依頼元よりＷＷＷブラウザ  

   にてアクセスし要求依頼を実施します。 

  ｃ）提供元では依頼元の認証ＩＤ・パスワードにより、セキュリティチェックと 

   取り扱い商品の確認を実施します。 

   ｄ）提供元ホームページはブラウザでの画面抽出／他の方法の一括要求かの選択 

    ができるようにしておきます。 

 依頼元の選択により、画面抽出の場合は、品番／上代／ＪＡＮコード…等を

ブラウザの画面に返します。 
   一括要求の場合は基本条件／抽出条件の指定ができるようにしておきます。 

 ｅ）基本条件／抽出条件としては、下記があげられます。 

・データフォーマット  Ｓ研商品マスターデータ 

            Ｓ研商品マスターデータＰＣ版 他 

・受取方法       Ｅメール（電子メール 以下Ｅメール）添付 

            ＦＴＰ受信 

            Ｊ手順（事前に取り決めが必要） 

             媒体使用 ＦＤ（ﾌﾛｯﾋﾟｰﾃﾞｨｽｸ）／ＭＴ（磁気ﾃｰﾌﾟ） 

 ・データの範囲     品番指定／ブランド／シーズン／展示受注会時発注 

             品番のみ取り扱い予定商品群…等。 

 ・取引価格       依頼元からみた仕入れ値 

 ｆ）提供元では一括要求の場合、データフォーマット、受取方法、データの範囲 

  等の条件により、データ作成をします。 

 ｇ）提供元ではデータ作成終了後、依頼元にＥメールにて連絡をします。 

 ｈ）依頼元企業では受取方法により各々の処理があり受取、社内システムに取り 
  込み活用していきます。 

   ネットワークの実現性については第１０章を参照して下さい。 

 

（ｂ）実現に向けての課題 

 この商品マスター提供システムについては、下記の課題が考えられます。 

・依頼元での負担  パソコン導入費用。 

・提供元での負担  システム開発構築費用。 

・システム開発時間 企業個別での構築の為、一斉での立ち上げは困難。 

・標準化      操作性の統一を考慮して画面などの標準化が必要。 

   ・運用面      認証ＩＤの統一がないと依頼元で複数ＩＤが発生。 

  上記以外にも課題はあると思えますが、これらを解決してからのシステム構 

 築が望ましいと考えられます。 



  

  ②商品マスター提供手順（当面） 

    前述の課題にあるようにインターネットを利用してのシステム構築には時間が必要

となります。 

 

  当面は提供依頼を紙ベースで実施することが望ましいと考えられます。 

 

（ａ）書面での依頼   

 商品マスター提供依頼書 別紙 ４９ページを使用します。 

 

 （ｂ）依頼順序 

  依頼元企業より提供元担当部署（営業部署）にＦＡＸ／郵送もしくは、Ｅメー

ルにて依頼します。 

 提供元担当部署とデータ作成部署が同一の場合は別ですが、それ以外では社内 
規則に従いデータ作成部署にてデータの作成を行います。 

（セレクト条件等、抽出に制約がある場合にはデータ作成部署では判断できない

為） 

 

  （ｃ）データ提供順序 

  提供元担当営業部署もしくはデータ作成部署より、依頼元受取部署に受取方法 

    に応じてデータ提供を行うこととします。 

 

 （ｄ）注意事項 

 各々の企業で対応ができない場合があります。 

 下記に一例をあげてみます。 

 ａ）データフォーマット 

・企業によっては、Ｓ研商品マスターデータＰＣ版に対応ができない場合。 

・データ種類の３，その他として、Ｓ研商品マスターデータをテキスト固定長

に変換し提供可能な企業もあります。 
ｂ）受取方法 

 ・提供元企業でＥメール添付が不可の場合。 

 ・提供元企業でＭＴ対応が不可の場合。 

     ｃ）抽出条件 

 ・依頼元企業の抽出依頼内容に対応できない場合。 

     ｄ）セレクト条件 

・例としては、受注会での発注品番という形であげられますが、ここでは拘束

はしないで、各企業間にて取り決めるものとします。 

     ｅ）その他 

 

上記の場合、もしくは、これ以外の課題／懸案事項については、 

依頼元企業／提供元企業双方での協議の上、進めていくこととします。 



  

NO,      . 

商品マスター提供依頼書 

依頼企業名  提供企業名  

担当部署  担当営業部署  

担当者名  担当者名  

ＴＥＬ （  ）  － ＴＥＬ （  ）  － 

ＦＡＸ （  ）  － ＦＡＸ （  ）  － 

  （統括部署）  

依頼年月日  受付年月日  

受取希望日  提供年月日  

受取部署  ﾃﾞｰﾀ作成部署  

受取者名  作成者名  

Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

ＴＥＬ （  ）  － ＴＥＬ （  ）  － 

ＦＡＸ （  ）  － ＦＡＸ （  ）  － 

基本様式 

ﾃﾞｰﾀﾌｫｰﾏｯﾄ １．Ｓ研商品マスターデータ    （固定長） 

２．Ｓ研商品マスターデータＰＣ版 （ＣＳＶ） 

３．その他（                 ） 

１．Ｊ手順 ２．Ｅメール添付 

３．ＦＤ （       ） ４．ＭＴ （       ） 

受取方法 

５．その他（       ）  

 

抽出条件 

モデル年度  年度 仕入れ値（提供元出し値） YES，NO 

シーズン １．全部 ２．春夏物 ３．秋冬物 ４．スキー物 ５．他（   ） 

 

メーカー・ブランド 

メーカー ブランド セレクト条件 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

備考 

 

 

 



  

  ③データ受け渡し 

 紙ベースでの提供依頼をうけ、下記のようなデータの受け渡し方法が 

当面考えられます。 

 

（ａ）Ｊ手順           データ電送  

（ｂ）Ｅメール添付        Ｅメールに商品マスターデータを添付  

（ｃ）ＦＤ（フロッピーディスク） 媒体使用 

  （ｄ）ＭＴ（磁気テープ）     媒体使用 

 

 ④Ｊ手順 

（ａ）制御電文取決め 

・センターコード   ６桁 要求元コード 

・取引先コード    ８桁 提供元コード 
・識別子       ６桁 各企業間でとり決めます 

・データ種類     ２桁 ６０固定 

・ＴＥＬ番号     接続先 

  （ｂ）データフォーマット Ｓ研商品マスターデータ  

  （ｃ）フォーマット内容  ５６ページ参照して下さい 

  （ｄ）流れ図 

要求元 提供元

取決め 取決め

処理 ﾃﾞｰﾀ

Ｓ研フォーマット

Ｊ手順

・センターコード
・取引先コード
・識別子

商品マスター
提供依頼書 ＦＡＸ・郵送・Ｅメール 受付

準備完了連絡確認 ＦＡＸ・郵送・Ｅメール

アクセス アクセス

指定ﾌｧｲﾙ

データ受取 データ受取

社内システムに
取り込む

図６－３ Ｊ手順での商品マスター提供手順 



  

⑤電子メール（Ｅメール）添付 

（ａ）データフォーマット Ｓ研商品マスターデータＰＣ版  

（ｂ）フォーマット内容  ７２ページ参照して下さい 

  （ｃ）データ圧縮 自己解凍型に圧縮（使用ソフトウエアは任意） 

       メールシステムへの負荷軽減の為、データを圧縮します。 

  （ｄ）流れ図 

電子メール（Ｅメール）添付

商品マスター
提供依頼書 ＦＡＸ・郵送・Ｅメール 受付

処理 ﾃﾞｰﾀ

圧縮

Ｅメール発信

自己解凍型に圧縮

データ受取 Ｅメール

社内システムに
取り込む

要求元 提供元

データ添付

図６－４ 電子メール添付での商品マスター提供手順 

 

 

  ⑥ＦＤ（フロッピーディスク） 

（ａ）データフォーマット Ｓ研商品マスターデータ  

     Ｓ研商品マスターデータＰＣ版  

（ｂ）フォーマット内容  Ｓ研商品マスターデータ    ５６ページ参照 

     Ｓ研商品マスターデータＰＣ版 ７２ページ参照 

（ｃ）データの受け渡しをＦＤにて行います。 

  （ｄ）流れ図  次ページ 図６－５ 媒体使用での商品マスター提供手順を 
      参照して下さい。 

 

  ⑦ＭＴ（磁気テープ） 

（ａ）データフォーマット Ｓ研商品マスターデータ  

（ｂ）フォーマット内容  ５６ページ参照して下さい 

（ｃ）データの受け渡しをＭＴにて行います。 

  （ｄ）流れ図  次ページ 図６－５ 媒体使用での商品マスター提供手順を 

      参照して下さい。 



  

ＦＤもしくはＭＴ

商品マスター
提供依頼書 ＦＡＸ・郵送・Ｅメール 受付

処理 ﾃﾞｰﾀ

連絡

データ受取

ＦＡＸ・郵送・Ｅメール

社内システムに
取り込む

要求元 提供元

媒体送付

受取

依頼によって
ＦＤ，ＭＴどちらかに
データをコピー　

ＦＤ

ＭＴ

運送便／郵送

図６－５ 媒体使用での商品マスター提供手順 

 

 

  ⑧障害対応 

（ａ）電子メール未着信 

・Ｊ手順 

  連絡の電子メールが未着信の場合、Ｊ手順では依頼元よりのアクセスが 

  ありませんので、提供元より依頼元に再度連絡をします。 

・電子メール添付 

  電子メール添付の場合は提供元では依頼元への着信が確認出来ない為、 

  依頼元に届いていない場合も考えられます。 

  このような場合を想定し、依頼元と提供元で対応策を取り決めておく 

  必要があります。 

・媒体使用 

  媒体使用の場合は連絡メールが未着信でも媒体が発送されますので 
  媒体到着でデータ提供となります。 

（ｂ）読み出し不能 

 データ電送、もしくは、媒体送付したものが、読み出し不能の場合には、  

依頼企業の受取部署より提供企業のデータ作成部署に連絡、協議の上、 

対応を図ることとします。 

 



４．Ｓ研フォーマット                   

  （１）データ交換フォーマット構成              

    ①データ種類とレコード構成                     

 データ種類 レコード名 
レコード

区 分 

データ 
区 分 

レコード長 オプション  

 商品マスター ファイルヘッダー    Ａ ６０ １２８ ○   
 データ 品番ヘッダーレコード  Ｂ ６０ １２８    
        明細レコード      Ｄ ６０ １２８    
 受発注データ ファイルヘッダー    Ａ ０１ １２８ ○   
        伝票ヘッダーレコード  Ｂ ０１ １２８    
        明細レコード      Ｄ ０１ １２８    
        明細オプションレコード Ｅ ０１ １２８ ○   
 納品データ  ファイルヘッダー    Ａ ２１ １２８ ○   
        ヘッダーレコード    Ｂ ２１ １２８    
        明細レコード      Ｄ ２１ １２８    
        明細オプションレコード Ｅ ２１ １２８ ○   
        トレーラーレコード   Ｆ ２１ １２８ ○   
 請求データ  ファイルヘッダー    Ａ １１ １２８ ○   
        ヘッダーレコード    Ｂ １１ １２８ ○   
        明細レコード      Ｄ １１ １２８    
 支払データ  ファイルヘッダー    Ａ １２ １２８ ○   
        ヘッダーレコード    Ｂ １２ １２８ ○   
        明細レコード      Ｄ １２ １２８    
 在庫データ  ファイルヘッダー    Ａ ３０ １２８ ○   
        明細レコード      Ｄ ３０ １２８    
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          
                          

       
 



 ②伝送単位とファイル形式及びレコード配列 

             （ａ）複数ファイル形式編集の場合              
   Ｅｘ．商品情報     Ｅｘ．受発注データ     Ｅｘ．納品データ     
  Ａ  ６０   Ｏ    Ａ  ０１   Ｏ    Ａ  ２１   Ｏ     
  Ｂ  ６０        Ｂ  ０１        Ｂ  ２１         
  Ｄ  ６０        Ｄ  ０１        Ｄ  ２１         
  Ｄ  ６０        Ｅ  ０１   Ｏ    Ｅ  ２１   Ｏ     
  Ｄ  ６０        Ｄ  ０１        Ｄ  ２１         
  Ｂ  ６０    Ｄ  ０１        Ｆ  ２１   Ｏ     
  Ｄ  ６０  

    
      Ｅ  ０１   Ｏ    Ｂ  ２１         

  Ｂ  ６０    Ｂ  ０１        Ｄ  ２１         
  Ｄ  ６０  

    
      Ｄ  ０１        Ｆ  ２１   Ｏ     

  Ｄ  ６０             
   

Ｂ  ０１  
Ｄ  ０１  

    
      

Ｂ  ２１  
Ｄ  ２１  

    
       

  
  

      Ｅ  ０１   Ｏ    Ｅ  ２１   Ｏ     
          Ｆ  ２１  Ｏ     
              
         

            
        

                         
   Ｅｘ．請求データ                            
  Ａ  １１   Ｏ           （ｂ）単一ファイル形式編集の場合     
  Ｂ  １１                               
  Ｄ  １１  

 Ｏ  
              Ｅｘ．支払データファイル（単一）   

  Ｄ  １１                         
      ～                   Ａ  １２   Ｏ       
                           （Ａはｵﾌﾟｼｮﾝ）       
  Ｄ  １１                Ｂ  １２   Ｏ       
    

   
           Ｄ  １２           

                       Ｄ  １２           
                              ～           
                         Ｄ  １２           
                 そのまま送受信する        
              ↓↓↓ ↓                       
   伝送単位     Ａ６０～Ｄ６０            ↓          
  複数データ   Ａ０１                  
 

  
   ～           コンピュータ      

 
 を１個の    
 ファイルと      Ｅ０１          Ｊ手順    

伝送   
    

  して編集する    Ａ２１～Ｆ２１       伝送プログラム           
            Ａ１１～Ｄ１１           ↑           
  （各Ａは必須）    Ｏ    ： ｵﾌﾟｼｮﾝﾚｺｰﾄﾞ 
          
                   

 
 
      
      

Ａ～Ｆ： ﾚｺｰﾄﾞ区分  
数 字 : ﾃﾞｰﾀ 区分  

    
注）伝送単位は複数ファイル形式、単一ファイル形式いずれでもよい        

 ファイルヘッダーは一回の伝送で複数のファイルを一括して送受信する場合に使用  



 （２）ファイルヘッダー  
                                              

① ファイルヘッダー・レイアウト 

 

 （ａ）ファイルヘッダー（オプション） 
                                    

                                                    

   デ  データ処理日時間         データ送受信転送先          処理   

   ｜             

      

  送信元    最終送信先   直接送信先      

   タ  日 付   時 間  データ日付       ﾚｺｰﾄﾞ   

   区                   会社コード    会社コード   会社コード   長       

   分   9(6)     9(6)     9(6)   Ｘ（６）   XX Ｘ（６）   XX Ｘ（６）   XX 9(3)     

                                                       

   01 9(2)      10          20        予 30      予   40    予     50 

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("A")                   備       備       備  

                                                    

    処理コントロール                                          

    伝票              余               白            

  ﾚｺｰﾄﾞ ヘッダー  予備                                        

  件数   件数                                             

  9(6)   ９（５） ９（５）                Ｘ（64）                   

                                                    

   51           60          70          80          90         100 

                    

    注  データ区分は「データ種類とレコード構成」 

                      

     余      白               

   を参照 

 

                              

                         

 

 

                                                       

                                                      

  101         110         120       128                         

                                                      

  

   ②ファイルヘッダー・項目説明                                      

                                            

 （ａ）ファイルヘッダー（オプション） 
                                    

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明             

    1  ０２  レコード区分    Ｘ  ０１  ”Ａ”                         

    2  ０２  データ区分     ９  ０２  各種データ区分にあわせて設定する            

    3  ０２  データ処理日時間                                     

       ０３  日付       ９  ０６  yymmdd西暦                       

       ０３  時間       ９  ０６  hhmmss時分秒                      

    4  ０２  データ日付     ９  ０６  このﾃﾞｰﾀを使用開始する日  yymmdd西暦          

    5  ０２  ﾃﾞｰﾀ送受信転送先                                     

       ０３  送信先                                         

        ０４   会社コード   Ｘ  ０６  共通取引先コード 注１                 

        ０４   予備      Ｘ  ０２                              

       ０３  最終送信先                                       

        ０４   会社コード   Ｘ  ０６  共通取引先コード 〃                   

        ０４   予備      Ｘ  ０２                              

       ０３  直接送信先                                       

        ０４   会社コード   Ｘ  ０６  共通取引先コード 〃                   

        ０４   予備      Ｘ  ０２                              

    6  ０２  処理コントロール                                     

       ０３  レコード長    ９  ０３  ”１２８”                       

       ０３  レコード件数   ９  ０６  ﾌｧｲﾙ内のﾚｺｰﾄﾞ件数（ﾌｧｲﾙﾍｯﾀﾞｰ含む）           

       ０３  伝票ﾍｯﾀﾞｰ件数   ９  ０５  品番件数 又は伝票枚数                 

       ０３  予備       ９  ０５  自由項目 未使用                    

    7  ０２  余白        Ｘ  ６４  自由使用                        

   ファイルヘッダーは、オプションとする。（使用企業間の取り決めにより省略することも出来る。）       

   注１ 原則として、各企業が流通コードセンターより取得している、共通取引先コード６ケタを使用する。    

 

 



 （３）商品マスターデータ 
                                           

   ①商品マスターデータ・レイアウト                                   

                                           

 （ａ）商品マスターデータ・品番ヘッダーレコード  
                               

                                                    

   デ     スタイル                                         

   ｜  スタイルＩＤ   SEQ    メーカー品番                      品     名            

   タ   （品番）     NO.                                     

   区                                                  

   分   Ｘ（10）    9(3)   Ｘ（10）             Ｘ（25）             

                                                    

    01 9(2)      10          20          30          40          50  

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")                                            

                                                    

               小売標準単位情報           取引単位情報        JICFS    

    ブランド略名                小 細   

             小売 単位   標準上代  取引 最低   取引単価  標準卸単価 分 分   

             単位 構成数        単位 受注数               類 類   

     Ｘ（10）    X(3) 9(4)    ９（７）  X(3) 9(4)    ９（７）   ９（７）  XX XX   

                                                     

    51         60          70          80          90          100  

                                                      

                            

      改廃日付 （西暦）                   注 レコード区分は ＰＩＣ Ｘ（１）  

       予   備         以下全レコード共通         

   発売日   実効日   廃止日                                    

                                                      

  ９（６）   ９（６）   ９（６）      Ｘ（10）                           

                                                      

     101        110         120       128                         

       （ｂ）商品マスターデータ・明細レコード                       

                                           
                                                    

   デ     スタイル               明細 （１）   Ｘ（56）             

   ｜  スタイルＩＤ   SEQ         ﾒｰｶｰ     ﾒｰｶｰ         

   タ   （品番）     NO.    ＪＡＮコード     規格1     規格2     カラー呼称   

   区                           (ｶﾗｰｺｰﾄﾞ)   (ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)       等   

   分   Ｘ（10）    9(3)     ９（１３）    Ｘ（５）   Ｘ（10）     Ｘ（10）   

                                                     

    01 9(2)      10          20          30          40          50  

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("D")                                            

                                                    

         明細 （１）                  明細 （２）   Ｘ（56）        

                      ﾒｰｶｰ    ﾒｰｶｰ         

       実効日   廃止日   予 備     ＪＡＮコード     規格1    規格2        

                                     (ｶﾗｰｺｰﾄﾞ) (ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)       

      ９（６）   ９（６）   Ｘ（６）      ９（１３）     Ｘ（５）   Ｘ（10）      

                                                    

    51           60          70          80          90         100   

                                                 

                               

         明細 （２）  

                                    

   カラー呼称     実効日   廃止日   予 備                          

       等                                              

    Ｘ（10）    ９（６）   ９（６）   Ｘ（６）                           

                                                      

   101         110         120       128                        



   ②商品マスターデータ・項目説明                                    
                                    

  （ａ）商品マスターデータ・品番ヘッダーレコード  
                               

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1   ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                       

    2   ０２   データ区分    ９   ２  ”６０”                       

    3   ０２  スタイル                                        

       ０３  スタイルＩＤ   Ｘ  １０  同一規格、同一パターンに対するＩＤ          

       ０３  ＳＥＱ№     ９   ３  ”０００”      （通常＝＞品番が採られる）   

    4   ０２  メーカー品番    Ｘ  １０  メーカーが使用している品番              

                                                      

    5   ０２  品    名    Ｘ  ２５  品番に対応する品名                  

                                                      

    6   ０２  ブランド略名    Ｘ  １０  ブランド略名                     

                                                      

    7   ０２  小売標準単位情報         当該商品の小売り標準情報               

       ０３  小売単位    Ｘ   ３  小売する時の単位（コード、略号等）          

       ０３  単位構成数  ９   ４  小売単位を構成する最小小売要素数量          

       ０３  上代        ９   ７  小売標準単価／小売単位                

    8   ０２  取引単位情報           取引関係にある２社間の情報              

       ０３  取引単位    Ｘ   ３  取引される時の単位（コード、略号等）        

       ０３  最低受注数  ９   ４  取引される時の最低取扱数（単位は取引単位）      

       ０３  取引単価    ９   ７  取引単位当たりの単価                 

       ０３  標準卸単価  ９   ７  上代に対応する標準卸単価（単位は小売単位）      

    9   ０２  ＪＩＣＦＳ            ＪＩＣＦＳ商品分類コード下４桁（大中分類は省略）   

       ０３  小分類ｺｰﾄﾞ   Ｘ   ２  小分類                        

       ０３  細分類ｺｰﾄﾞ   Ｘ   ２  細分類                        

   10   ０２  改廃日付             利用者は実効日の記録管理により最新状態を維持する   

       ０３  発売日   ９   ６  当該品発売日（西暦）yymmdd              

       ０３  実効日   ９   ６  更新等実行日（西暦）yymmdd 発売当初は同上       

       ０３  廃止日   ９   ６  販売中止日  （西暦）yymmdd 有効期間中はZERO     

   11   ０２  予  備      Ｘ  １０                             

          

   注）最小小売要素数量                                          

     ３個を１箱として小売りしている物についてこれをバラして管理する場合に使用する。           

     最小小売要素単位の記述については別個の品番として取り扱ことを原則とするので省略した。        

           小売標準単位情報 品番Ａ（箱物） 品番Ｂ（バラ）                   

              小売単位      箱       個                      

              単位構成数    ３個      １個                     

              上代        ９００円    ３３０円                     

                                

                   （品番Ｂは品番Ａをバラにしたもの）                   

                                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   （ｂ）商品マスターデータ・明細レコード                           
                                                      

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｄ”                        

    2  ０２   データ区分    ９   ２  ”６０”                       

    3  ０２  スタイル                      （通常ＩＤ＝品番が採られる）    

       ０３  スタイルＩＤ   Ｘ  １０  同一規格、同一パターンに対するＩＤ          

       ０３  ＳＥＱ№     ９   ３  ”００１～ＵＰ”                   

    4  ０２  明細１                                           

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  ＪＡＮコード等                    

       ０３  メーカー規格１  Ｘ   ５  ＪＡＮコードに対応するカラーコード等         

       ０３  メーカー規格２  Ｘ  １０  ＪＡＮコードに対応するサイズコード等         

       ０３  カラー呼称等   Ｘ  １０  カラー呼称等                     

       ０３  実効日        ９   ６  このコードが有効となる日               

       ０３  廃止日        ９   ６  このコードが廃止される日               

       ０３  予   備    Ｘ   ６                             

    5  ０２  明細２                                           

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  ＪＡＮコード等                    

       ０３  メーカー規格１  Ｘ   ５  ＪＡＮコードに対応するカラーコード等         

       ０３  メーカー規格２  Ｘ  １０  ＪＡＮコードに対応するサイズコード等         

       ０３  カラー呼称等   Ｘ  １０  カラー呼称等                     

       ０３  実効日        ９   ６  このコードが有効となる日               

       ０３  廃止日        ９   ６  このコードが廃止される日               

       ０３  予   備    Ｘ   ６                             

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （４）受発注データ                                    

                                             
   ①受発注データ・レイアウト                                      

                                            

   （ａ）受発注データ・伝票ヘッダーレコード                               

                                               
                                                    

   デ   キ    ー       発 注 者     受 注 者     販 売 店    出荷   

   ｜   発注Ｎｏ    行     Ｘ（10）       Ｘ（10）       Ｘ（10）             

   タ           Ｎｏ          

   区              会社コード 部署   会社コード 部署   会社コード 部署   会社ｺｰ   

   分   Ｘ（10）    9(3) Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   X(6)     

                                                    

    01 9(2)      10          20          30          40          50  

   ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")                                             

                                                   

  先        販売店略名       出荷先略名 日付 

  Ｘ（10）         

      販売店企業略名   販売店部署略名   出荷先企業略名   出荷先部署略名  発注  

  ﾄﾞ 部署                                              

  X(4)      Ｘ（10）      Ｘ（10）      Ｘ（10）      Ｘ（10）   9(6)    

                                                    

    51         60          70          80          90         100  

                                 会社コードの識別コード                     

    日 付           Ｒ１：発注者                   

    発注  

識別 

 ｺｰﾄﾞ 予  備         Ｒ２：受注者                    

     納 品   区分          Ｒ３：販売店 

    Ｒ４：出荷先                

    ９（６）   X(4)            Ｘ（12）       

                              

   101        110               120       128                        

                       Ｒ１,Ｒ２,Ｒ３,Ｒ４ 

   （ｂ）受発注データ・明細レコード                                   

                                              
                                                  

 

 

デ   キ    ー        発注者商品コード      受注者商品情報  

   ｜        

  タ   発注Ｎｏ    行   商品     商品コード       受注者品番   規格１   単  

  区      （カラー      

   分   Ｘ（10）    9(3) X(4)       Ｘ（13）        Ｘ（10）   コード） 

位  

                                                    

 01 9(2)      10          20          30          40         50 

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("D")                                        X(3) 

                                                    

       単  価               商 品 名              明細１      

          

    取引単価        上代       ブランド略名        商品略名       ＪＡＮコード     

                                                      

   Ｓ９（７）   Ｓ９（７）      Ｘ（10）         Ｘ（15）        ９（13）     

                                                     

    51         60          70          80          90          100  

                                                       

                            

         明細１                  

       予   備                          

     発注数      規格２                                     

          （サイズコード）                                    

     S9(5)       Ｘ（10）      Ｘ（10）                           

                                                      

   101        110         120       128                        

 

 

 

 

 



   （ｃ）受発注データ・明細オプションレコード                              
                                                

                                                    

   デ   キ    ー                 明細２              明細３    

   ｜         
   タ   発注Ｎｏ    行      ＪＡＮコード    発注数      規格２    ＪＡＮ     

   区           Ｎｏ                   （サイズコード）     コード   

   分   Ｘ（10）    9(3)      ９（13）     S9(5)       Ｘ（10）   ９（13）     

                                                    

   01 9(2)      10          20          30          40          50 

 ﾚｺｰﾄﾞ区分("E")                                            

  

  

 

                                                    

           明細３                      明細４               

                

         発注数       規格２       ＪＡＮコード    発注数       規格２      

              （サイズコード）                     （サイズコード）     

         S9(5)       Ｘ（10）       ９（13）     S9(5)       Ｘ（10）     

                                                    

   51           60          70          80          90         100  

                                                      

                             

                               

           予      備            

    

             Ｘ（28）             

                         

 

 

                            

  101         110         120       128                        

                                                      

                                                      



  ②受発注データ・項目説明                                        
                                           

   （ａ）受発注データ・伝票ヘッダーレコード                               

                                               
  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”０１”                       

       ０３  発注№      Ｘ  １０  発注者の指定№  発注№               

       ０３  行№       ９   ３  ”０００”                      

    3  ０２  発注者              発注者                           

       ０３  会社コード    Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード     Ｘ    ４   任意部署コード                   

    4  ０２  受注者              受注者                           

       ０３  会社コード    Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード     Ｘ    ４   任意部署コード                   

    5  ０２  販売店              販売店                           

       ０３  会社コード    Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード     Ｘ    ４   任意部署コード                   

    6  ０２  出荷先              出荷先                           

       ０３  会社コード    Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード     Ｘ    ４   任意部署コード                   

    7  ０２  販売店略名                                       

       ０３           Ｘ  １０  販売店企業略名 （販売店略名）            

       ０３           Ｘ  １０   同  部署略名                   

    8  ０２  出荷先略名                                       

       ０３           Ｘ  １０  出荷先企業略名 （出荷先略名）            

       ０３           Ｘ  １０   同  部署略名                   

    9  ０２  日付                                          

       ０３  発注       ９   ６  発注日付  （西暦）yymmdd              

       ０３  納品       ９   ６  納品指定日 （西暦）yymmdd              

    10  ０２  発注区分      Ｘ   ４  発注者の指定区分に使用                

  

  

  

  

 

 11 ０２ 

 ０３ 

 ０３ 

 ０３ 

 ０３ 

会社コードの識別コード 

 Ｒ１ 

 Ｒ２ 

 Ｒ３ 

 Ｒ４ 

  

 Ｘ 

 Ｘ 

 Ｘ 

 Ｘ 

  

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

                   

発注者の会社コードの識別を表す 

受注者の会社コードの識別を表す 

販売店の会社コードの識別を表す 

出荷先の会社コードの識別を表す  

    12  ０２  予 備       Ｘ  １２                             

          

                                                      

    



   （ｂ）受発注データ・明細レコード                                 
                                                      

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｄ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”０１”                       

       ０３  発注№      Ｘ  １０  ヘッダーに記載した発注者指定№（発注№）       

       ０３  行№       ９   ３  ”００１”～ ＵＰ                  

    3  ０２  販売店商品コード                                    

       ０３  商品分類     Ｘ   ４  販売店 商品分類コード                

       ０３  商品コード    Ｘ  １３  品番管理の場合に使用できる（非単品コード等）     

    4  ０２  受注者商品情報                                     

       ０３  受注者品番    Ｘ  １０  メーカー品番等                    

       ０３   規格1(ｶﾗｰｺｰﾄﾞ)  Ｘ   ５  メーカーカラーコード等                

       ０３  単位       Ｘ   ３  取引単位                       

    5  ０２  単 価                                         

       ０３  取引単価    Ｓ９   ７  取引単位に対応する価格                

       ０３  上代        Ｓ９   ７  小売上代                       

    6  ０２  商品名                                         

       ０３  ブランド略名   Ｘ  １０  メーカーブランド略名                 

       ０３  商品略名     Ｘ  １５  メーカー商品略名                   

    7  ０２  明細１                                         

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  ＪＡＮコード                     

       ０３  発注数     Ｓ９   ５  発注数                        

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０  メーカーサイズコード等                

    8  ０２  予 備       Ｘ  １０                             

    

 

   （ｃ）受発注データ・明細オプションレコード                            
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｅ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”０１”                       

       ０３  発注№      Ｘ  １０  ヘッダーに記載した発注者指定№（発注№）       

       ０３  行№       ９   ３  ”００１”～ＵＰ （明細レコードに一致させる）    

    3  ０２  明細２              明細レコード 項目７に同じ              

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３                             

       ０３  発注数     Ｓ９   ５                             

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    4  ０２  明細３              同   上                      

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  （但し使用しない時、数値項目はゼロ、文字項目は    

       ０３  発注数     Ｓ９   ５   空白とし、且つ“以下余白”を意味しない）      

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    5  ０２  明細４              同   上                      

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  （ 同  上 ）                   

       ０３  発注数     Ｓ９   ５                             

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    6  ０２  予 備       Ｘ  ２８                             

                                                      

          

   注）明細オプションレコードの行№について                               

     このレコードは単独で存在しない、必ず明細レコードの追加レコードとして、行№は明細レコードのもの  

     を等しく使用する。                                        

 

 

 

 



 （５）納品データ                                
                                                     

   ①納品データ・レイアウト                              
                                                     

    （ａ）納品データ・伝票ヘッダーレコード                          
                                                     

                                                   

   デ   キ  ー           取引先      納品元    販売店    出 

   ｜      Ｘ（10）       Ｘ（10）       Ｘ（10）        

   タ   納品書Ｎｏ    伝票        

   区            区分 会社コード 部署   会社コード 部署   会社コード 部署   会社 

   分   Ｘ（10）     X(3) Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)      

                                                    

   01 9(2)      10              20          30          40          50 

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")     行№ 9(1)                                  

                                                   

  荷先             販売店略名               出荷先略名        日付   

  Ｘ（10）          

  販売店企業略名   販売店部署略名   出荷先企業略名   出荷先部署略名  発注  

  

ｺｰﾄﾞ 部署   

                                             

  X(6) X(4)      Ｘ(10)         Ｘ(10)         Ｘ(10)          Ｘ(10)      9(6)   

                                                    

   51         60          70          80          90         100 

 

        

    日 付               識別    会社コードの識別コード 

           発注Ｎｏ    発注   ｺｰﾄﾞ     Ｒ１：取引先             

      出 荷             区分      Ｒ２：納品元              
                              Ｒ３：販売店              

     ９（６）     Ｘ（10）    X(4)         Ｒ４：出荷先              

                                                      

  101        110         120       128                        

                                                R1,R2,R3,R4  予備(X1) 

   （ｂ）納品データ・明細レコード                                   
                                                      

                                                   

   デ   キ  ー         取引先商品コード          納品元商品情報         

   ｜      規格１       

   タ   納品書Ｎｏ    商品     商品コード        品 番    （カラー 単位    

   区             分類                        コード）       

   分   Ｘ（10）     X(4)       Ｘ（13）        Ｘ（10）   Ｘ（５） X(3)    

                                                    

   01 9(2)      10           20          30          40          50 

  ﾚｺｰﾄﾞ区分("D")     行№ 9(1) 

                                                    

       単価                商品名                明細１       

         

  取引単価    上代       ブランド略名        商品略名         ＪＡＮコード     

                                                      

  Ｓ９（７） Ｓ９（７）     Ｘ（10）         Ｘ（15）          ９（13）      

                                                    

   51         60          70          80          90         100 

  

                             

        明細１                                           

        予   備                            

   納品数      規格２                                        

        （サイズコード）                                       

   S9(5)       Ｘ（10）       Ｘ（12）                            

                                                      

  101        110         120       128                         

 

 

 

 



   （ｃ）納品データ・明細オプションレコード 
                      

                                                    

   デ   キ  ー                 明細２               明細３     

   ｜         

   タ   納品書Ｎｏ       ＪＡＮコード    納品数      規格２    ＪＡＮコード     

   区                              （サイズコード）             

   分   Ｘ（10）         ９（13）     S9(5)       Ｘ（10）    ９（13）     

                                                    

   01 9(2)       10            20          30          40          50  

   ﾚｺｰﾄﾞ区分("E")     行№ 9(1) 

       

                                                    

          明細３                     明細４                

                

       納品数      規格２       ＪＡＮコード    納品数      規格２        

            （サイズコード）                     （サイズコード）       

       S9(5)       Ｘ（10）       ９（13）     S9(5)       Ｘ（10）       

                                                    

   51         60          70          80          90         100  

                                                      

                             

                           

           予       備                                  

                                                      

                                                      

              Ｘ（30）                                    

                                                     

  101        110         120       128                        

                                                      

 

   （ｄ）納品データ・トレーラーレコード（オプション）                        
                                                      

                                                    

   デ   キ ー                                            

   ｜       ａ              ｂ            ｃ     

   タ   納品書Ｎｏ                                          

   区                                                  

   分   Ｘ（10)         Ｘ（10）           Ｘ（20）         Ｘ（10）   

                                                    

   01 9(2)      10          20          30          40          50 

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("F")     行№ 9(1)                                  

                                                    

         運        金  額          

          ｄ        運送方法     個数 賃      
                               区  諸 掛   運 賃   品 代     

                               分                      

         Ｘ（10）      Ｘ（12）     9(3) XX Ｓ９（６） Ｓ９（６） Ｓ９（９）     

                                                    

   51         60          70          80          90         100 

                                                      

       

     金  額    

    納品書日付    予   備                             

     消費税         （発注Ｎｏ，元伝Ｎｏ）                           

                                                      

    Ｓ９（７）   ９（６）       Ｘ（13）                             

                                                      

  101        110         120       128                       

                                                     

 

 

 

 

 

 



 

  ②納品データ・項目説明                               
                                                     

   （ａ）納品データ・伝票ヘッダーレコード                          
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”２１”                       

       ０３  納品書№     Ｘ  １０  納品元 伝票№                    

       ０３  行№       ９   １  ”０”                        

    3  ０２  伝票区分      Ｘ   ３  納品、返品、値引、値増 等 取引の区分 参考例    

    4  ０２  取引先                 取引先                          

       ０３  会社コード   Ｘ    ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４    任意部署コード                   

    5  ０２  納品元                 納品元                         

       ０３  会社コード   Ｘ    ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４    任意部署コード                   

    6  ０２  販売店                 販売店                         

       ０３  会社コード   Ｘ    ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４    任意部署コード                   

    7  ０２  出荷先                 出荷先                         

       ０３  会社コード   Ｘ    ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４    任意部署コード                   

    8  ０２  販売店略名                                       

       ０３           Ｘ  １０  販売店    企業略名                

       ０３           Ｘ  １０  販売店    部署略名                

    9  ０２  出荷先略名                                       

       ０３           Ｘ  １０  出荷先    企業略名                

       ０３           Ｘ  １０  出荷先    部署略名                

    10  ０２  日付                                          

       ０３  受注       ９   ６  受注日付（西暦）yymmdd                

       ０３  出荷       ９   ６  出荷日付（西暦）yymmdd                

    11  ０２  発注№       Ｘ  １０  発注者 指定№ （発注ﾃﾞｰﾀﾍｯﾀﾞｰ項目２より）     

    12  ０２  発注区分      Ｘ   ４  発注者 指定区分（発注ﾃﾞｰﾀﾍｯﾀﾞｰ項目１０より）    

  

  

  

  

 

  13  ０２  

  ０３ 

 ０３ 

 ０３ 

 ０３ 

会社コードの識別コード 

 Ｒ１ 

 Ｒ２ 

 Ｒ３ 

 Ｒ４ 

 

 Ｘ  

 Ｘ  

 Ｘ  

 Ｘ  

 

 １  

 １  

 １  

 １  

 

取引先の会社コードの識別を表す 

納品元の会社コードの識別を表す 

販売店の会社コードの識別を表す 

出荷先の会社コードの識別を表す  

    14  ０２  予 備       Ｘ   １                             

    伝票区分例                                            

    （これは参考例でありこのコードに制約されるものではありません）                  

         通 常   取 消   訂 正                              

    納品   １００   １０１   １０２                              

    返品   １１０   １１１   １１２                              

    値引   １２０   １２１   １２２                              

    値増   １３０   １３１   １３２                              

                                    

   （ｂ）納品データ・明細レコード                                   
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｄ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”２１”                       

       ０３  納品書№     Ｘ  １０  ヘッダーに記載した納品書№              

       ０３  行№       ９   １  ”１～８” 伝票表示明細行番号            

    3  ０２  販売店商品コード                                    

       ０３  商品分類     Ｘ   ４  発注データで示された販売店商品分類コード       

       ０３  商品コード    Ｘ  １３  発注データで示された販売店非単品コード等       

    4  ０２  納品元商品情報                                     

       ０３  品番       Ｘ  １０  メーカー 品番                    

       ０３  規格1(ｶﾗｰｺｰﾄﾞ)  Ｘ   ５  メーカー カラーコード等               

       ０３ 単位        Ｘ   ３  取引単位                       

    5  ０２  単価                                          

       ０３  取引単価    Ｓ９   ７  取引単位に対応する単価                



       ０３  上代        Ｓ９   ７  小売上代                       

    6  ０２  商品名                                         

       ０３  ブランド略名   Ｘ  １０  メーカー ブランド略名                

       ０３  商品略名     Ｘ  １５  メーカー 商品略名                  

    7  ０２  明細１                                         

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  ＪＡＮコード                     

       ０３  納品数     Ｓ９   ５  取引数量                       

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０  メーカーサイズ コード等               

    8  ０２  予 備       Ｘ  １２  自由使用項目                     

                                                      

   自由使用項目について（当事者間で適宜設定する）                           

    ・単価決定法、掛け率区分、掛け率、等                               

    ・備考欄として                                          

    ・その他                                             

   （ｃ）納品データ・明細オプションレコード                             
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｅ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”２１”                       

       ０３  納品書№     Ｘ  １０  ヘッダーに記載した納品書№              

       ０３  行№       ９   １  ”１～８” 伝票表示 明細行番号           

                           （明細レコード行ＮＯと一致させる）          

    3  ０２  明細２              明細レコード 項目７に同じ              

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３                             

       ０３  納品数     Ｓ９   ５                             

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    4  ０２  明細３              明細レコード 項目７に同じ              

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  （但し使用しない時、数値項目はゼロ、文字項目は    

       ０３  納品数     Ｓ９   ５   空白とし、且つ“以下余白”を意味しない）      

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    5  ０２  明細４              明細レコード 項目７に同じ              

       ０３  ＪＡＮコード   ９  １３  （但し使用しない時、数値項目はゼロ、文字項目は    

       ０３  納品数     Ｓ９   ５   空白とし、且つ“以下余白”を意味しない）      

       ０３  規格2(ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)  Ｘ  １０                             

    6  ０２  予 備       Ｘ  ３０  自由使用項目                     

   自由使用項目について（当事者間で適宜設定する）                            

    ・発注№についてヘッダーレコードを使わない場合                           

    ・備考欄として                                           

    ・その他                                              

   （ｄ）納品データ・トレーラーレコード（オプション）                        
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｆ”                        

    2  ０２  キー                                          

       ０３  データ区分    ９   ２  ”２１”                       

       ０３  納品書№     Ｘ  １０  ヘッダーに記載した納品書№              

       ０３  行№       ９   １  ”９”                        

    3  ０２  ａ         ｘ  １０  伝票表示 項目ａ                   

    4  ０２  ｂ         ｘ  ２０  伝票表示 項目ｂ                   

    5  ０２  ｃ         Ｘ  １０  伝票表示 項目ｃ                   

    6  ０２  ｄ         ｘ  １０  伝票表示 項目ｄ                   

    7  ０２  運送方法      ｘ  １２  伝票表示 運送方法                  

    8  ０２  個数        ９   ３  伝票表示 個数                    

    9  ０２  運賃区分      Ｘ   ２  伝票表示 元払い、着払い等の負担区分          

   10  ０２  金額                                          

       ０３  諸掛      Ｓ９   ６  伝票表示 諸掛                    

       ０３  運賃      Ｓ９   ６       運賃                    

       ０３  品代      Ｓ９   ９       品代                    

       ０３  消費税     Ｓ９   ７       消費税                   

    11  ０２  納品書日付     ９   ６  納品書発行日付（西暦）yymmdd             

    12  ０２  予 備       Ｘ  １３  自由使用項目                     

   自由使用項目について（当事者間で適宜設定する）                            

    ・取消、訂正 等の場合の元伝№等                                  

    ・発注№                                              

    ・その他                                             



  (6)請求データ                                      
                                                      

    ①請求データ・レイアウト                                   
                                                      

    （ａ）請求データ・ヘッダーレコード（オプション）                         
                                                      

                                                   

   デ    取引先       請求元              期 間                

   ｜   Ｘ（10）       Ｘ（10）      請求日             伝票枚数       

   タ                                  

   区 会社コード 部署   会社コード 部署              ～                 

   分 Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   ９（６）   ９（６）   ９（６）   ９（５）          

                                                    

   01 9(2)      10          20          30          40          50  

   ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")                                            

     

                                                    

                入 金                 当月取引額           

  前回         

  

  

  請求金額    入 金     その他入金      納 品       返 品    値 引    

                                                      

  Ｓ９（10）   Ｓ９（10）     Ｓ９（９）    Ｓ９（10)      Ｓ９（９）  Ｓ９（８）   

                                                    

   51         60          70          80          90         100 

 

 

                             

        当月取引額                               

      

          

 今回請求金額                           

      消費税    その他請求                                    

                                                      

     Ｓ９（８）   Ｓ９（８）    Ｓ９（10）                           

                                                              

   101        110         120       128                        

 

 

   （ｂ）請求データ・明細レコード                                   
                                                      

                                                   

  デ    取引先      請求元      

   ｜   Ｘ（10）       Ｘ（10）     

        

  請求日    発注書ＮＯ 納品・返品 伝票     

   タ           （指定伝票Ｎｏ）   伝票日付   区分     

   区 会社コード 部署   会社コード 部署                                

   分 Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   ９（６）      Ｘ（10)    ９（６）   X(3)     

                                                     

   01 9(2)      10          20          30          40          50  

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("D")                                            

                                                    

        金 額                    請求元              予備     

              

    金 額    消費税      請求書Ｎｏ     口座Ｎｏ     納品伝票Ｎｏ         

                                                      

   Ｓ９（10）  Ｓ９（７）       Ｘ（10）      Ｘ（10）      Ｘ（10）         

                                                    

   51         60          70          80          90         100  

                   再請求区分 X(1)  (0:通常  1:再請求)                  

                             

              予備   会社コードの識別コード                      

  元伝Ｎｏ     識別コード    Ｒ１：取引先                     

  （訂正                予 備    Ｒ２：請求元                     

   伝票）                      

  

  

                     

                              

   101        110         120       128                        

                 R1､R2 



  ②請求データ・項目説明                                     
                                                      

   （ａ）請求データ・ヘッダーレコード（オプション）                         
                                                      

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                        

    2  ０２  データ区分     ９   ２  ”１１”                       

    3  ０２  取引先（得意先）         取引先（得意先）                    

       ０３  会社コード   Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４   任意部署コード                   

    4  ０２  請求元              請求元                           

       ０３  会社コード   Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４   任意部署コード                   

    5  ０２  請求日       ９   ６  請求書表示請求日  （西暦）yymmdd          

    6  ０２  期間                                          

       ０３  開始日      ９   ６  前回請求締日の翌日  （西暦）yymmdd           

       ０３  締切日      ９   ６  今回請求締日      同 上            

    7  ０２  伝票枚数      ９   ５  今回請求伝票枚数（含再請求）、明細レコード件数    

    8  ０２  前回請求金額 ① Ｓ９  １０  前回請求金額                     

    9  ０２  入金     ②                                    

       ０３  入金    ③ Ｓ９  １０  振込、手形等による入金                

       ０３  その他入金 ④ Ｓ９   ９  相殺、その他の入金                  

    10  ０２  当月取引額  ⑤                                    

       ０３  納品    ⑥ Ｓ９  １０  当該期間の取引合計額                 

       ０３  返品    ⑦ Ｓ９   ９    同  上                     

       ０３  値引    ⑧ Ｓ９   ８    同  上                     

       ０３  消費税   ⑨ Ｓ９   ８    同  上                     

       ０３  その他請求 ⑩ Ｓ９   ８  （非課税分のその他請求）               

    11  ０２  今回請求金額 ⑪ Ｓ９  １０  ①－②＋⑤                      

   注）前回繰越は①－②である。                                       

     当月取引額 ⑤ には再請求分は含まれない。                              

     入金②は③＋④を計算する。                                      

     当月取引額⑤は⑥－⑦－⑧＋⑨＋⑩を計算する。                             

                                                        

   （ｂ）請求データ・明細レコード                               
                                                      

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

   １  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｄ”                        

   ２  ０２  データ区分     ９   ２  ”１１”                       

   ３  ０２  取引先（得意先）         取引先（得意先）                    

       ０３  会社コード   Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４   任意部署コード                   

   ４  ０２  請求元              請求元                           

       ０３  会社コード   Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード   Ｘ   ４   任意部署コード                   

   ５  ０２  請求日       ９   ６  請求書表示請求日  （西暦）yymmdd          

   ６  ０２  発注書№      Ｘ  １０  納品書の形式がターンアラウンド形式の場合       

                           （指定伝票№）                    

   ７  ０２  伝票日付      ９   ６  （西暦） yymmdd                   

   ８  ０２  伝票区分      Ｘ   ３  納品データに準ずる                  

   ９  ０２  金額                                          

       ０３  金額      Ｓ９  １０  納品書表記（品代＋諸掛＋運賃）の金額         

       ０３  消費税     Ｓ９   ７  同   上 税額                   

  １０  ０２  再請求区分    Ｘ   １  ０：当月 １：再請求 注（再請求を含める場合は    

                                ヘッダーの項目１０にこれを加算しない）   

  １１  ０２  請求元                                         

       ０３  請求書№     Ｘ  １０  発行請求書の№                    

       ０３  口座№      Ｘ  １０  請求元管理コード                   

       ０３  納品伝票№    Ｘ  １０  請求元の付番による納品伝票№             

  １２  ０２  予備                                          

       ０３  元伝№      Ｘ  １０  訂正等の場合元伝票№等                

   ０３  会社コードの識別コード     

    ０４    Ｒ１  Ｘ  １ 取引先の会社コードの識別を表す  

     ０４   Ｒ２  Ｘ  １ 請求元の会社コードの識別を表す  

       ０３  予備       Ｘ  ２０                             

   注）前回繰り越しを再請求として明細を追加することも出来るが、強制するものではない。         



 （７）支払データ                              
                                                     

   ①支払データ・レイアウト                              
                                                     

   （ａ）支払データ・ヘッダーレコード（オプション）                        
                                                     

                                                   

   デ    取引先       請求元              期 間                

   ｜   Ｘ（10）       Ｘ（10）      請求日              伝票枚数       

   タ                                  

   区 会社コード 部署   会社コード 部署              ～                 

   分 Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   ９（６）   ９（６）   ９（６）   ９（５）          

                                                     

   01 9(2)      10          20          30          40          50 

   ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")                                            

                                                     

                                     今回支払額            

           予 備                                 

                              仕入        返品     値 引    

                                                     

           Ｘ(29)               Ｓ９（10)      Ｓ９（９）  Ｓ９（８）  

                                                    

   51         60          70          80          90         100 

 

                             

        今回支払額                                         

      今回支払合計                           

      消費税     その他                                     

                                                      

     Ｓ９（８）   Ｓ９（８）    Ｓ９（10）                           

                                                      

  101        110         120       128                       

 

   （ｂ）支払データ・明細レコード                              
                                                     

                                                   

   デ    取引先    請求元          

   ｜   Ｘ（10）       Ｘ（10）      支払日  発注書Ｎｏ   納品・返品 伝票    

   タ           （指定伝票Ｎｏ）   伝票日付   区分     

   区 会社コード 部署   会社コード 部署                                

   分 Ｘ（６）   X(4)   Ｘ（６）   X(4)   ９（６）      Ｘ（10)    ９（６）   X(3)     

                                                    

   01 9(2)      10          20          30          40          50 

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("D")                                            

                                                    

        金 額                    請求元              予備     

                                 

    金 額    消費税      請求書Ｎｏ     口座Ｎｏ     納品伝票Ｎｏ         

                                                      

   Ｓ９（10）  Ｓ９（７）       Ｘ（10）      Ｘ（10）      Ｘ（10）         

                                                      

   51         60          70          80          90         100 

                    再請求区分 X(1)  (0:通常  1:再請求)                   

                               

              予備                           会社コードの識別コード 

 

 

元伝ＮＯ 

（訂正     

  

 

 識別コード 

          予 備 

       Ｒ１：取引先      

       Ｒ２：請求元      

   伝票）    

  Ｘ（10）     Ｘ（20）          

                       

                        

                              

  101     R1,R2 110         120       128                       

                  

 

 

 



  ②支払データ・項目説明                                 
                                                     

   （ａ）支払データ・ヘッダーレコード（オプション）                     
                                                     

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                        

    2＊ ０２  データ区分     ９   ２  ”１２”                       

    3  ０２  取引先（支払元）         取引先（支払元）                    

       ０３  取引先コード  Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード    Ｘ   ４   任意部署コード                   

    4  ０２  請求元              請求元                           

       ０３  取引先コード  Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード    Ｘ   ４   任意部署コード                   

    5＊ ０２  支払日       ９   ６  支払い実行日 （予定日）               

    6  ０２  期間                                          

       ０３  開始日      ９   ６  前回 締切日（翌日）                 

       ０３  締切日      ９   ６  今回 締切日                     

    7＊ ０２  伝票枚数      ９   ５  支払伝票枚数                     

    8  ０２  予備        Ｘ  ２９                             

    9＊ ０２  今回支払額            今回支払の                      

       ０３  仕入額   ② Ｓ９  １０    仕入額                      

       ０３  返品額   ③ Ｓ９   ９    返品額                      

       ０３  値引額   ④ Ｓ９   ８    値引額                      

       ０３  消費税額  ⑤ Ｓ９   ８    消費税額      ＊＊             

       ０３  その他支払額⑥ Ｓ９   ８    非課税その他支払額                

    10＊ ０２  今回支払合計額① Ｓ９  １０  ②－③－④＋⑤＋⑥                  

          

   注）＊マーク：請求データを基にして＊マークの項目のみ記入することを原則とするが、消費税については     

     以下のようにすることもある。                                     

     ＊＊                                                 

     支払消費税の計算は伝票毎の円未満切捨を原則とするが、                         

     支払元の基準により合計一括計算される場合の例外的方法としては次のようにする。             

      ａ）明細データの消費税支払額をゼロとする。                             

      ｂ）今回支払額｛②－③－④｝から税率を乗じ⑤にセットすることで表す。                

      ｃ）明細レコードの消費税の合計≠⑤に注意して取り扱う。                       

 

   （ｂ）支払データ・明細レコード                               
                                                      

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1  ０２  レコード区分    Ｘ   １  ”Ｄ”                        

    2＊ ０２  データ区分     ９   ２  ”１２”                       

    3  ０２  取引先（支払元）         取引先（支払元）                    

       ０３  取引先コード  Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード    Ｘ   ４   任意部署コード                   

    4  ０２  請求元              請求元                           

       ０３  取引先コード  Ｘ   ６   共通取引先コード                  

       ０３  部署コード    Ｘ   ４   任意部署コード                   

    5＊ ０２  支払日       ９   ６  支払い実行日  （予定日）               

    6  ０２  発注書№      Ｘ  １０  請求データに同じ （指定伝票№）           

    7  ０２  伝票日付      ９   ６  同   上                      

    8  ０２  伝票区分      Ｘ   ３  同   上                      

    9＊ ０２  支払金額             支払額を記入する                   

       ０３  金額      Ｓ９  １０                             

       ０３  消費税     Ｓ９   ７  （注）ヘッダー脚注                  

    10  ０２   再請求区分    Ｘ   １  ０：当月 １：再請求                 

    11  ０２  請求元              請求元使用項目                    

       ０３  請求書№     Ｘ  １０                             

       ０３  口座№      Ｘ  １０                             

       ０３  納品伝票№    Ｘ  １０                             

    12  ０２  予備                                          

       ０３  元伝№      Ｘ  １０  （訂正伝票ＮＯ．）                  

   ０３ 会社コードの識別コード     

     ０４   Ｒ１  Ｘ  １ 取引先の会社コードの識別を表す  

     ０４   Ｒ２  Ｘ  １ 請求元の会社コードの識別を表す  

       ０３  予備       Ｘ  ２０                             

   注）支払データは請求データをベースにし支払側が＊項目を記入することを原則としている。        



  （８）在庫データ                             
                                                     

    ①在庫データ・レイアウト                              
                                                     

 （ａ）在庫データ                                   
 

                                                    

   デ          ＫＥＹ                明細 （１）  Ｘ（43）   

   ｜  取引先コード        

      

 上代           ﾒｰｶｰ     

   タ    メーカー品番   SEQ          ＪＡＮコード     規格1(ｶﾗ   

   区 会社コード 部署              NO.                    ｰｺｰﾄﾞ)   

   分  Ｘ(6)   Ｘ(4)     Ｘ（10）   9(3)  ９（６）     ９（１３）    Ｘ（５）   

                                                    

   01 9(2)      10          20          30          40          50    

    ﾚｺｰﾄﾞ区分("B")                                            

                                                    

       明細 （１）つづき                  明細 （２）   Ｘ（43）       

  ﾒｰｶｰ           ﾒｰｶｰ   ﾒｰｶｰ       

    規格2      数量１   数量２   数量３      ＪＡＮコード     規格1(  規格2      

     (ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)                              ｶﾗｰｺｰﾄﾞ)  (ｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ)   

     Ｘ（10）    S9(5)   S9(5)   S9(5)      ９（１３）    Ｘ（５）   Ｘ（10）   

                                                    

   51         60          70          80          90          100  

 

                             

   明細 （２）つづき         識別コード                   

             会社コードの識別コード                      

     数量１   数量２   数量３    区分（予備）     Ｒ１：取引先                     

                                              

      S9(5)   S9(5)   S9(5)   Ｘ（9）                           

                                                        

  101        110        R1 120       128                       

 

 

    （ｂ）在庫データ・項目説明    
                                    

  項番 レベル 項  目 属性 桁数         説     明            

    1 ０２   レコード区分    Ｘ   １  ”Ｂ”                        

    2 ０２    データ区分    ９   ２  ”３０”                       

    3 ０２   ＫＥＹ                                           

      ０３   取引先コード          取引先コード                     

       ０４   会社コード   Ｘ   ６  共通取引先コード                   

       ０４   部署コード   Ｘ   ４  任意部署コード                    

      ０３   メーカー品番   Ｘ  １０  メーカーが使用している、ユニークな商品番号      

      ０３   ＳＥＱ Ｎｏ．  ９   ３  同一な商品番号内での連番 "000" ～"999" Max1000    

    4 ０２   上代           ９   ６  上代／小売単位                    

    5 ０２   明細１                                           

      ０３   ＪＡＮコード   ９  １３  ＪＡＮコード等                    

      ０３   メーカー規格１  Ｘ   ５  ＪＡＮコードに対応するメーカー・カラーコード等    

       ０３   メーカー規格２  Ｘ  １０  ＪＡＮコードに対応するメーカー・サイズコード等    

      ０３   数量１      Ｓ９   ５  数量１      在庫数     

      ０３   数量２      Ｓ９   ５  数量２  は  受発注数  等、適宜に使用する       

      ０３   数量３      Ｓ９   ５  数量３   納品数                   

    6 ０２   明細２                明細１と同じ                     

      ０３   ＪＡＮコード   ９  １３                             

      ０３   メーカー規格１  Ｘ   ５                             

      ０３   メーカー規格２  Ｘ  １０                             

      ０３   数量１      Ｓ９   ５                              

      ０３   数量２      Ｓ９   ５                             

      ０３   数量３      Ｓ９   ５                             

  

 

  7 ０２ 

 ０３ 

会社コードの識別コード 

 Ｒ１ 

      

 Ｘ  

      

 １ 

                                                

取引先の会社コードの識別を表す  

    8 ０２   区分（予備）    Ｘ   ９  帖合先コード・店コード、契約番号、等の区分に使用   

          

   注）明細２の内容が不要または無い時、数値項目はゼロ、文字項目はスペースで埋める。           

 



５．Ｓ研フォーマットＰＣ版 

（１）商品マスターデータ  

   ①商品マスターデータ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 
 
項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  60:固定  
３  送信元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  送信元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  送信元企業・部署略名  X 20  送信元企業略名  
５  JAN ｺｰﾄﾞ X 13 ●  JAN・EAN・UPC ｺｰﾄﾞ（ｿｰｽﾏｰｷﾝｸﾞされたもの） 
６  ﾒｰｶｰ品番 X 10 ●  ﾒｰｶｰが使用している品番:ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致

していること  
７  品名  X 25 ●  品番に対応する品名 :半角のみ  
８  商品略名  X 15  ﾒｰｶｰ商品略名:納品書表記・小売店でのﾚｼｰﾄ表記用 
９  ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名 X 10 ●  商品ﾒｰｶｰがつけているﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名:半角のみ  
１０  ﾒｰｶｰ規格 1 X 5 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｶﾗｰｺｰﾄﾞ・ｶﾗｰ名・ｶﾗｰ略

号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
１１  ﾒｰｶｰ規格２  X 10 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ・ｻｲｽﾞ名・ｻｲｽﾞ

略号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
１２  ｶﾗｰ呼称等 X 10  ﾒｰｶｰ規格 1 がｶﾗｰｺｰﾄﾞ・ｶﾗｰ略号の場合に、ｶﾗｰ呼称等 
１３  小売単位  X 3  小売する時の単位（ｺｰﾄﾞ・略号等）   ＃ ｺｰﾄﾞは、巻末参考資料参照（商品

規格及び単品ｻｲｽﾞの単位ｺｰﾄﾞ表） 
１４  単位構成数  9 4  小売単位を構成する最小小売数量  
１５  標準上代  9 7 ●  小売標準単価／小売単位  
１６  取引単位  X 3  取引される時の単位（ｺｰﾄﾞ・略号等）  ＃ ｺｰﾄﾞは、巻末参考資料参照（商

品規格及び単品ｻｲｽﾞの単位ｺｰﾄﾞ表） 
１７  最低受注数  9 4  取引される時の最低取扱い数（単位は取引単位）  
１８  取引単価  9 7  取引単位当たりの単価  
１９  標準卸単価  9 7  上代に対応する標準卸単価（単位は小売単位）  
２０  JICFS X 6  JICFS 商品分類（大中小分類）  
２１  ﾒｰｶｰ分類ｺｰﾄﾞ X 10  商品が何の分類で競技用等の分類  
２２  ﾃﾞｰﾀ登録日 X 8 ●  その単品をﾒ ｰ ｶ ｰが自社の商品ﾏ ｽ ﾀ ｰに最初に登録した日（西暦 8 桁）

yyyymmdd 
２３  ﾃﾞｰﾀ更新日 X 8 ●  その単品をﾒ ｰ ｶ ｰが自社の商品ﾏ ｽ ﾀ ｰに最後に更新した日（西暦 8 桁）

yyyymmdd 
２４  任意日付  X 8  その単品に対するﾒｰｶｰから説明になるような日（例:販売終了日等）（西

暦 8 桁）yyyymmdd 
２５  品名 2 X 30  品番に対応する品名で漢字を含む 2 ﾊﾞｲﾄ文字（15 文字）  
２６  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
２７  予備 2    同上  
２８  予備 3    同上  
２９  予備 4    同上  
３０  予備 5    同上  

 
注）最小小売要素数量  
 3 個を 1 箱として小売している物についてこれをバラして管理する場合に使用します。  
 最小小売要素単位の記述については、別個の品番として取り扱うことを原則とするので省略します。  
最小小売数量  品番 A（箱物） 品番 B（ﾊﾞﾗ） 
小売単位  箱  個  
単位構成数  3 個  1 個  
上代  900 円  300 円  
   （品番 B は、品番 A をﾊﾞﾗにしたもの） 
＊ ＊ ﾒｰｶｰ規格 1（ｶﾗｰ）、ﾒｰｶｰ規格 2（ｻｲｽﾞ）で単品が特定出来ることを原則とするが、当事者間で必要があれば予
備項目を利用して、ﾒｰｶｰ規格 3 等を定義しても良い。  

 



（２）受発注データ  

   ①受発注データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  01:固定  
３  発注者会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  発注者ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  発注者企業・部署略名  X 20  発注者企業略名  
５  受注者会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  受注者ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  受注者企業・部署略名  X 20  受注者企業略名  
７  販売店会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13  販売店ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
８  販売店会社・部署略名  X 20  販売店略名  
９  出荷先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  出荷先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
１０  出荷先会社・部署略名  X 20  出荷先略名  
１１  発注 NO. X 10 ●  発注者の指定 NO.:発注 NO.（納品ﾃﾞｰﾀを返す場合に同一の発注 NO.を使

用）  
１２  発注 NO.－行 NO. 9 3 ●  1 発注 NO.に対する行 NO.（ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票のｲﾒｰｼﾞでの指定の場合は、

1-8 の数字で 1 桁で使用）  
１３  発注 NO.－列 NO. 9 1 ●  1 発注 NO.に対する列 NO.（ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票のｲﾒｰｼﾞでの指定の場合）

（1-4 の数字）  
１４  発注日  X 8 ●  発注日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１５  納品日  X 8 ●  納品指定日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１６  発注区分  X 4  発注者の指定区分に使用（納品ﾃﾞｰﾀを返す場合に同一の発注区分を使用） 
１７  発注者商品分類  X 4  発注者指定の商品分類ｺｰﾄﾞ:通常は、販売店商品分類（納品ﾃﾞｰﾀを返す場

合に同一の商品ｺｰﾄﾞを使用） 
１８  発注者商品ｺｰﾄﾞ X 13  発注者指定の商品ｺｰﾄﾞ:通常は、販売店商品ｺｰﾄﾞ（発注者側での品番管理

に使用可能な商品ｺｰﾄﾞ）（納品ﾃﾞｰﾀを返す場合に同一の商品ｺｰﾄﾞを使用） 
１９  受注者品番  X 10  通常はﾒｰｶｰが使用している品番: ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記

と一致していること  
２０  ﾒｰｶｰ規格 1 X 5 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｶﾗｰｺｰﾄﾞ・ｶﾗｰ名・ｶﾗｰ略

号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
２１  ﾒｰｶｰ規格 2 X 10 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ・ｻｲｽﾞ名・ｻｲｽﾞ

略号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
２２  単位  X 3  取引される時の単位（ｺｰﾄﾞ、略号等）  ＃ ｺｰﾄﾞは、巻末参考資料参照（商

品規格及び単品ｻｲｽﾞの単位ｺｰﾄﾞ表） 
２３  取引単価  9 7 ●  取引単位当たりの単価  
２４  標準上代  9 7  小売標準単位／小売単位  
２５  ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名 X 10 ●  商品ﾒｰｶｰがつけているﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名:半角のみ  
２６  商品略名  X 15  ﾒｰｶｰ商品略名:納品書表記・小売店でのﾚｼｰﾄ表記用 
２７  JAN ｺｰﾄﾞ X 13 ●  JAN・EAN・UPC ｺｰﾄﾞ（ｿｰｽﾏｰｷﾝｸﾞされたもの） 
２８  発注数  9 5 ●  発注数（-9999～99999）  
２９  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
３０  予備 2    同上  
３１  予備 3    同上  
３２  予備 4    同上  
３３  予備 5    同上  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３）納品データ  

   ①納品伝票データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  21:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  納品元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  納品元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  納品元企業・部署略名  X 20  納品元企業略名  
７  販売店会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13  販売店ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
８  販売店会社・部署略名  X 20  販売店略名  
９  出荷先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  出荷先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
１０  出荷先会社・部署略名  X 20  出荷先略名  
１１  納品書 NO. X 10 ●  納品元  伝票 NO. 
１２  伝票区分  X 3 ●  納品、返品、値引、値増等の取引区分  （欄外に伝票区分例を表示）  
１３  受注日  X 8 ●  受注日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１４  出荷日  X 8 ●  出荷日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１５  納品・返品伝票日付  X 8 ●  納品・返品伝票日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１６  発注 NO. X 10 ●  発注者の指定 NO.:発注 NO. （受発注ﾃﾞｰﾀの発注 NO.に対応）  
１７  発注区分  X 4  発注者の指定区分に使用（受発注ﾃﾞｰﾀの発注区分に対応） 
１８  ａ  X 10  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:ａ  
１９  ｂ  X 20  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:ｂ  
２０  ｃ  X 10  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:ｃ  
２１  ｄ  X 10  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:ｄ  
２２  運送方法  X 12  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:運送方法  
２３  個数  9 3 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:個数  
２４  運賃区分  X 2  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:元払い、着払い等の負担区分  
２５  諸掛  9 6 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:諸掛（-99999～999999）  
２６  運賃  9 6  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:運賃（-99999～999999）  
２７  品代合計  9 9 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:品代合計（-99999999～999999999）  
２８  消費税  9 7 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:消費税（-999999～9999999）  
２９  総合計  9 12 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票表示:総合計（-99999999999～999999999999）  
３０  ﾒｰｶｰ伝票 NO. X 10  ﾒｰｶｰから販売店等への直送の場合の伝票 NO.（商品と納品伝票が帳合を経

由しないｹｰｽ）  
３１  元伝 NO. X 10  取消、訂正伝票等の場合の元伝 NO. 
３２  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
３３  予備 2    同上  
３４  予備 3    同上  
３５  予備 4    同上  
３６  予備 5    同上  

 
伝票区分例  
（これは参考例でありこのｺｰﾄﾞに制約されるものではありません） 
 通常  取消  訂正  
納品  100 101 102 
返品  110 111 112 
値引  120 121 122 
値増  130 131 132 

 
 
 
 
 
 
 



 ②納品明細データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  D:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  21:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  納品元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  納品元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  納品元企業・部署略名  X 20  納品元企業略名  
７  販売店会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13  販売店ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
８  販売店会社・部署略名  X 20  販売店略名  
９  出荷先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  出荷先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
１０  出荷先会社・部署略名  X 20  出荷先略名  
１１  納品書 NO. X 10 ●  納品元伝票 NO. 
１２  納品書 NO.－行 NO. 9 1 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票明細の行 NO.（1-8 の数字）  
１３  納品書 NO.－列 NO. 9 1 ●  ｽﾎﾟｰﾂ用品統一伝票の伝票明細の上記行での列位置（1-4 の数字）  
１４  伝票区分  X 3 ●  納品、返品、値引、値増等の取引区分  （欄外に伝票区分例を表示）  
１５  受注日  X 8 ●  受注日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１６  出荷日  X 8 ●  出荷日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１７  納品・返品伝票日付  X 8 ●  納品・返品伝票日付（西暦 8 桁）yyyymmdd・  
１８  発注 NO. X 10 ●  発注者の指定 NO.:発注 NO.（受発注ﾃﾞｰﾀの発注 NO.に対応）  
１９  発注区分  X 4  発注者の指定区分に使用（受発注ﾃﾞｰﾀの発注区分に対応） 
２０  発注者商品ｺｰﾄﾞ X 13  発注者指定の商品ｺｰﾄﾞ:通常は、販売店商品ｺｰﾄﾞ（発注者側での品番管理

に使用可能な商品ｺｰﾄﾞ）（納品ﾃﾞｰﾀを返す場合に同一の商品ｺｰﾄﾞを使用） 
２１  納品元品番  X 10  通常はﾒｰｶｰが使用している品番: ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記

と一致していること  
２２  ﾒｰｶｰ規格 1 X 5 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｶﾗｰｺｰﾄﾞ・ｶﾗｰ名・ｶﾗｰ略

号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
２３  ﾒｰｶｰ規格 2 X 10 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ・ｻｲｽﾞ名・ｻｲｽﾞ

略号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
２４  単位  X 3  取引される時の単位（ｺｰﾄﾞ、略号等）  ＃ ｺｰﾄﾞは、巻末参考資料参照（商

品規格及び単品ｻｲｽﾞの単位ｺｰﾄﾞ表） 
２５  取引単価  9 7 ●  取引単位当たりの単価  
２６  標準上代  9 7  小売標準単位／小売単位  
２７  ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名 X 10  商品ﾒｰｶｰがつけているﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名:半角のみ  
２８  商品略名  X 15  ﾒｰｶｰ商品略名:納品書表記・小売店でのﾚｼｰﾄ表記用 
２９  JAN ｺｰﾄﾞ X 13 ●  JAN・EAN・UPC ｺｰﾄﾞ（ｿｰｽﾏｰｷﾝｸﾞされたもの） 
３０  納品数  9 5 ●  納品数（-9999～99999）  
３１  ﾒｰｶｰ伝票 NO. X 10  ﾒｰｶｰから販売店等への直送の場合の伝票 NO.（商品と納品伝票が帳合を経

由しないｹｰｽ）  
３２  元伝 NO. X 10  取消、訂正伝票等の場合の元伝 NO. 
３３  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
３４  予備２     同上  
３５  予備 3    同上  
３６  予備 4    同上  
３７  予備 5    同上  

 
伝票区分例  
（これは参考例でありこのｺｰﾄﾞに制約されるものではありません） 
 通常  取消  訂正  
納品  100 101 102 
返品  110 111 112 
値引  120 121 122 
値増  130 131 132 
 
 



（４）請求データ  

   ①請求合計データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  11:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  請求元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  請求元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  請求元企業・部署略名  X 20  請求元企業略名  
７  請求日  X 8 ●  請求書表示請求日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
８  期間 FROM X 8 ●  開始日 :前回請求日の翌日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
９  期間 TO X 8 ●  締切日 :今回請求日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１０  伝票枚数  9 5 ●  今回請求伝票枚数（含む再請求）、明細ﾚｺｰﾄﾞ件数 
１１  前回請求額  9 10 ●  ①前回請求額（円単位）（-999999999～9999999999）  
１２  入金額  9 10 ●  ②振込、手形による入金額（円単位）（-999999999～9999999999）  
１３  その他入金額  9 9 ●  ③相殺、その他による入金額（円単位）（-99999999～999999999）  
１４  当月納品額  9 10 ●  ④当該期間の納品合計額（円単位）（-999999999～9999999999）  
１５  当月返品額  9 9 ●  ⑤当該期間の返品合計額（円単位）（-99999999～999999999）  
１６  当月値引額  9 8 ●  ⑥当該期間の値引合計額（円単位）（-9999999～99999999）  
１７  当月値増額  9 8 ●  ⑦当該期間の値増合計額（円単位）（-9999999～99999999）  
１８  消費税額  9 8 ●  ⑧当該期間の消費税合計額（円単位）（-9999999～99999999）  
１９  その他請求額  9 8 ●  ⑨当該期間の非課税、その他請求合計額（円単位）（-9999999～99999999） 
２０  今回請求額  9 10 ●  ⑩補足欄丸数字の計算式計 :今回請求額⑩=①－（②＋③）＋④－⑤－⑥＋

⑦＋⑧＋⑨ （-999999999～9999999999） 

２１  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を
定義する）  

２２  予備２     同上  
２３  予備 3    同上  
２４  予備 4    同上  
２５  予備 5    同上  

 
前回繰越額は、①－（②＋③）となります。  
 
当月納品額④・当月返品額⑤・当月値引額⑥・当月値増額⑦に、再請求分に含まないものとします。  
 
入金額計は、②＋③とします。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  ②請求伝票データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  D:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  11:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  請求元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  請求元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  請求元企業・部署略名  X 20  請求元企業略名  
７  請求日  X 8 ●  請求書表示請求日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
８  発注書 NO. X 10 ●  納品書の形式がﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ形式の場合:指定伝票 NO. 
９  納品・返品伝票日付  X 8 ●  納品・返品伝票日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１０  伝票区分  X 3 ●  納品、返品、値引、値増等の取引区分  （欄外に伝票区分例を表示）  
１１  納品金額  9 10 ●  納品書表記（品代＋諸掛＋運賃）合計金額（円単位）（-999999999～

9999999999）  
１２  消費税額  9 7 ●  納品書表記  税額（-999999～9999999）  
１３  再請求区分  X 1 ●  0:当月 1:再請求  注（再請求を含める場合は、請求ﾃﾞｰﾀ（合計）の④ある

いは、⑤には加算しない）  
１４  請求元請求書 NO. X 10 ●  発行請求書 NO. 
１５  請求元口座 NO. X 10 ●  請求元管理ｺｰﾄﾞ 
１６  請求元納品書 NO. X 10 ●  請求元の付番による納品・返品伝票 NO. 
１７  ﾒｰｶｰ伝票 NO. X 10 ●  ﾒｰｶｰから販売店等への直送の場合の伝票 NO.（商品と納品伝票が帳合を経

由しないｹｰｽ）  
１８  元伝 NO. X 10  取消、訂正伝票等の場合の元伝 NO. 
１９  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
２０  予備２     同上  
２１  予備 3    同上  
２２  予備 4    同上  
２３  予備 5    同上  

 
注 ） 前 回 繰 越 し を 再 請 求 と し て 明 細 を 追 加 す る こ と も で き ま す が 、 強 制 す る も の で は あ り ま せ ん 。  

 
伝票区分例（これは参考例でありこのｺｰﾄﾞに制約されるものではありません） 
 通常  取消  訂正  

納品  100 101 102 

返品  110 111 112 

値引  120 121 122 

値増  130 131 132 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（５）支払データ  

   ①支払合計データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分＊  X 2 ●  12:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  請求元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  請求元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  請求元企業・部署略名  X 20  請求元企業略名  
７  支払日＊  X 8 ●  支払実行日あるいは支払予定日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
８  期間 FROM X 8 ●  開始日 :前回請求日の翌日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
９  期間 TO X 8 ●  締切日 :今回請求日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１０  伝票枚数＊  9 5 ●  支払伝票枚数  
１１  今回仕入額＊  9 10 ●  ①今回支払の仕入額（円単位）（-999999999～9999999999）  
１２  今回返品額＊  9 9 ●  ②今回支払の返品額（円単位）（-99999999～999999999）  
１３  今回値引額＊  9 9 ●  ③今回支払の値引額（円単位）（-99999999～999999999）  
１４  今回値増額＊  9 9 ●  ④今回支払の値増額（円単位）（-99999999～999999999）  
１５  今回消費税額＊  9 8 ●  ⑤今回支払の消費税額（円単位）＊＊（-9999999～99999999）  
１６  今回その他額＊  9 8 ●  ⑥今回支払の非課税・その他額（円単位）（-9999999～99999999）  
１７  今回支払額合計＊  9 10 ●  ⑦補足欄丸数字の計算式計 :今回支払額⑦＝①－②－③＋④＋⑤＋⑥

（-999999999～9999999999）  
１８  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
１９  予備２     同上  
２０  予備 3    同上  
２１  予備 4    同上  
２２  予備 5    同上  

 
注）項目名の＊ ﾏｰｸ:請求ﾃﾞｰﾀを基にして＊ ﾏｰｸの項目のみを記入することを原則としますが、 
   消費税については、以下のようにすることもあります。  
 
＊ ＊  
支払消費税の計算は、伝票毎の円単位未満切捨てを原則としますが、支払元の基準により合計一括計算される場合の例

外的方法として次のようにします。  
 
ａ）請求明細ﾃﾞｰﾀの消費税支払額をゼロとします。 
 
ｂ）今回支払額｛①－②－③＋④｝に税率を乗じ⑤にセットすることで表します。  
 
ｃ）請求明細ﾃﾞｰﾀの消費税の合計≠⑤に注意して取り扱うものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  ②支払伝票データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  D:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  12:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  請求元会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  請求元ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ）  
６  請求元企業・部署略名  X 20  請求元企業略名  
７  支払日  X 8 ●  支払実行日あるいは支払予定日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
８  発注書 NO. X 10 ●  納品書の形式がﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ形式の場合:指定伝票 NO. 
９  納品・返品伝票日付  X 8 ●  納品・返品伝票日付（西暦 8 桁）yyyymmdd 
１０  伝票区分  X 3 ●  納品、返品、値引、値増等の取引区分  （欄外に伝票区分例を表示）  
１１  支払金額  9 10 ●  支払額ｶ（-999999999～9999999999）  
１２  消費税額  9 7 ●  支払消費税額（-999999～9999999）  
１３  再請求区分  X 1 ●  0:当月 1:再請求   
１４  請求元請求書 NO. X 10 ●  発行請求書 NO. 
１５  請求元口座 NO. X 10 ●  請求元管理ｺｰﾄﾞ 
１６  請求元納品書 NO. X 10 ●  請求元の付番による納品・返品伝票 NO. 
１７  ﾒｰｶｰ伝票 NO. X 10 ●  ﾒｰｶｰから販売店等への直送の場合の伝票 NO.（商品と納品伝票が帳合を経

由しないｹｰｽ）  
１８  元伝 NO. X 10  取消、訂正伝票等の場合の元伝 NO. 
１９  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
２０  予備２     同上  
２１  予備 3    同上  
２２  予備 4    同上  
２３  予備 5    同上  

 
伝票区分例  
（これは参考例でありこのｺｰﾄﾞに制約されるものではありません） 
 通常  取消  訂正  
納品  100 101 102 
返品  110 111 112 
値引  120 121 122 
値増  130 131 132 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（６）在庫データ  

   ①在庫データ PC 版・項目説明  
＊ファイルの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛   ,   ,｝としカンマは、省略しないものとします。 

 

項番  項目名  属

性  
桁

数  
必

須  
補足  

１  ﾚｺｰﾄﾞ区分 X 1 ●  B:固定  
２  ﾃﾞｰﾀ区分 X 2 ●  30:固定  
３  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ X 13 ●  取引先会社・部署ｺｰﾄﾞ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾛｹｰｼｮﾝﾅﾝﾊﾞｰ） 
４  取引先企業・部署略名  X 20  取引先企業略名  
５  ﾃﾞｰﾀ生成日 X 8 ●  ﾃﾞｰﾀ提供側が在庫ﾃﾞｰﾀ等作成した日（西暦 8 桁）yyyymmdd 
６  ﾃﾞｰﾀ生成時間 X 6  24 時間表記  (例 )18:25:15 （18 時 25 分 15 秒）  
７  ﾒｰｶｰ品番 X 10  ﾒｰｶｰが使用している品番:ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致

していること  
８  品名  X 25 ●  品番に対応する品名 :半角のみ  
９  商品略名  X 15  ﾒｰｶｰ商品略名:納品書表記・小売店でのﾚｼｰﾄ表記用 
１０  ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名 X 10 ●  商品ﾒｰｶｰがつけているﾌﾞﾗﾝﾄﾞ略名:半角のみ  
１１  SEQNO. 9 3  同一な商品番号での連番“000”～“999”  
１２  標準上代  9 7 ●  小売標準単価／小売単位  
１３  JAN ｺｰﾄﾞ X 13 ●  JAN・EAN・UPC ｺｰﾄﾞ（ｿｰｽﾏｰｷﾝｸﾞされたもの） 
１４  ﾒｰｶｰ規格 1 X 5 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｶﾗｰｺｰﾄﾞ・ｶﾗｰ名・ｶﾗｰ略

号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
１５  ﾒｰｶｰ規格２  X 10 ●  JAN ｺｰﾄﾞに対応する単品（品番・ｶﾗｰ・ｻｲｽﾞ）のｻｲｽﾞｺｰﾄﾞ・ｻｲｽﾞ名・ｻｲｽﾞ

略号等 : 品番 :ｶﾀﾛｸﾞ・商品ﾀｸﾞ・商品ﾏｽﾀｰ・納品書表記と一致していること 
１６  数量 1 9 5  数量 1 は、在庫数等、適宜に使用する。（当事者間で内容を定義する）  
１７  数量 2 9 5  数量 2 は、受発注数等、適宜に使用する。（当事者間で内容を定義する） 
１８  数量 3 9 5  数量 3 は、納品数等、適宜に使用する。（当事者間で内容を定義する）  
１９  予備 1    上記項目でのﾃﾞｰﾀ交換で項目が不足の場合に使用する（当事者間で内容を

定義する）  
２０  予備２     同上  
２１  予備 3    同上  
２２  予備 4    同上  
２３  予備 5    同上  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（７）データの種類とレコード構成  

 
データ種類  レコード区分  データ区分  レコード長  補足  

 
商品マスターデータＰＣ版  Ａ  60 可変長   

 
受発注データＰＣ版  Ｂ  01 可変長   

 
納品伝票データＰＣ版  Ｂ  21 可変長   

 
納品明細データＰＣ版  Ｄ  21 可変長   

 
請求合計データＰＣ版  Ｂ  11 可変長   

 
請求伝票データＰＣ版  Ｄ  11 可変長   

 
支払合計データＰＣ版  Ｂ  12 可変長   

 
支払伝票データＰＣ版  
 

Ｄ  12 可変長   
 

在庫データＰＣ版  Ｂ  30 可変長   
 

 
 

＊Ｓ研データ交換フォーマットＰＣ版の要点＊  
 
ＰＣ－ＰＯＳ、パソコンでのデータ使用、データ加工を考慮して現行Ｓ研フォーマットとの大きな違いが下記の 6 項
目となります。  
 
①ﾌｧｲﾙの保存形式は、全てＣＳＶ形式とし、未使用の項目は、｛ , ,｝としカンマは、省略しないものとします。（全デ
ータ共通）  

 
②予備項目を各ﾌｫｰﾏｯﾄ 5 個とし、必要に応じて項目追加は、OK とします。（全データ共通）  
 予備項目の内容については、個々の企業間に委ね S 研としては内容の規定をしないものとします。（全データ共通）  
 
③各項目の長さの上限（ﾊﾞｲﾄ数-半角が基準）について、一応のガイドラインとしますが、個々の企業間の合意があれば
規制はしません。（全データ共通）  
 （PC ﾌｫｰﾏｯﾄで、受け渡しが CSV であれば固定長と違い OA ｿﾌﾄ等で変更が可能ため、自社の使用ｿﾌﾄに取り込む場合
に長さの違いは調整可能。）  

 
④納品ﾃﾞｰﾀは下記の用途を想定し、２つに分離しました。 
  明細ﾃﾞｰﾀ－－－－－入荷検収用 
  伝票ﾃﾞｰﾀ－－－－－買掛照合用 
 
⑤請求ﾃﾞｰﾀは２下記の用途を想定し、２つに分離しました。 
  合計ﾃﾞｰﾀ－－－－請求金額・繰越・前回支払額・相殺金額参照用 
  伝票ﾃﾞｰﾀ－－－－買掛照合用 
 
⑥支払ﾃﾞｰﾀは下記の用途を想定し、２つに分離しました。 
  合計ﾃﾞｰﾀ－－－－支払金額・相殺金額参照用 
  伝票ﾃﾞｰﾀ－－－－売掛照合用 
 
 



 （参考）商品企画及び単品サイズの単位区分コード表                             
                                            ＪＩＣＦＳコード   
                                                       

      ００１    ｇ                               

                                                       

      ００２    ｋｇ                              

                                                       

      ００３    ｍｇ                              

                                                       

      ００４    ポンド                             

                                                       

      ００５    オンス                             

                                                       

      １０１    ｍｌ       １０６     立方センチメートル 

                                                       

      １０２    ｌ        １０７     立方メートル                   

                                                       

      １０３    ｋｌ       １０８                         

                                                       

      １０４    ｃｃ       １０９                             

                                                       

      １０５    ガロン      １１０                           

                                                       

      ２０１    ｃｍ       ２０６     インチ                 

                                                      

      ２０２    ｍ        ２０７     フィート                    

                                                       

      ２０３    ｋｍ       ２０８                              

                                                 

      ２０４    ｍｍ       ２０９                             

                                                

      ２０５    ヤード      ２１０                              

                                                   

      ３０１    ｃ㎡                                         

                                                      

      ３０２    ㎡                                        

                                                   

      ３０３    ｍ㎡                                       

                                                      

      ３０４                                               

                                                      

      ３０５                                             

                                                        

      ５０１    枚        ５１１     包        ５２１     斥       

                                                       

      ５０２    個        ５１２     組        ５２２     反    

                                                      

      ５０３    本        ５１３     箱        ５２３     かせ    

                                                      

      ５０４    冊        ５１４     台        ５２４     双  

                                                       

      ５０５    ぺージ      ５１５     丁        ５２５     帖 

                                                      

      ５０６    束        ５１６     足        ５２６     切  

                                                       

      ５０７    袋        ５１７     カプセル     ５２７     株   

                                                     

      ５０８    粒        ５１８     膳        ５２８     ダース   

                                                       

      ５０９    錠        ５１９     人前       ５２９     片       

                                                  

      ５１０    巻        ５２０     食        ５３０     デカ箱    

                                                   

                                                       

                                                       

     （注） 上記コードは状況に応じて追加、変更されることがあります。                   

                                
 



第７章  スポーツ用品商品分類 

１、スポーツ用品商品分類コードとＪＩＣＦＳ 

  スポーツ用品業界の商品分類コード設定に至る主たる背景は、ＪＩＣＦＳのサービスに

深い関わりがあります。ＪＩＣＦＳ（ＪＡＮ・アイテム・コード・ファイル・サービス）

は、流通業界におけるＪＡＮコードとその商品属性情報の提供・収集・メンテナンスにか

かる作業負担を極力軽減するための共用データベースサービスです。 
ＪＡＮコードを推進しているスポーツ用品業界でも将来、ＪＩＣＦＳに登録する企業が

増えることを想定し、ＪＩＣＦＳ登録に必要な商品分類コードを検討したのが、ここで紹

介するスポーツ用品商品分類です。 

 

ＪＩＣＦＳ     ………   Ｎ１      Ｎ２      Ｎ３        Ｎ４   Ｎ５         Ｎ６ 
商品分類体系            ――      ――      ――――――――   ―――――――― 

                       大分類    中分類          小分類              細分類 

                         ｜        ｜              ｜                  ｜ 

                         ↓        ↓              ↓                  ↓ 

JICFSにおける  ………    ５        ６       Ｓ１       Ｓ２    Ｓ３        Ｓ４ 
ｽﾎﾟｰﾂ用品の分類          ↓        ↓        ――――――――   ―――――――― 
体系                衣料･身の  ｽﾎﾟｰﾂ用品           今回見直した商品分類 

                回り品・ｽﾎﾟｰﾂ用品 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類コードの体系は上記の通り６桁で構成されており、大分類、中分類 
については別表の通り定められています。 
今回スポーツ用品情報システム研究会（Ｓ研）で検討し見直した分類コードは、ＪＩＣ

ＦＳ商品分類の小分類および細分類に該当する４桁コードです。 

 

２、商品分類の考え方      

小分類と細分類をどのような基準によって設定するかについては、初版、及び２版の反

省から、かなりの意見が交換され議論されたが、最終的に小分類２桁は日本における市場

の大きさ普及度などを考慮して決めました。第４版では他業界との調整が必要となり、部

分見直しを含めて再度検討して決めました。 
細分類の２桁は、グッズ（０１～４５）・シューズ（４６～４９）・ウェア（５０～８

９）にわけ、種目をまたがって共通に表現出来るもの（例えばバック、ボール…等）は同

一のコードとしました。これは、小売業などでの情報検索、情報加工などの利便性を考え

たものです。(但しフィッシングは釣用品業界の細分類に準じている) 

 

（１）小分類について 

      小分類をスポーツ競技別に下記のように４７分類に大別します。 



ＪＩＣＦＳ小分類一覧 
野球・ソフト                              マリーンスポーツ 
０１ 野球 ６０ ダイビング 
０２ ソフト ６１ サーフィン・ボードセーリング 
球技スポーツ ６２ ヨット・モータボート 
１０ バスケットボール ６３ カヌー・カヤック・ボート 
１１ バレーボール ６８ その他  水上バイク 
１２ ラグビー          水上スキー 
１３ サッカー          パラセール 
１４ アメリカンフットボール 武道術・格闘技 
１５ ハンドボール ７０ ボクシング 
１８ その他  ドッジボール ７１ アーチェリー・弓道 
         ビリヤード ７２ フェンシング 
         ボーリング ７３ レスリング・すもう 
         ビーチバレーボール ７４ 柔道・空手 
アスレチックスポーツ ７５ 剣道・なぎなた 
２０ フィールド・トラック ７６ 射撃 
２１ 体操 ７７ 乗馬・馬術 
２２ 水泳 水球 ７８ その他  合気道 
    飛込          銃剣道 
    シンクロナイズドスイミング          拳法道 
ラケットスポーツ          居合道 
３０ テニス・スカッシュ          太極拳 
３１ 卓球 レジャースポーツ 
３２ バドミントン ８０ 登山・ハイキング・キャンプ 
クラブスポーツ ８１ フイッシング(釣用品業界使用) 
４０ ゴルフ ８２ サイクリング 
４１ ホッケー ８３ トライアスロン 
４２ ゲートボール ８８ その他  モータースポーツ 
４３ ラクロス          スカイスポーツ 
４８ その他  グランドゴルフ その他スポーツ 
         クリケット ９０ ウオーキング・ジョギング 
         ローラーホッケー ９１ トレーニング・フィットネス 
         ポロ ９８ その他  カジュアル 
ウインタースポーツ          スクール 
５０ スキー 
５１ アイススケート 
５２ アイスホッケー 
５３ スノーボード 
５８ その他  リュージョン 
         ボブスレー 
         バイアスロン 
         カーリング 
         スノーモービル・スノーヨ

ット 
     スケートセリング 

 



（２）細分類について 
    細分類は基本的に小分類の競技をグッズ、シューズ、ウェア、に分類します。 
＊ 細分類   グッズ    （０１～ ４５） 

   シューズ  （４６～ ４９） 

   ウェア    （５０～ ８９） 

 詳細については別表の通り 

 

（３）分類名略称名について 
   カタカナ、１０桁以内で作成されますが、商取引のレシートに商品名の代わりに打

ち出され、利用されます。 

 

 

 このＪＩＣＦＳ分類コードは、当面、主に個別企業間の商品マスターデータ交換 

 において利用されます。 

 

 

 

３、今後の課題 

 もっとも重要なことは、作成されたこの分類コードがスポーツ業界に関係する各企業に

効果的に利用されることであるが、実際の利用にあたっての課題はまだまだ沢山残されて

います。ここでは現在考えられる主な課題を列挙してみました。 

 

（１）現実との整合性 
    分類の設定に関しては当然のことながらある一定の基準によってまとめられるこ

とが必要であり、分類によってその基準が変化してはならない。この点では特に細

分類の設定にあたって、はたしてこのくくりで良いのかという議論が最後までつい

てまわりました。今後、より一層完成度の高いものにするため、関係各位の建設的

なご意見をいただく必要があります。 

    小分類についても同様のことが言え、時とともに変化する実状にマッチしたものに

していく必要があります。 

 

（２）他業界との調整 

     分類コードとして設定したなかには「カジュアルウェア」のようにスポーツ用品           

    業界だけでは分類が確定しないものなどがあります。 

     これらはどの様にすべきか、「フイッシング」については釣り具業界の分類コー 

    ド、また「カジュアルウェア」もアパレル業界の分類コードと、これらの業界の分 

       類コード設定の過程途中ではありますが、いずれにしてもＪＩＣＦＳ商品分類を前  

       提とした場合、関連する他業界との調整が大きな課題として残されています。 



 

（３）メンテナンス体制 

       分類コードの設定はＳ研においていわば基礎作りを行ったわけです、時の経過とと

もにその時、その時にマッチした分類にしていく必要があります。特に、商品が従

来の販売チャネルを超えて流通するようになった現在、今後かなりの変更が必要で

あると想定されます。 

 

 

（参  考） 

ＪＩＣＦＳ商品分類（大・中分類） 

 
   大分類  中分類 

１ 食品 １ 

２ 

３ 

４ 

９ 

加工食品 

生鮮食品 

菓子 

飲料・酒類 

その他食品 

２ 日用品 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

９ 

日用雑貨 

医薬品 

化粧品 

家庭用品 

ＤＩＹ用品 

ペット用品 

その他日用品 

３ 文化用品 １ 

２ 

３ 

４ 

６ 

９ 

文具・事務用品・情報文具 

玩具 

書籍 

楽器・音響ソフト 

情報機器 

その他文化用品 

４ 耐久消費財 ２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

９ 

家具 

車両用品 

時計・メガネ 

光学・写真関連品 

家電 

その他耐久消費財 

５ 衣料・身の回り品・ 

スポーツ用品 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

９ 

衣料・衣服 

寝具・寝装品 

身の回り品 

靴・履物 

スポーツ用品 

その他衣料・身の回り品 

ＪＩＣＦＳ 

   商品分類 

９ その他商品 ９ その他商品 

 



（商品分類基準） 

    スポーツ用品 

 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  01 

５  ６  01  01 

 

 

 

５  ６  01  03 

５  ６  01  05 

 

５  ６  01  07 

 

５  ６  01  09 

 

５  ６  01  45 

 

 

 

５  ６  01  47 

 

５  ６  01  51 

５  ６  01  53 

 

５  ６  01  55 

５  ６  01  57 

５  ６  01  59 

５  ６  01  88 

 

５  ６  01  89 

 

 

５  ６  01  97 

野球 

バッグ・ケース 

 

 

 

ボール 

グラブ 

 

バット 

 

防具 

 

その他グッズ 

 

 

 

シューズ 

 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

 

スウエット 

ユニフォーム 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

 

 

  野球その他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、ヘルメットバッグ、シューズケース、 

バットケース 

硬式ボール、準硬式ボール、軟式ボール 

硬式グラブ（ファーストミット・キャッチャーミット）、 

軟式グラブ（ファーストミット・キャッチャーミット） 

硬式木製バット、硬式金属バット、軟式木製バット、 

軟式金属バット、トレーニングバット、ノックバット 

ヘルメット、キャッチャーズヘルメット、プロテクター、 

レガーツ、マスク、スロートガード、フットガード 

ベース、ネット、練習用具、補修手入れ用具、 

グランド備品、審判用具（インジケータ・ハケ等）、 

スラッガーリング、スコアブック、バッテインググラブ、 

その他グッズ 

金具スパイク、ポイントスパイク、 

トレーニングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、 

ウインドブレーカーパンツ、グランドコート 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ユニフォームシャツ、ユニフォームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ストッキング、ベルト、アンダーストッキング、 

タオル、リストバンド、ストッキング止め 

アンダーウェア、プラストロンメタリック、審判服装、 

マーク、マーク地、ラインテープ、 

スライディングパンツ、その他ウェア 

野球その他 

５  ６  02   
５  ６  02  01 

 

 

 

５  ６  02  03 

５  ６  02  05 

５  ６  02  07 

５  ６  02  09 

 

５  ６  02  45 

  

ソフトボール 

バッグ・ケース 

 

 

 

ボール 

グラブ 

バット 

防具 

 

その他グッズ 

 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、ヘルメットバッグ、シューズケース、 

バットケース 

ソフトボール 

ソフトグラブ（ファーストミット・キャッチャーミット） 

木製ソフトバット、金属製ソフトバット 

ヘルメット、キャッチャーズヘルメット、プロテクター、 

レガーツ、マスク、スロートガード、フットガード 

ベース、ネット、練習用具、補修手入れ用具、 

グランド備品、審判用具（インジケーター・ハケ等）、 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

 

５  ６  02  45 
 

５  ６  02  47 

５  ６  02  51 

５  ６  02  53 

  

５  ６  02  55 

５  ６  02  57 

５  ６  02  59 

５  ６  02  88 

 

５  ６  02  89 

 

 

５  ６  02  97 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

 

スウエット 

ユニフォーム 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

 

 

  ソフトボールその他 

スラッガーリング、スコアブック、バッティンググラブ、 

その他グッズ 

ポイントスパイク、トレーニングシューズ 

トレーニングシャツ、トレニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、 

ウインドブレーカーパンツ、グランドコート 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ユニフォームシャツ、ユニフォームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ストッキング、ベルト、アンダーストッキング、 

タオル、リストバンド、ストッキング止め 

アンダーウェア、プラストロンメタリック、審判服装、 

マーク、マーク地、ラインテープ、 

スライディングパンツ、その他ウェア 

ソフトボールその他 

５  ６  10 
５  ６  10  01 

 

 

５  ６  10  03 

５  ６  10  45 

 

 

 

５  ６  10  47 

５  ６  10  51 

５  ６  10  53 

５  ６  10  55 

５  ６  10  57 

 

５  ６  10  59 

５  ６  10  88 

５  ６  10  89 

 

５  ６  10  97 

バスケットボール 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

その他グッズ 

 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

  その他ウェア 

   

バスケットボールその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、シューズケース 

バスケットボール 

ゴール支柱、ボード、リング、リングネット、審判用具、 

オフィシャル用品、エアーポンプ、注入針、作戦盤、 

練習用具、手入れ用具、競技用具、スコアブック、 

その他グッズ 

バスケットボールシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、ランニングシャツ、 

ゲームベスト 

トレーナー、Ｔシャツ 

バスケットソックス、リストバンド、タオル 

バミューダパンツ、アンダーウェア、審判服装、 

その他ウェア 

バスケットボールその他 

５  ６  11 

５  ６  11  01 

 

 

５  ６  11  03 

５  ６  11  45 

 

 

５  ６  11  47 

バレーボール 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

その他グッズ 

 

 

  シューズ 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、シューズケース 

バレーボール、（ビーチバレーボール除く） 

バレー支柱、ネット、練習用具、競技用具、エアポンプ、 

注入針、手入れ用具、審判用具、スコアブック、 

その他グッズ 

バレーボールシューズ 



 

コード 
大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 
 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 
 

５  ６  11  51 
５  ６  11  53 

５  ６  11  55 

５  ６  11  57 

５  ６  11  59 

５  ６  11  88 

５  ６  11  89 

 

５  ６  11  97 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

 

  バレーボールその他 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、タオル、ヘアバンド、リストバンド 

ニイキャップガード、バミューダパンツ、審判服装、 

アンダーウェア、その他ウェア 

バレーボールその他 

５  ６  12 
５  ６  12  01 

 

 

５  ６  12  03 

５  ６  12  09 

５  ６  12  45 

 

 

 

５  ６  12  47 

５  ６  12  51 

５  ６  12  53 

５  ６  12  55 

５  ６  12  57 

５  ６  12  59 

５  ６  12  88 

 

５  ６  12  89 

５  ６  12  97 

ラグビー 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

防具 

その他グッズ 

 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

ラグビーその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、シューズケース 

ラグビーボール 

ヘッドギア、マウスガード 

ゴールポスト、ポストカバー、コーナーフラッグ、 

スクラムマシン、タックルバッグ、エアポンプ、注入針、 

手入れ用具、練習用具、競技用具、審判用具、 

スコアブック、その他グッズ 

ラグビーシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ（ラグビージャージ）、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、アンダーストッキング、タオル、 

ストキング 

スパッツ、アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

ラグビーその他 

５  ６  13 
５  ６  13  01 

 

 

５  ６  13  03 

５  ６  13  05 

５  ６  13  09 

５  ６  13  45 

 

 

 

 

 

５  ６  13  47 

５  ６  13  51 

サッカー 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

キーパーグローブ 

シンガード 

その他グッズ 

 

 

 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、レフリーケース、シューズバッグ 

サッカーボール 

キーパーグローブ 

シンガード 

ゴールポスト、ゴールネット、エアーポンプ、注入針、 

練習用具、手入れ用具、ボールネット、ボールカゴ、 

競技用具、タイマー、作戦盤、コーナーフラッグ、 

審判用具（ラインズマンフラグ・ホイッスル・ 

警告カード・記録カード・メモ等）、キャプテンマーク、 

スコアブック、サッカーパル、その他グッズ 

サッカースパイク、トレーニングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 



 
コード 
大 中 小 細 

 
ＪＩＣＦＳ分類名 

 
ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  13  53 

５  ６  13  55 

５  ６  13  57 

５  ６  13  59 

５  ６  13  88 

 

５  ６  13  89 

５  ６  13  97 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

  その他ウェア 

  サッカーその他 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、ゲームベスト 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、アンダーソックス、タオル、帽子、キャップ、 

ストッキング、手袋、ストキングストッパー 

審判服装、アンダーウェア、ポンチョ、その他ウェア 

サッカーその他 

５  ６  14 
５  ６  14  01 

 

 

５  ６  14  03 

５  ６  14  09 

 

５  ６  14  45 

 

 

５  ６  14  47 

５  ６  14  51 

５  ６  14  53 

５  ６  14  55 

５  ６  14  57 

５  ６  14  59 

５  ６  14  88 

５  ６  14  89 

 

５  ６  14  97 

アメリカンフットボール 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

防具 

 

  その他グッズ 

 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

 

  ｱﾒﾘｶﾝﾌｯﾄﾎﾞｰﾙその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、シューズケース 

アメリカンフットボール 

ヘルメット、マスク、プロテクター（パット・ガード）、 

マウスガード 

ゴールポスト、練習用具、ボールカゴ、競技用具、 

審判用具、タイマー、注入針、エアーポンプ、 

その他グッズ 

アメリカンフットボールシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、ストッキング、タオル、帽子、手袋 

ベンチコート、アンダーウェア、審判服装、 

その他ウェア 

アメリカンフットボールその他 

５  ６  15   
５  ６  15  01 

 

 

５  ６  15  03 

５  ６  15  45 

 

 

 

 

５  ６  15  47 

５  ６  15  51 

５  ６  15  53 

５  ６  15  55 

５  ６  15  57 

５  ６  15  59 

ハンドボール 

  バッグ・ケース 

 

 

  ボール 

  その他グッズ 

 

 

 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

ボールバッグ、シューズケース 

ハンドボール 

ゴールポスト、ゴールネット、練習用具、ボールカゴ、 

競技用具、松やに、松やにクリーナ、手入れ用具、 

審判用具、タイマー、注入針、エアーポンプ、作戦盤、 

フィンガーテープ、ラインテープ、テープ消し、 

スコアブック、その他グッズ 

ハンドボールシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 



 

コード 
大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  15  88 
 

５  ６  15  89 

５  ６  15  97 

  アクセサリー 

 

その他ウェア 

ハンドボールその他 

ソックス、ストッキング、アンダーストッキング、 

タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

ハンドボールその他 

５  ６  18 
５  ６  18  01 

５  ６  18  03 

５  ６  18  45 

５  ６  18  47 

５  ６  18  51 

５  ６  18  53 

５  ６  18  55 

５  ６  18  57 

５  ６  18  59 

５  ６  18  88 

５  ６  18  89 

５  ６  18  97 

球技スポーツその他 

  バッグ・ケース 

  ボール 

  その他グッズ 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

  アクセサリー 

その他ウェア 

  球技スポーツその他 

（ドッジボール・ビリヤード・ボーリング・ 

 ビーチバレーボール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  ６  20 
５  ６  20  01 

 

 

５  ６  20  12 

 

 

５  ６  20  14 

 

 

 

５  ６  20  45 

 

５  ６  20  47 

 

５  ６  20  51 

５  ６  20  53 

５  ６  20  55 

５  ６  20  57 

５  ６  20  59 

５  ６  20  88 

５  ６  20  89 

５  ６  20  97 

フィールド・トラック 

バッグ・ケース 

 

 

フィールド用品 

 

 

トラック用品 

 

 

 

 その他グッズ 

 

シューズ 

 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

  アクセサリー 

その他ウェア 

  フィールド・トラックその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース 

ポール、棒高跳用支柱、棒高跳用ボックス、バー、 

踏切り板、高跳用スタンド、砲丸、ハンマー、円盤、槍、 

足留材、スチールメジャー、その他フィールド用品 

スターティングブロック、ハードル、リレーバトン、 

タスキ、信号機、紙雷管、ピストル、ホイッスル、 

出発合図台、風力/風速計、決勝テープ、石灰、 

スコップ、砂ならし器（トンボ）、その他トラック用品 

判定用紅白旗、テント、競技用具、練習用具、審判用具、 

その他グッズ 

ランニングシューズ、ランニングスパイク、 

マラソンシューズ、トレーニングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、ストッキング、アンダーストキング、タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

フィールド・トラックその他 

５  ６  21 
５  ６  21  01 

 

体操（新体操含む） 

  バッグ・ケース 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース、カバー 



 

コード 
大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  21  03 
５  ６  21  09 

５  ６  21  16 

 

５  ６  21  45 

 

５  ６  21  47 

５  ６  21  51 

５  ６  21  53 

５  ６  21  55 

５  ６  21  57 

５  ６  21  59 

５  ６  21  88 

５  ６  21  89 

５  ６  21  97 

ボール 

防具 

競技器具 

 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

  アクセサリー 

その他ウェア 

  体操その他 

新体操用ボール 

プロテクター 

平行棒、あん馬、鉄棒、跳馬、つり輪、床、平均台、 

段違平行棒、踏切板、マット 

こん棒、輪、なわ、リボン、練習用具、競技用具、 

審判用具、その他グッズ 

体操シューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

レオタード、パンツ、タイツ、シャツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

キャップ、タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

体操その他 

５  ６  22 
５  ６  22  01 

 

５  ６  22  03 

５  ６  22  09 

５  ６  22  45 

 

５  ６  22  47 

５  ６  22  51 

５  ６  22  53 

５  ６  22  55 

５  ６  22  57 

５  ６  22  59 

５  ６  22  88 

５  ６  22  89 

 

５  ６  22  97 

水泳 

バッグ・ケース 

 

ボール 

防具 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

競泳着 

  トレーナー・Ｔシャツ 

  アクセサリー 

その他ウェア 

 

  水泳その他 

（水球、飛込、シンクロナイドスイミング含） 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

水球ボール 

ゴーグル、グラス、プロテクター 

ゴールポスト、ゴールネット、プール施設用具、 

プール管理用具、練習用具、審判用具、その他グッズ 

ビーチサンダル 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

スイムスーツ、スイムパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

キャップ、タオル 

アンダーウェア、ワードローブ、審判服装、 

その他ウェア 

水球その他 

５  ６  30 
５  ６  30  01 

 

 

 

５  ６  30  03 

５  ６  30  07 

５  ６  30  11 

５  ６  30  45 

 

テニス 

バッグ・ケース 

 

 

 

ボール 

ラケット 

ガット 

その他グッズ 

 

（スカッシュ含む） 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

トーナメントダッフル、ラケット型バッグ、 

円筒ボストン、シューズケース、ラケットケース 

硬式ボール、軟式ボール 

硬式ラケット、軟式ラケット 

硬式用ガット、軟式用ガット 

支柱、練習用具、ガット張り機、ネット、審判用具、 

手入れ品（グリップ・テープ等）、コート用具（ローラ・

フェンス・レイキ）スコアブック、ボールカゴ、 

その他グッズ 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  30  47 

５  ６  30  51 

５  ６  30  53 

５  ６  30  55 

５  ６  30  57 

５  ６  30  59 

５  ６  30  88 

 

５  ６  30  89 

 

 

５  ６  30  97 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

 

 

  テニスその他 

テニスシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、スカート、キュロット 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、キャップ、ベルト、ソックス、タオル、バンダナ、 

ヘッドバンド、リストバンド 

ワンピース、ブレザー、スラックス、カーディガン、 

セーター、ベスト、アンダーウェア、審判服装、 

その他ウェア 

テニスその他 

５  ６  31 
５  ６  31  01 

 

 

５  ６  31  03 

５  ６  31  07 

５  ６  31  11 

５  ６  31  45 

 

５  ６  31  47 

５  ６  31  51 

５  ６  31  53 

５  ６  31  55 

５  ６  31  57 

５  ６  31  59 

５  ６  31  88 

５  ６  31  89 

５  ６  31  97 

卓球 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

ラケット 

ラバー 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  卓球その他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース、ラケットケース 

硬式ボール、軟式ボール 

卓球ラケット 

卓球ラバー 

卓球台、サポート、練習用具、競技用品、審判用具、 

スコアブック、その他グッズ 

卓球シューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

卓球その他 

５  ６  32 
５  ６  32  01 

 

 

５  ６  32  03 

５  ６  32  07 

５  ６  32  11 

５  ６  32  45 

 

５  ６  32  47 

５  ６  32  51 

５  ６  32  53 

５  ６  32  55 

５  ６  32  57 

バドミントン 

バッグ・ケース 

 

 

シャトルコック 

ラケット 

ガット 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース、ラケットケース 

シャトル 

バドミントンラケット 

バドミントンガット 

支柱、練習用具、ガット張り機、ネット、手入れ用具、 

競技用具、審判用具、スコアブック、その他グッズ 

バドミントンシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、スカート、キュロット 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  32  57 

５  ６  32  59 

５  ６  32  88 

５  ６  32  89 

５  ６  32  97 

  ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  バドミントンその他 

セーター、ベスト 

トレーナー、Ｔシャツ 

ヘッドバンド、リストバンド、ソックス、タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

バドミントンその他 

５  ６  40 
５  ６  40  01 

５  ６  40  03 

５  ６  40  05 

５  ６  40  13 

５  ６  40  15 

５  ６  40  17 

５  ６  40  19 

５  ６  40  45 

 

 

 

５  ６  40  47 

５  ６  40  51 

５  ６  40  53 

５  ６  40  55 

５  ６  40  57 

５  ６  40  59 

５  ６  40  60 

５  ６  40  61 

５  ６  40  88 

 

５  ６  40  89 

 

 

５  ６  40  97 

ゴルフ 

バッグ・ケース 

ボール 

手袋 

ウッドクラブ 

アイアンクラブ 

パター 

キャディバッグ 

その他グッズ 

 

 

 

  シューズ 

  ポロシャツ 

ウインドブレーカー 

スウエット 

シャツ・セーター 

トレーナー・Ｔシャツ 

スラックス 

スカート 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

 

 

  ゴルフその他 

 

ボストンバッグ、シューズケース、クラブケース 

ゴルフボール 

ゴルフ手袋 

ウッドクラブ（メタルヘッドを含む） 

アイアンクラブ 

パター 

キャディバッグ 

クラブヘッドカバー、ティ、ティホルダー、マーカー、 

傘、的、支柱、ネット、手入れ用品、練習用具、 

コンペ用品、ギフト用品、クラブハウス用品、鉛筆、 

グリーンフォーク、ホルダーケース、その他グッズ 

ゴルフシューズ（スパイク付・スパイクレス） 

半袖ポロシャツ、長袖ポロシャツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

シャツ、カーディガン、セーター、ベスト 

トレーナー、Ｔシャツ 

スラックス、ショートパンツ 

スカート、キュロット 

帽子、サンバイザー、キャップ、ベルト、ソックス、 

タオル 

スーツ、ワンピース、ブレザー、ジャンパー、ブルゾン、

アンダーウェア、レインウェア、キャディウェア全般、 

その他ウェア 

ゴルフその他 

５  ６  41 
５  ６  41  03 

５  ６  41  05 

５  ６  41  07 

５  ６  41  09 

 

５  ６  41  45 

 

５  ６  41  47 

５  ６  41  51 

５  ６  41  53 

５  ６  41  55 

５  ６  41  57 

ホッケー 

ボール 

グラブ 

ステイック 

防具 

 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

ホッケーボール 

ホッケーグラブ 

ホッケースティック 

ヘッドガード、フェースガード（マスク）、レガース、 

プロテクター、パッド、シンガード 

ゴールネット、ゴール、練習用具、競技用具、審判用具、 

その他グッズ 

ホッケーシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  41  59 
５  ６  41  88 

５  ６  41  89 

５  ６  41  97 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

ホッケーその他 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ベルト、ソックス、タオル 

審判服装、その他ウェア 

ホッケーその他 

５  ６  42 
５  ６  42  01 

 

 

５  ６  42  03 

５  ６  42  07 

５  ６  42  45 

 

５  ６  42  47 

５  ６  42  51 

５  ６  42  53 

５  ６  42  57 

５  ６  42  59 

５  ６  42  88 

５  ６  42  89 

５  ６  42  97 

ゲートボール 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

スティック 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  ゲートボールその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース、スティックバッグ、収納ケース 

ゲートボール 

ゲートボールスティック 

ゲート、ゴールポール、競技用品、審判用具、 

その他グッズ 

ゲートボールシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ベルト、ソックス、タオル、手袋 

審判服装、その他ウェア 

ゲートボールその他 

５  ６  43 
５  ６  43  01 

 

 

５  ６  43  03 

５  ６  43  07 

 

５  ６  43  09 

 

５  ６  43  45 

５  ６  43  47 

５  ６  43  51 

５  ６  43  53 

５  ６  43  55 

５  ６  43  57 

５  ６  43  59 

５  ６  43  88 

５  ６  43  89 

５  ６  43  97 

ラクロス 

バッグ・ケース 

 

 

ボール 

スティック 

 

防具 

 

その他グッズ 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  ラクロスその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

シューズケース 

ラクロスボール 

キーパースティック、オフェンススティック、 

ディフェンススティック 

フェースガード付きヘルメット、ボディパット、 

グラブサイドパット、レガース 

ゴール、練習用具、競技用具、審判用具、その他グッズ 

ラクロスシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、キルト（女子） 

トレーナー、Ｔシャツ 

ベルト、ソックス、タオル 

審判服装、その他ウェア 

ラクロスその他 

５  ６  48 
５  ６  48  01 

５  ６  48  03 

５  ６  48  07 

５  ６  48  45 

クラブ競技その他 

  バッグ・ケース 

ボール 

スティック 

  その他グッズ 

（グラウンドゴルフ・クリケット・ローラーホッケー・ 

  ポロ） 

 

 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  48  47 
５  ６  48  51 

５  ６  48  53 

５  ６  48  55 

５  ６  48  59 

５  ６  48  88 

５  ６  48  89 

５  ６  48  97 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

  トレーナー・Ｔシャツ 

  アクセサリー 

その他ウェア 

  クラブ競技その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  ６  50 
５  ６  50  01 

 

 

５  ６  50  09 

５  ６  50  21 

５  ６  50  23 

５  ６  50  25 

 

５  ６  50  27 

５  ６  50  45 

 

 

５  ６  50  47 

５  ６  50  51 

５  ６  50  53 

５  ６  50  55 

５  ６  50  57 

５  ６  50  59 

５  ６  50  63 

５  ６  50  65 

５  ６  50  67 

 

５  ６  50  88 

５  ６  50  89 

５  ６  50  97 

スキー 

バッグ・ケース 

 

 

防具 

ポール 

締具 

スキー板 

 

  スキー靴 

その他グッズ 

 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

セーター 

  トレーナー・Ｔシャツ 

ジャケット 

スーツ 

スキーパンツ 

 

アクセサリー 

その他ウェア 

  スキーその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ、 

スキーキャスターバッグ、スキーケース、リュック 

ヘルメット、マスク、プロテクター 

ポール 

ビンデイング 

アルペン、ノルディック（クロス・ジャンプ）、 

グラススキー 

スキー靴 

ゴーグル、グラス、練習用具、ワキシング用具、 

ワックス、チューンアップ用品、競技用具、審判用具、

その他グッズ 

ブーツ、スノトレ、ムーンブレード 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

カーディガン、セーター 

トレーナー、Ｔシャツ 

ジャケット、ベスト、キルト、ピステ 

スーツ、ワンピース 

サロペット、オーバーパンツ、スキーパンツ、 

スレンダー、リフトパンツ 

帽子、キャップ、ソックス、タオル、手袋 

アンダーウェア、その他ウェア 

スキーその他 

５  ６  51 
５  ６  51  01 

 

５  ６  51  09 

５  ６  51  45 

 

５  ６  51  47 

５  ６  51  51 

５  ６  51  53 

アイススケート 

バッグ・ケース 

 

防具 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレニングウェア 

  ウインドブレーカー 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

ヘルメット、プロテクター、レガーツ 

チューンアップ用品、競技用具、審判用具、 

その他グッズ 

スケート靴（フィギャスケート・スピードスケート） 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  51  55 

５  ６  51  57 

 

５  ６  51  59 

５  ６  51  88 

５  ６  51  89 

５  ６  51  97 

スウエット 

コスチューム 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

アイススケートその他 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

コスチューム、シャツ、パンツ、スラックス、 

ワンピース 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ソックス、タオル、手袋 

アンダーウェア、オーバーパンツ、その他ウェア 

アイススケートその他 

５  ６  52 
５  ６  52  01 

 

５  ６  52  03 

５  ６  52  05 

５  ６  52  09 

 

５  ６  52  45 

 

５  ６  52  47 

５  ６  52  51 

５  ６  52  53 

５  ６  52  57 

５  ６  52  59 

５  ６  52  88 

５  ６  52  89 

５  ６  52  97 

アイスホッケー 

バッグ・ケース 

 

  パック 

グラブ 

防具 

 

その他グッズ 

 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

ゲームウェア 

  トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  アイスホッケーその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

パック 

グラブ 

ヘルメット、マスク、プロテクター、レガーツ、肩当て、 

肘当て、レッグガード 

ゴール、練習用具、審判用具、審判用器具全般、 

ゴールネット、その他グッズ 

スケート靴（ホッケー） 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ストッキング、ソックス、タオル、手袋 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

アイスホッケーその他 

５  ６  53 
５  ６  53  01 

 

５  ６  53  25 

５  ６  53  45 

５  ６  53  47 

５  ６  53  51 

５  ６  53  53 

５  ６  53  55 

５  ６  53  59 

５  ６  53  63 

５  ６  53  88 

５  ６  53  89 

５  ６  53  97 

スノーボード 

バッグ・ケース 

 

  スノーボード 

その他グッズ 

  シューズ 

  トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

  トレーナー・Ｔシャツ 

ジャケット 

アクセサリー 

その他ウェア 

  スノーボードその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

スノーボード板 

ビンディング、その他グッズ 

スノーボードブーツ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

フリース、ジャケット 

帽子、ソックス、タオル、手袋 

アンダーウェア、その他ウェア 

スノーボードその他 

５  ６  58   
５  ６  58  01 

５  ６  58  45 

５  ６  58  49 

５  ６  58  51 

５  ６  58  53 

ウインタースポーツ・その他 

バッグ・ケース 

その他グッズ 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

（リュージョン・ボブスレー・バイアスロン・ 

  カーリング・スノーモービル・スノーヨット・ 

  スケートセリング） 

 

 

 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  58  55 
５  ６  58  59 

５  ６  58  88 

５  ６  58  89 

５  ６  58  97 

スウエット 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

ウインタースポーツその他 

 

５  ６  60   
５  ６  60  29 

５  ６  60  31 

５  ６  60  33 

５  ６  60  34 

５  ６  60  35 

５  ６  60  45 

 

５  ６  60  47 

５  ６  60  55 

５  ６  60  57 

５  ６  60  59 

５  ６  60  88 

５  ６  60  89 

５  ６  60  97 

ダイビング 

マスク 

足ヒレ 

タンク 

レギュレーター 

ウエットスーツ 

その他グッズ 

 

シューズ 

スウエット 

水着 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

ダイビングその他 

 

海水マスク 

足ヒレ 

タンク 

レギュレーター、Ｂ・Ｃ・Ｄ 

ドライスーツ、ウエットスーツ 

スノーケル、ライフジャケット、ナイフ、銃、モリ、 

ダイビングパーツ、その他グッズ 

マリンブーツ、サンダル 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

水着、トランクス 

トレーナー･Ｔシャツ 

キャップ、サングラス、手袋 

その他ウェア 

ダイビングその他 

５  ６  61   
５  ６  61  35 

５  ６  61  37 

５  ６  61  45 

５  ６  61  55 

５  ６  61  57 

５  ６  61  59 

５  ６  61  88 

５  ６  61  89 

５  ６  61  97 

サーフィン・ボードセーリング 

ウエットスーツ 

ボード 

その他グッズ 

スウエット 

水着 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

ｻｰﾌｨﾝ･ﾎﾞｰﾄﾞｾｰﾘﾝｸﾞその他 

 

ドライスーツ、ウエットスーツ 

サーフボード、セールボード、ボディボード 

ライフジャケット、サーフィン用品、その他グッズ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

水着、トランクス 

トレーナー･Ｔシャツ 

キャップ、サングラス、手袋 

アンダーウェア、その他ウェア 

サーフィン・ボードセーリングその他 

５  ６  62   
５  ６  62  35 

５  ６  62  37 

５  ６  62  45 

 

５  ６  62  47 

５  ６  62  51 

５  ６  62  53 

５  ６  62  55 

５  ６  62  57 

 

５  ６  62  59 

５  ６  62  88 

５  ６  62  89 

ヨット・モーターボート 

ウエットスーツ 

艇 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

 

ドライスーツ、ウエットスーツ 

艇 

航海機器、メンテナンス用品、安全備品、内外装用品、 

ライフジャケット、バッグ、その他用具 

マリンブーツ、デッキシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ブルゾンジャケット、オーバー、ポロシャツ、 

ショートパンツ、ロングパンツ、レインウェア 

トレーナー･Ｔシャツ 

キャップ、サングラス、手袋、ヨットタイマー 

その他ウェア 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  62  97 ﾖｯﾄ・ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄその他 ヨット・モーターボートその他 

５  ６  63   
５  ６  63  07 

５  ６  63  09 

 

５  ６  63  35 

５  ６  63  37 

５  ６  63  45 

 

５  ６  63  47 

５  ６  63  51 

５  ６  63  53 

５  ６  63  55 

５  ６  63  57 

 

５  ６  63  59 

５  ６  63  88 

５  ６  63  89 

５  ６  63  97 

カヌー・カヤック・ボート 

パドル・オール 

防具（セーフティギア） 

 

ウエットスーツ 

艇 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

ｶﾇｰ･ｶﾔｯｸ･ﾎﾞｰﾄその他 

 

パドル、オール 

ヘルメット、プロテクター、レスキュウロープ、ベルト、 

ハーネス、スローバッグ、その他レスキュー用品 

ドライスーツ、ウエットスーツ 

カヌー、ボート、カヤック 

ヴィセール、バッグ、ケース、ライフジャケット、 

ボギー、補修手入れ用品、ホイール、その他用具 

サンダル、シューズ、ブーツ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ジャケット、ショートパンツ、ロングパンツ、パーカー、 

オーバー、ランニングシャツ、レインウェア 

トレーナー･Ｔシャツ 

帽子、キャップ、サングラス、手袋 

その他ウェア 

カヌー・カヤック・ボートその他 

５  ６  68   
５  ６  68  01 

５  ６  68  45 

５  ６  68  51 

５  ６  68  53 

５  ６  68  55 

５  ６  68  59 

５  ６  68  88 

５  ６  68  89 

５  ６  68  97 

マリンスポーツその他 

バッグ・ケース 

その他グッズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

マリーンスポーツその他 

（水上バイク・水上スキー・パラセール） 

 

５  ６  70   
５  ６  70  01 

 

５  ６  70  05 

５  ６  70  09 

 

５  ６  70  45 

 

 

 

５  ６  70  47 

５  ６  70  51 

５  ６  70  53 

５  ６  70  55 

５  ６  70  57 

ボクシング 

バッグ・ケース 

 

グローブ 

防具 

 

その他グッズ 

 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ガウン・パンツ 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

ボクシンググローブ、パンチンググローブ 

バンテージ、ヘッドガード、マウスピース、 

カッププロテクター 

練習用マシン、練習用具、リング用具、審判用具、 

メディシンボール、キックミット、スタンドセット、 

パンチングボール、パンチングミット、 

トレーニングバッグ、ウオーターバッグ、その他グッズ 

ボクシングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ガウン、トランクス 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  70  59 

５  ６  70  88 

５  ６  70  89 

５  ６  70  97 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  ボクシングその他 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、アンダーストッキング、タオル 

アンダーウェア、審判服装、減量衣、その他ウェア 

ボクシングその他 

５  ６  71   
５  ６  71  01 

５  ６  71  03 

５  ６  71  07 

５  ６  71  09 

 

５  ６  71  45 

 

５  ６  71  47 

５  ６  71  51 

５  ６  71  53 

５  ６  71  55 

５  ６  71  57 

 

５  ６  71  59 

５  ６  71  88 

５  ６  71  89 

５  ６  71  97 

アーチェリー・弓道 

矢筒 

矢 

弓 

防具 

 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

アーチェリー・弓道その他 

 

バッグ、ケース、矢筒（和） 

矢、ノック、ポイント、羽根 

弓 

アームガード、グラブ（かけ）、タブ（かけ）、 

チェストガード（胸当）、ボースリング 

スタピライザー、弦、的紙、標的、サイト、クィーバー、 

弓用アクセサリー、競技用器具、その他グッズ 

シューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

シャツ、セーター、ベスト、スラックス、弓道衣、帯、

キュロット 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、帽子、ベルト、タオル 

アンダーウェア、その他ウェア 

アーチェリー・弓道その他 

５  ６  72   
５  ６  72  01 

 

５  ６  72  05 

５  ６  72  07 

５  ６  72  09 

５  ６  72  45 

 

５  ６  72  47 

５  ６  72  51 

５  ６  72  53 

５  ６  72  57 

５  ６  72  59 

５  ６  72  88 

５  ６  72  89 

 

５  ６  72  97 

フェンシング 

バッグ・ケース 

 

グラブ 

剣 

  防具 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

ユニフォーム 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

 

フェンシングその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

グラブ 

剣 

プロテクター、マスク 

マット、練習用具、競技用用具、審判用具、 

補修手入れ用具、その他グッズ 

フェンシングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

ユニフォーム、ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ストッキング、アンダーストッキング、タオル 

プラストロンメタリック、アンダーウェア、審判服装、 

その他ウェア 

フェンシングその他 

５  ６  73 
５  ６  73  01 

 

５  ６  73  45 

 

レスリング・すもう 

バッグ・ケース 

 

その他グッズ 

 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

マット、練習用具、競技用具、審判用具、土俵たわら、 

軍配、すもうマット、その他グッズ 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  73  47 

５  ６  73  51 

５  ６  73  53 

５  ６  73  55 

５  ６  73  57 

５  ６  73  59 

５  ６  73  88 

５  ６  73  89 

５  ６  73  97 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ユニフォーム・まわし 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  レスリング・すもうその他 

レスリングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

レスリングパンツ、まわし 

トレーナー、Ｔシャツ 

ソックス、タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

レスリング・すもうその他 

５  ６  74   
５  ６  74  01 

 

５  ６  74  09 

 

５  ６  74  45 

 

５  ６  74  51 

５  ６  74  53 

５  ６  74  57 

５  ６  74  88 

５  ６  74  89 

５  ６  74  97 

柔道・空手 

バッグ・ケース 

 

防具 

 

その他グッズ 

 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

柔道衣・空手衣 

アクセサリー 

その他ウェア 

柔道・空手その他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

プロテクター、バンテージ、サポーター、 

ヘッドキャップ 

練習用具、審判用具、柔道畳、試合用各種用具、 

サンドバッグ、空手ミット、その他グッズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

柔道衣、空手衣、帯 

タオル 

アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

柔道・空手その他 

５  ６  75 
５  ６  75  01 

 

 

５  ６  75  07 

５  ６  75  09 

５  ６  75  45 

 

 

５  ６  75  51 

５  ６  75  53 

５  ６  75  57 

５  ６  75  88 

５  ６  75  89 

５  ６  75  97 

剣道・なぎなた 

バッグ・ケース 

 

 

竹刀・なぎなた 

防具 

その他グッズ 

 

 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

剣道衣・なぎなた衣 

アクセサリー 

その他ウェア 

剣道・なぎなたその他 

 

竹刀袋、木刀用袋、なぎなた用袋、道衣袋、垂袋、 

遠征バッグ、防具袋（ボストン型・一般型）、 

小物入（印伝袋） 

竹刀、木刀、なぎなた 

面、胴、甲手、垂、脛当 

竹刀鍔、鍔止め、柄皮、ツル、中結革、竹刀削り、先革、 

先ゴム、ちかわ、紐類、竹刀立て、スコアブック、 

その他グッズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

剣道衣、剣道袴、羽織、なぎなた衣 

手ぬぐい、足袋、頭巾、甲手下、あご汗取り 

その他ウェア 

剣道・なぎなたその他 

５  ６  76 

５  ６  76  01 

 

５  ６  76  03 

５  ６  76  09 

５  ６  76  39 

５  ６  76  45 

射撃 

バッグ・ケース 

 

弾丸・クレー 

防具 

銃 

その他グッズ 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

弾丸、クレー 

プロテクター 

ライフル銃、散弾銃、銃 

放出機（トラップ）、消音器、照準器、マット、 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  76  45 

 

５  ６  76  47 

５  ６  76  51 

５  ６  76  53 

５  ６  76  55 

５  ６  76  57 

５  ６  76  59 

５  ６  76  88 

５  ６  76  89 

５  ６  76  97 

その他グッズ 

 

  シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  射撃その他 

キャンバス、望遠鏡、標的、スリング、競技用具、 

チューンアップ用品、審判用具、その他グッズ 

射撃シューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ソックス、タオル、手袋 

チョッキ、ベスト、審判服装、その他ウェア 

射撃その他 

５  ６  77 

５  ６  77  01 

 

５  ６  77  07 

５  ６  77  09 

５  ６  77  41 

５  ６  77  45 

 

５  ６  77  47 

５  ６  77  51 

５  ６  77  53 

５  ６  77  57 

５  ６  77  88 

 

５  ６  77  89 

５  ６  77  97 

乗馬・馬術 

バッグ・ケース 

 

ベン 

防具 

引手・鞍 

その他グッズ 

   

  シューズ 

シャツ 

ブラウス 

乗馬服 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

乗馬・馬術その他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

ベン 

ヘルメット、プロテクター 

鞍、くつわ、馬靭、手綱、むち、むながい、腹帯 

蹄鉄、拍車、競技用具、審判用具、手入れ用具、 

その他グッズ 

乗馬靴、ブーツ 

シャツ 

ブラウス 

上ラン、乗馬服、乗馬ズボン、キュロット 

シルクハット、山高帽、ネクタイ、スカーフ、ソックス、

タオル、手袋 

レインウェア、審判服装、その他ウェア 

乗馬・馬術その他 

５  ６  78 

５  ６  78  01 

５  ６  78  07 

５  ６  78  09 

５  ６  78  45 

５  ６  78  47 

５  ６  78  51 

５  ６  78  53 

５  ６  78  55 

５  ６  78  57 

 

５  ６  78  59 

５  ６  78  88 

５  ６  78  89 

５  ６  78  97 

武道その他 

バッグ・ケース 

武道刀 

防具 

その他グッズ 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

武道衣 

 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

武道その他 

(合気道・銃剣道・拳法道・居合道・太極拳) 

居合刀袋、木銃用袋、道衣袋、遠征バッグ 

居合刀、太刀、木銃 

面、胴、甲手、垂、脛当 

刀掛け、刀手入れセット、その他グッズ 

太極拳シューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

合気道衣、銃剣道衣、拳法衣、居合道衣、居合袴、 

居合帯、銃剣道ベルト 

トレーナー、Ｔシャツ 

手ぬぐい、足袋、頭巾 

その他ウェア 

武道その他 

５  ６  80 
５  ６  80  01 

登山・ハイキング・キャンプ 

  ザック 

 

ザック、リュック、ディパック 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  80  09 

５  ６  80  42 

 

５  ６  80  43 

５  ６  80  44 

 

５  ６  80  45 

 

 

５  ６  80  47 

５  ６  80  51 

５  ６  80  53 

５  ６  80  55 

５  ６  80  69 

５  ６  80  71 

５  ６  80  88 

５  ６  80  89 

 

５  ６  80  97 

防具 

調理具 

 

シュラフ 

テント・シート 

 

その他グッズ 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

セーター 

防寒着 

ニッカーパンツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

 

  登山･ﾊｲｷﾝｸﾞ･ｷｬﾝﾌﾟその他 

ゴーグル、グラス、ヘルメット、スパッツ 

コンロ、飯盒、コッヘル、水筒、ポリタン、ナイフ、 

燃料、調理セット、鍋、バーベキューセット 

シュラフ、マット、毛布 

テント、グランドシート、タープ、ポール、ロープ、 

ペグ 

ザイル、アイゼン、ハーケン、カラビナ、ピッケル、 

キャンピングベッド、クーラー、テーブル、磁石、 

ライト、ランタン、高度計、ストック、その他グッズ 

登山靴、スニーカー、トレッキングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

セーター、ベスト 

防寒着、ダウンジャケット、マフラー 

ニッカーポッカー、ズボン 

帽子、ソックス、ベルト、手袋、タオル、雨具 

チョッキ、ベスト、アンダーウェア、レインウェア、 

ポンチョ、その他ウェア 

登山・ハイキング・キャンプその他 

５  ６  81 

５  ６  81  01 

５  ６  81  02 

５  ６  81  04 

５  ６  81  11 

５  ６  81  12 

５  ６  81  13 

５  ６  81  14 

５  ６  81  21 

５  ６  81  31 

５  ６  81  32 

５  ６  81  41 

５  ６  81  42 

５  ６  81  51 

５  ６  81  52 

５  ６  81  53 

５  ６  81  54 

５  ６  81  55 

５  ６  81  56 

５  ６  81  57 

フイッシング 

釣り竿（カーボンロッド） 

釣り竿（フェノール、新素材） 

釣用リール 

釣糸 

釣針 

仕掛・毛針・擬似餌 

ウキ 

釣餌 

ルアー 

フライ 

フイッシングウェア 

釣用履物・身の回り品 

釣用バッグ・ケース類 

釣用クーラー 

釣用照明器具 

仕掛部材 

釣用工具・器具 

釣用加工・補修部材 

フィッシングその他 

釣用品業界に準ずる。 

 

５  ６  82 

５  ６  82  01 

５  ６  82  40 

５  ６  82  45 

 

サイクリング 

バッグ・ケース 

自転車 

その他グッズ 

 

 

バッグ、ハンドルバッグ、ウエストバッグ、ディパック 

自転車 

チューンアップ用品、競技用具、審判用具、ボトル 

サドルカバー、工具、その他グッズ 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  82  47 
５  ６  82  51 

５  ６  82  53 

５  ６  82  55 

５  ６  82  57 

５  ６  82  59 

５  ６  82  88 

５  ６  82  89 

５  ６  82  97 

  シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

  サイクリングその他 

サイクリングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ソックス、タオル、手袋、サングラス 

ワンピース、アンダーウェア、審判服装、その他ウェア 

サイクリングその他 

５  ６  83 
５  ６  83  01 

 

５  ６  83  40 

５  ６  83  45 

５  ６  83  47 

５  ６  83  51 

５  ６  83  53 

５  ６  83  57 

５  ６  83  59 

５  ６  83  88 

５  ６  83  89 

５  ６  83  97 

トライアスロン 

バッグ・ケース 

 

自転車 

その他グッズ 

  シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

トライアスロンその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

自転車 

サドルカバー、ボトル、その他グッズ 

トライアスロンシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ソックス、タオル、手袋、サングラス 

その他ウェア 

トライアスロンその他 

５  ６  88 
５  ６  88  01 

５  ６  88  45 

５  ６  88  47 

５  ６  88  51 

５  ６  88  53 

５  ６  88  57 

５  ６  88  59 

５  ６  88  88 

５  ６  88  89 

５  ６  88  97 

レジャースポーツその他 

バッグ・ケース 

その他グッズ 

  シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

その他ウェア 

レジャースポーツその他 

（モータースポーツ・スカイスポーツ） 

 

５  ６  90 

５  ６  90  45 

 

５  ６  90  47 

５  ６  90  51 

５  ６  90  53 

５  ６  90  55 

５  ６  90  59 

５  ６  90  88 

 

ウォーキング・ジョギング 

その他グッズ 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

 

中敷、靴クリーム、靴クリーナ、消臭スプレー、 

靴ブラシ、その他グッズ 

ウォーキングシューズ、ジョギングシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

帽子、ベルト、ソックス、タオル、シューズケース、 

手袋、靴紐、リストバンド、ヘアーバンド、 

イヤーバンド 



 

コード 

大 中 小 細 

 

ＪＩＣＦＳ分類名 

 

ＪＩＣＦＳ商品分類基準 

５  ６  90  89 
 

５  ６  90  97 

  その他ウェア 

 

  ｳｫｰｷﾝｸﾞ･ｼﾞｮｷﾞﾝｸﾞその他 

アンダーウェア、タイツ、ウォーマコート、ポンチョ、 

その他ウェア 

ウォーキング・ジョギングその他 

５  ６  91  
５  ６  91  01 

 

５  ６  91  45 

 

 

５  ６  91  47 

５  ６  91  51 

５  ６  91  53 

５  ６  91  55 

５  ６  91  57 

５  ６  91  59 

５  ６  91  88 

 

５  ６  91  89 

５  ６  91  97 

トレーニング・フイットネス 

バッグ・ケース 

 

その他グッズ 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

ゲームウェア 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

ﾄﾘｰﾆﾝｸﾞ･ﾌｨｯﾄﾈｽその他 

 

ドラムバッグ、ショルダーバッグ、ダッフルバッグ、 

ボストンバッグ、ディパック、ポーチ、ウエストポーチ 

エキスパンダー、鉄アレー、バーベル、ダンベル、 

腹筋台、ウェートトレーニングマシン、ベンチ、マット、 

ランニングマシン、リラクゼィション、その他グッズ 

トレーニングシューズ、フィットネスシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

ゲームシャツ、ゲームパンツ、レオタード、ショーツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

ヘッドバンド、リストバンド、ベルト、ソックス、 

レッグウオーマー、タオル 

アンダーウェア、その他ウェア 

トレーニング・フイットネスその他 

５  ６  98   
５  ６  98  01 

５  ６  98  45 

 

 

 

５  ６  98  47 

５  ６  98  51 

５  ６  98  53 

５  ６  98  55 

５  ６  98  59 

５  ６  98  88 

 

５  ６  98  89 

 

５  ６  98  97 

その他スポーツ 

バッグ・ケース 

その他グッズ 

 

 

 

シューズ 

トレーニングウェア 

ウインドブレーカー 

スウエット 

トレーナー・Ｔシャツ 

アクセサリー 

 

その他ウェア 

 

その他スポーツ 

(カジュアル・スクール) 

バッグ、ケース 

紅白玉入台、とび縄、飛び箱、踏切台、平均台、一輪車、

ハードル、マット、ストップウォッチ、ホイッスル、 

メジャー、ライン引き、ラインテープ、防水液、万歩計、

旗杯、その他グッズ 

体育館シューズ、ビジネスシューズ 

トレーニングシャツ、トレーニングパンツ 

ウインドブレーカーシャツ、ウインドブレーカーパンツ 

スウエットシャツ、スウエットパンツ 

トレーナー、Ｔシャツ 

紅白帽子、鉢巻、帽子、キャップ、ベルト、ソックス、

タオル、手袋 

ショートパンツ、スカート、ロングパンツ、セーター、 

ベスト、その他ウェア 

その他スポーツ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



第 8章 サイズコードに関する考察 

 

1．サイズコードとは 

 サイズコードとは、商品の単品を特定するためのコードとして商品コード・カラーコー

ドと共に情報処理におけるキーコードとしての重要性があります。 

 特に、スポーツ用品業界においてのサイズコードの特殊性は、商品及びカラー等のよう

にコード化の対象とは別のルールによってコード化されている訳ではなく、通常商品規格

としての、サイズ表現そのものをコードとして、利用運用しているケースがほとんどです。 

 したがって、標準サイズコード設定に当たっては、商品規格としてのサイズの統一化こ

そ重要な課題ですが、このマニュアルにおきましては情報化促進の為の、サイズコード登

録の運用に視点を置き、サイズコード利用のガイドラインを検討しております。 

 

2．サイズコードの現状 

 商品規格としてのサイズの現状については、日本国内においてはＪＩＳ（日本工業規格）

注1または、ＪＡＳＰＯ（（社）日本スポーツ用品工業協会）注2によって、一部の商品類に

関して規格が定められていますが、規格が定められていない商品類もあり、また、完全に

これらの規格が運用されていないのが現状です。 

 更に、スポーツ用品においては輸入商品も多く扱われており、そのような商品について

は様々な規格が使用されているのが現状です。 

 サイズコードについてはこのような商品規格に基づいてコード化され、コンピュータに

登録されているため、同一商品類についてもメーカーによって様々なサイズコードが発生

し登録・運用されています。 

この様な現状から、特に流通段階におけるコンピュータの利用・運用に様々なサイズコ

ードの登録が必要となり、多くの問題点が発生しています。 

 

3．サイズコード利用のガイドライン 

この様な問題点の解決に向けて、サイズコード利用のガイドラインを策定しております。 

 

サイズコード利用ガイドライン 

 

メーカーに於いて、サイズコード登録に当たっては以下の事項に注意してください。 

（1）商品、カタログ、伝票、交換データ、その他のサイズコードの表示統一を徹底する． 

（2）データ交換利用に当たっては、商品出荷以前にメーカー側よりサイズコード情報が 



  提供出来る様にする。 

（3）サイズコード設定に当たっては、出来る限り英数字を用い、特殊な文字を使用して 

  はならない。 

（4）原則としてサイズコードには、商品規格以外の内容に利用してはならない。 

（5）フリーサイズのサイズコードには、‘F’を使用する。 

（6）サイズの無い商品のサイズコードは‘ ’（スペース）を使用する。但し、サイズ 

  コード登録でスペースが使用できない場合は、‘Ⅹ’を使用する。 

 

以上ですが、商品規格に基づくサイズコード登録に当たっては業界各社の登録内容をよ

く調査し、出来る限り同一の商品類については、同一のサイズコードを登録するよう注意

してください。 

 

4．今後の方向性 

標準サイズコード設定に向けての、サイズ規格の統一化については非常に重要な課題で

はありますが、各方面に渡って様々な問題が有るため、今後とも完全な統一化がなされる

事は難しいのが現状であると思われます。 

しかしながら、情報化の発展と共に企業間のデータ交換は今後ますます盛んになり、従

って、コードの統一化が重要な問題となります。 

そこで、この様な現状に左右されず今後の業界の情報化を促進していく為、商品の単品

を特定するためのキーコードとしては、ＪＡＮコードの利用促進が重要なテーマであると

考えます。従いまして、サイズコード利用ガイドラインの遵守と共に、ＪＡＮコードのソ

ースマーキング率のアップと、ＪＡＮコードの活用を検討していく事が必要であると考え

ます。 

 

注１）新ＪＩＳサイズ 

   既製衣料品のサイズについてのＪＩＳ規格です。 

   規格は次の６分類が定められています。 

   乳幼児用衣料サイズ              （ＪＩＳ  L  ４００１） １９８３年 改正 

   少年用衣料のサイズ              （ＪＩＳ  L  ４００２） １９９７年 改正 

   少女用衣料のサイズ              （ＪＩＳ  L  ４００３） １９９７年 改正 

   成人男子用衣料のサイズ          （ＪＩＳ  L  ４００４） １９９６年 改正 

   成人女子用衣料のサイズ          （ＪＩＳ  L  ４００５） １９９７年 改正 

   ﾌｧｳﾝﾃﾞｼｮﾝｶﾞｰﾒﾝﾄ・靴下のサイズ  （ＪＩＳ  L  ４００６） １９８７年 改正 

      問い合わせ先：工業技術院標準部消費生活規格課 

            ＴＥＬ ０３－３５０１－５６８３ 



 

注２)ＪＡＳＰＯサイズ 

     昭和５１年６月１日にＪＡＳＰＯより発表され、スポーツウェアに対して統一的に 

     サイズ表示を行ってきました。 

     １９９６年に改正され、次のような規格が定められています。 

     成人男子の基本寸法 

     成人女子の基本寸法 

 

   問い合わせ先：(社)日本スポーツ用品工業協会 

          ＴＥＬ ０３－３２１９－２０４１   ＦＡＸ ０３－３２１９－２０４３ 

 

 

（注）衣料品の標準サイズコード（案）は（財）流通システム開発センター発行の「アパ 

   レル標準ＥＤＩ」をご参照ください。 

 

 



第９章 ＪＡＮタグ・ガイドライン 

１． ＪＡＮタグ標準化の考え方 

 衣料品等において、商品の発売元がＪＡＮシンボルをソースマーキングするタグを「Ｊ

ＡＮタグ」と呼びます。ＪＡＮタグは、販売店頭のＰＯＳで直接読み取られるだけではな

く、場合によっては販売価格を表示する機能も果たすことになります。ＪＡＮタグは、そ

のための新たなタグを作成する必要はなく、従来から商品に取り付けられているブランド

タグ等を使用するのが一般的です。 

 ブランドタグは、大きさ・形状・デザイン等により顧客の視認性を向上させブランド・

アイテムの差別化を表現する効果がある反面、タグサイズレイアウトの不統一によりタグ

メーカーにおいて印字機のタグ用紙の取り替えが頻繁に発生し、人手がかかるとともに印

字速度が低下し、結果としてタグ作成コストの増加にもなります。 

 ＪＡＮタグを有効かつ効率的に運用するためには、各メーカーに依存されているタグの

大きさ・レイアウトについての一定のルールが必要であると共に、タグ・サイズもルール

を設けています。 

 

２．ＪＡＮタグ・サイズ標準仕様 

大手アパレルを中心にアパレル企業２０社近くのブランド・タグを、１０００種近く集

め、そのサイズを分類した分布調査結果や、ＰＯＳ値札のＪＩＳサイズとの整合性の観点

から、一般的に使用頻度が高く、通常の必要性でカバーできると思われる次の６種類のサ

イズに絞り込みました。 

                                      

（１）⑤，⑥は単独使用を前提としていますが、①，②，③，④は二重タグ使用も考え          

   られます。また、①，②についてはシール仕様もあります。 

（２）ＪＡＮコードの規格への適合、及び店頭での小売値札とのマッチングを考慮して 

   タグの巾をＰＯＳ値札のＪＩＳ規格としました。 

（３）衣料ブランドタグの表示内容・レイアウトを考慮し、タグの長さを設定しました。 

（４）上記をふまえ、更に一般的な電子式バーコードプリンターでの運用を考慮し、 

   仕様として、角Ｒの定義・センターホールの定義を行っています。 

（５）なお、電子式バーコードプリンターの重要なスペックである用紙材質については   

   個別に機器メーカーとの打合せを行って下さい。 

 

     二重タグとは：表示すべき項目が多く、一枚のタグ（主タグ）に表示しきれな 

           い項目について、もう一枚のタグ（副タグ）に表示する場合、こ 

           れらのタグを二重タグという。 

 

１. 

１ .



 

衣料品・身の回り品等の標準ＪＡＮブランドタグサイズ 

 

                      （単位：㎜）   Ａ    Ｂ   Ｃ 

                                       ① JIS10 号タグ   5.0    25.0   32.0 
                                         (JIS20 号ｼｰﾙ) 

      

② JIS11 号タグ   5.0    40.0   37.0 
                                         (JIS21 号ｼｰﾙ) 

 

③ JIS12 号タグ   5.0    60.0   37.0 

 

④ JIS13 号タグ   5.0    60.0   42.0 

 

⑤ ③の縦長タグ  5.0    87.0   37.0 

                     

⑥ ④の縦長タグ  5.0    87.0   42.0 

 

 

 

 

※ 角Ｒ対応（つける場合） 

                                                      

 

                         センターホール対応用紙の場合 

                        角Ｒづけは任意である。 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5φ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

 

 
4.0R 

0.5R 



 

３．表示項目とレイアウト 

 ＪＡＮタグ上のレイアウトについて、次のとおり規定しています。 

 

(１)縦型タグのレイアウトとその記載項目 

 

     レイアウト              記載項目  

                            （ ）内は桁数を示す。 

              商品識別(ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名等)     

                         ゾーン２： 

               ﾒｰｶｰ管理用ｺｰﾄﾞ      ①メーカー品番  （15） 

              (ﾒｰｶｰ･品番等)      ②服種表示       （4） 

                          消費者情報        ③カラーJCC 準拠  （5） 

             (ｶﾗｰ･ｻｲｽﾞ･素材等)   ④サイズ JIS 準拠 （5） 

                             ・サイズ呼称  （4） 最大 4 桁 

              JAN ｼﾝﾎﾞﾙ         ・寸法表示    （7） 

                        ⑤品質表示（一括）（4） 

              ﾒｰｶｰ希望小売価格     ・部品表示    （4） 

                            ・素材表示    （4） 最大 6 桁 

・混用率      （3） 

       必須    任意(ｵﾌﾟｼｮﾝ)        ・付帯事項    （4） 

                         ⑥原産国表示   （4） 

                         ⑦表示者名 

                         ⑧その他表示   （4） 

                       

                        ゾーン３： 

                         ⑨JAN シンボル 

                        

                        ゾーン４： 

                         ⑩メーカー希望小売価格(8) 

 

ゾーンⅢのＪＡＮシンボル表示について 

                                        

               ＪＡＮシンボルの天地寸法規定は以下の通りとします。 

                  1.0 倍:11 ㎜  0.8 倍:９㎜           

                   

                （補足）アイテムコード(数字)を拡大表示可能   

 

 

 

ゾーン１ 

 
 
ゾーン２ 

ゾーン３ 
 
ゾーン４ 

・二重タグの場合は、ゾーン１，２，４の 
一部は他のタグに移ります。 
・ゾーン１，２，４が省略された場合は 
ＪＡＮ専用タグになります。 
・タグ上には、必要に応じて自由にミシン 
目を入れることが可能で、ミシン目の位置

についても規定はありません。 
 

  4 9 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
0 1 

 ４９１２３４５６７８９０１ 



注意事項 

メーカーが、自社管理用バーコードを商品に表示する場合、ＪＡＮシンボルとの混  

用を避けるために、次の条件が必要です。 

(１)ＪＡＮ以外のバーコードシンボルを使用すること。 

   例：ＩＦＴ、コード３９等注意事項 

 (２)ＪＡＮタグ以外のタグに表示すること。 

 
 
アパレルＪＡＮタグ例 
 
 
 
 
 
 
 
 

       品番  ＡＢＣ－１２３ＤＥ     
       品名  ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞｬｹｯﾄ  
       ｶﾗｰ   ＷＨＴ  ﾎﾜｲﾄ  
         品質        ｻｲｽﾞ 
 
 
       ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 100% 

 
               

     メーカー名    日本製 

     ABC－123CD  WHT  Ｌ 

 

      ４９１２３４５６７８９０１ 

  
 
 
 
 
 
 
 
（補足） 
⑤の記載内容（品質表示、サイズ表示）については、家庭用品品質表示法および 
ＪＩＳ基準に基づき記載すること。 

      また、タグに問い合わせ連絡先が記載されているのが望ましい。 
 

￥12,300 

Ｌ JASPO 

②メーカー品番 

○ 
 

ﾒｰｶｰ名･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名  

 

ﾁｪｽﾄ 96 

身長 175 

96-6 

⑨メーカー希望小売価格 

⑤品質表示、サイズ表示 

①メーカー名、ブランド名 

④メーカーカラーコード、色名 
③アイテム名 

⑧ＪＡＮソース 

⑦メーカー任意利用(品番･ｶﾗｰｺｰﾄﾞ･ｻｲｽﾞ等) 

⑥発売元、原産国 

(組成表示) (サイズ呼称) 



４．関連資料 
 

(財)流通システム開発センターが、日本百貨店協会と日本チェーンストア協会に委託し、  
平成 8 年度に標準ガイド案が策定されました。  
前述のスポーツ業界のガイドラインとは、下記の項目が異なります。 
  文献： ソースマーキング・標準値札ガイド （第 2 版） 
       財団法人 流通システム開発センター 
       協力 日本百貨店協会・日本チェーンストア協会 
       平成 8 年 7 月発刊  ￥3,000円 
   
  ソースマーキングの方法 
ａ．タグに、貼札（ＪＩＳ２０号）のスペースを確保する。 
  タグへのメーカーによる価格表示は、メーカーの判断に委ねる。 
  価格表示する場合は、「メーカー希望小売価格」と表示し、２０号貼札で隠れる     
  位置・大きさで表示する。 
 
ｂ． ＪＡＮコード（0.8倍）の高さは原則 12mmとし、中央にミシン目を入れ、ヒﾕ 
    ーマン文字（数字）は、上下２ヶ所に表示する。 
    百貨店でのカルトン入金（タグの半券と現金を添えてレジに入金する方法）を 

       考慮し、タグにミシン目を入れる。また、顧客からの返品時、バーコード読取り 
       ができるようＪＡＮコードの中央のミシン目とする。 
                   
                   
                   
 
 
 
    

      品番  ＡＢＣ－１２３ＤＥ         

     品名  ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞｬｹｯﾄ          
        ｶﾗｰ   ＷＨＴ  ﾎﾜｲﾄ        
     品質           ｻｲｽﾞ         
                      
         ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 100%             

                      
 
                     
                            

       メーカー名       日本製      
        ABC－123CD  WHT  Ｌ      

                       

                       

￥12,300 
 

Ｌ JASPO 

○ 

 

ﾒｰｶｰ名･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名  

 

ﾁｪｽﾄ 96 

身長 175 

96-6 

 ４９１２３４５６７８９０１ 

Ｔ４９１２３４５６７８９０１ 

 
￥１２，３００ 

(JIS20 号貼札) 



５．ＪＡＮタグ取り付け位置ガイドラインの考え方 

 
ＪＡＮタグ取り付け位置を検討するに際し、下記の点を配慮しました。 
 
(１)スポーツ用品の商品特性を発注形態別に見ると、下記の３つに大別されます。 
その中でも「売切型商品」が高い割合を占め、追加発注が難しい商品が多いのがス

ポーツ用品業界の特徴です。 
  
 
 
 
 
 

(２)このため、スポーツ用品小売業のＰＯＳシステムでは、単品売上げの情報収集 
分析はもちろん必要ですが、同時に次のような在庫の管理が重要となります。 

①「在庫の片寄り」の管理（店内での単品のバランス） 

②「不良在庫」の管理 

③「店相互の在庫バランス」の管理 

(３)従って、商品に取り付ける「ＪＡＮタグ」も、単にＰＯＳレジでの読取りだけ 

ではなく、次のような業務にも利用可能なように配慮することが望ましいです。 

① 商品の入荷・出荷業務 

② 検品業務 

③ 棚卸業務 

(４)これにより、今後小売業だけでなく、メーカー・卸・小売りの三層がそれぞれの 

立場で利用できる途を開くことになり、今後のＪＡＮの利用価値が高まり、しいて

はＪＡＮの普及が促進されることになるはずです。 
 
 
６．ＪＡＮタグ取り付けの前提条件（原則） 

 
  ＪＡＮタグの取り付けについて、取り付け位置や取り付け方法に関する規定は特に 

 設けませんが、効率的活用を促進するため特に取り付け位置については取り扱い易さ   

を前提に、次の事項を原則的な条件といたします。 

 なお、取り付け方法については、取扱者や顧客が怪我や事故に遭わないようなもの  

を使用するよう配慮する必要があります。（製造物責任法の遵守） 

 

(１) ＪＡＮタグは見易く、かつスキャンし易い位置に取り付けること。 

(２) 取扱者・顧客が怪我や事故に遭わないよう配慮した位置に取り付けること。 

(３) 商品のデザイン、機能を損なわない位置を考慮して取り付けること。 

(４) 店頭でのスキャニング及び物流面での利用の双方を考慮すること。 

(５) 取り付けたＪＡＮタグが外的損傷を受けないよう配慮して取り付けること。 

(６) 小売販売最小ロットが処理できるよう配慮して取り付けること。 

(７) 形状、大きさ等の制限により、個々の商品に取り付けがむずかしい場合は別管理

とします。 
 

①補充型商品 年間商品、またはこれに準ずるもので追加発注が可能な商品 
②準補充型商品 ある程度追加発注が可能な商品 
③売切型商品 ｼｰｽﾞﾝ商品、計画生産商品、輸入商品等追加発注ができない 
        またはできにくい商品 



７．一般基準 
包装形態によるＪＡＮタグの取り付け位置の一般基準は下記の通りです。 

(１)箱入り商品の場合 

商品の品番、品名、規格、品質等を表示している面に取り付けます。 
なお、運用の際には、現物はもちろん、個別包装の箱、袋などにも取り付けるの

が望ましいです。 
 ①高さが十分にある箱については、前面（フェース）部分。 
   （例：シューズ箱、縦長の箱等）  
   
                   位置に JANタグ取り付けが望ましい 
  
  
  
  
  
  

     ②高さがあまり無く前面（フェース）部分に取り付けられない場合、 
      上面取り付けを原則としますが、下面を使うことも可とします。 
        （例：タオルの箱、ソックスの箱等） 
  
  
  
  
  

(２)袋入り商品の場合 
 ①商品が外から見え、スキャニングに影響の無いものは、直接商品に取り付 
けます。（例：ビニールの袋入り商品等） 
〈注意〉タグは必ずＪＡＮシンボルが表から見えるように徹底して下さい。 

     ②商品が外から見えないものは、袋の表面に表示します。 
                           

 

 
                

        

         
        

 
 

○ 

○ 

○ 

○ 



 
(３)ハダカ商品の場合（商品本体に取り付ける場合） 
商品の形状、大きさ等により各種変化するため、特に位置の規定は設けません。 
但し、活用時の効率化を考慮し分かりやすい位置に集約するため、以下の取り付け

位置に関するガイドラインを示します。 
 
 

   取り付け位置ガイドライン 
 

① ウェアの場合 
ａ．商品の前身頃上部（ファスナー、ボタン、ホック等） 
ｂ．衿の中央部（クロスネーム等）  
ｃ．左肩（婦人用水着、タンクトップ、レオタード等） 
ｄ．左腰（ベルト留め等） 
ｅ．左腰付近 
ｆ．腰の中央部（スピンドル、ファスナー等） 

       ※上位順に取り付け位置の優先順位とし、位置決定して下さい。 
 

② グッズ（シューズを含む） 
外から見て、分かりやすい位置に取り付ける。可能であれば商標表示、品質

表示のある付近が望ましい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第１０章 オープン情報ネットワーク 

１．オープン情報ネットワークの概要 

 

スポーツ用品業界における情報ネットワークは、企業のコンピュータシステムの対

外的なコンピュータネットワークとして、例えばＥＤＩ1やリテイルサポートを目的に、

企業個々にて個別に構築、運営されている状況にあります。 

スポーツ用品業界とＳ研では、このような情報ネットワークの状況を考慮しながら、

Ｓ研フォーマットなどのビジネスプロトコルの標準化、普及活動に取り組んできまし

たが、個別のネットワーク運営による弊害の解決や、「従来型」ではない最新のコンピ

ュータ環境に対応する必要性が指摘されてきました。 

スポーツ用品業界では平成９年度、このような環境変化の要請を受けた新しい取り

組みとして「スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク」調査研究事業2を実施しま

した。 

したがって平成１０年度のＳ研活動では、これまでの標準化及び研究活動を継続す

る形で「オープン情報ネットワーク」の研究を実施し、また、平成１１年度以降につ

いても継続される見込みです。 

よって本章では「オープン情報ネットワーク」について、平成１０年度までの研究

成果として報告します。 

継続研究状態での報告についてはＳ研内でも賛否両論ありましたが、各企業におい

て現時点での情報ネットワークを考える際のひとつのガイドラインになることを想定

し、あえて報告することとしました。 

したがって本章は、Ｓ研としての最終決定事項ではありませんが、現時点での今後

の方向性を示すものとして大いに参考にして頂きたいと思います。 

 

 （１）ビジネスプロトコルとは 

 

ビジネスプロトコルとは、企業間の取引、業務処理における手順、規約の総称です。 

Ｓ研ではスポーツ用品業界の商慣習を考慮すると共に、（財）流通システム開発セ

ンターの指導を得る形で他業界の動向を加味して、コンピュータシステムとネットワ

ークシステムに必要となるビジネスプロトコルの標準化活動を行ってきました。以下

に主要な活動内容を示します。詳細は（ ）内の各章を参照して下さい。 

 

 

                                                 
1 Electronic Data Interchange:電子式データ交換システム。 
2 平成９年度通商産業省、全国中小企業団体中央会による「中小企業製・配・販オープン
情報ネットワーク開発事業」で、詳細は全国運動用品商工団体連合会発行「スポーツ用品

業界オープン情報ネットワーク調査研究報告書」（平成１０年３月）を参照。 



  ①コードの統一 

   （ａ）ＪＡＮコード（第２章） 

   （ｂ）共通取引先コード（第４章） 

   （ｃ）ＪＩＣＦＳ商品分類（第７章） 

   （ｄ）サイズコード（第８章） 

  ②伝票の統一 

   （ａ）統一伝票（第３章） 

   （ｂ）標準様式請求書（第５章） 

  ③データフォーマットの標準化（第 6 章） 

   （ａ）データ交換フォーマット（通称、Ｓ研フォーマット） 

   （ｂ）ＰＣ向けデータ交換フォーマット（通称、Ｓ研フォーマットＰＣ版） 

   （ｃ）商品マスター提供手順 

  ④通信手順（ネットワークプロトコル）の標準化 

   （ａ）Ｊ手順 

Ｊ手順は、通商産業省にて流通業界全体の標準通信手順として１９８２年に制

定されたもので、日本チェーンストア協会策定「取引先データ交換標準通信制御

手順」（ＪＣＡ手順）をベースとしたデータ交換のための通信プロトコルです。 

   （ｂ）Ｈ手順 

Ｈ手順は、Ｊ手順を強化した手順として１９９２年３月に通商産業省にて制定

されたもので、Ｊ手順と同様に日本チェーンストア協会策定「取引先データ交換

標準通信制御手順」（ＪＣＡ－Ｈ手順）をベースとしています。 

強化ポイントは以下の通りです。 

・転送能力の向上（回線速度の高速化） 

・漢字データ転送対応、セキュリティの強化など高機能化 

・基本通信プロトコルに国際標準規格の採用 

また、現在では基本通信プロトコルにＴＣＰ／ＩＰ3を追加採用しています。 

   （ｃ）その他 

その他の通信手順については「スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調

査研究報告書」（以下「研究報告書」）第 7 章を参照して下さい。 

                                                 
3 Transmission Control Protcol/Internet Protocol:異機種間通信の事実上の標準プロトコ
ル。インターネットに採用されており、企業内ネットワークでの利用も急激に拡大してい

る。 



 

機能 Ｊ手順 Ｈ手順 
適用回線 （ａ）公衆回線 

（ｂ）ＤＤＸ回線 
（ａ）ＩＳＤＮ4回線 
（ｂ）専用回線 

通信速度 （ａ）２，４００ｂｐｓ5 
（ｂ）９，６００ｂｐｓ 

６４，０００ｂｐｓ 

漢字伝送 不可 可能 
新機能  （ａ）同報機能 

（ｂ）電子メール機能 
（ｃ）可変長データ伝送機能 

 

 （２）ＥＤＩとは 

 

ＥＤＩとは、標準ビジネスプロトコルを利用して、企業間で電子的にデータ交換を

行うことです。 

流通業界におけるＥＤＩでは、受発注業務のデータ交換であるＥＯＳ、ＰＯＳ販売

実績データや商品マスター（ＪＡＮコード情報）の提供などを中心に適用業務が拡大

する方向にあります。なお、一般的なＥＤＩの内容と利用状況については「研究報告

書」第２章を参照して下さい。 

本章ではＥＤＩで使用する物理的なネットワークシステムをＥＤＩネットワークと

定義すると共に、現時点でのスポーツ用品業界におけるＥＤＩネットワークは大きく

二種類に分類できるものと考えます。 

 

  ①基幹コンピュータ間ＥＤＩネットワーク 

企業の基幹コンピュータシステム（一般にホストコンピュータと呼ばれる）同士

でデータ交換を行う際に使用されるネットワークシステムで、１対１の通信を基本

としています。回線種別はデータ交換の頻度により、固定接続（専用回線、パケッ

ト回線等）またはダイアルアップ接続（公衆回線、ＩＳＤＮ回線等）が選択されま

す。また、蓄積交換などの付加価値を得るためにＶＡＮ6サービスを使用する場合も

あります。 

通信プロトコルについては現状ではＳ研にて標準化を推進してきたＪ手順など

「従来型」の通信プロトコルやネットワークが使用されていますが、今後はＴＣＰ

／ＩＰやＨ手順ＴＣＰ／ＩＰなどの新プロトコル、ＩＳＤＮ回線などが採用されて

いく方向にあります。 

 

                                                 
4 Integrated Service Digital Network:総合デジタル通信網。日本では NTTが 1988 年、
「INS ネット 64」として商用サービスを開始した。 
5 Bit Per Second:ビット/秒でデータ通信速度の単位。8 ビットは英数字１文字に相当。 
6 Value Added Network:付加価値通信網。回線提供業者から回線を借り高度な通信処理機
能など付加価値を付けて販売するサービス。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－１ 基幹コンピュータ間ＥＤＩネットワーク・イメージ図 

 

  ②ＰＣ向けＥＤＩネットワーク 

小売店舗などに設置されているＰＣ（端末、パソコン）同士あるいはＰＣと企業

の基幹コンピュータシステム間でデータ交換を行う際に使用されるＥＤＩネットワ

ークシステムで、リテイルサポートシステムなどによる多数のＰＣと基幹コンピュ

ータシステム間の通信（１対多の通信）を基本としています。 

従来はコンピュータメーカー独自の通信プロトコルが利用されてきましたが、今

後はＴＣＰ／ＩＰの採用が拡大される方向にあります。 

 

スポーツ用品業界におけるリテイルサポートシステムでは、メーカー、卸企業が

取引企業との受発注業務を効率よく行うために構築されたネットワークシステムを

中核として、小売業界の活性化、売れ筋動向の把握、同業他社と小売支援ノウハウ

を共有することを目的としています。 

なお、平成９年度の「スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調査研究事業」

では、業界で初めて８つのリテイルサポートシステムについて調査を行っています。

詳細は「研究報告書」第 3 章を参照して下さい。 

 

リテイルサポートシステムによる小売店舗ＰＣのネットワーク接続を想定すると、

店舗からの回線接続はダイアルアップ接続となり、回線種別は公衆回線、ＩＳＤＮ

回線となることが一般的です。これらの接続には通話時間と接続先の距離に応じた

通話料が必要となりますが、その削減の為に主要な地区に中継点（アクセスポイン

 

公衆回線など 

Ａ社 Ｂ社 

必要時に直接接続 

Ａ社 Ｂ社 

必要時に

接続 

必要時に

接続 

ＶＡＮ 

サービス 

直接交換型 

蓄積交換型 
データ蓄積 



ト）を設けたネットワークサービスを経由して企業の基幹コンピュータシステムに

接続する形態を利用することが一般的です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－２ ＰＣ向けＥＤＩネットワークのイメージ図 

 

なお、①②のようなＥＤＩネットワークの分類はあくまでもスポーツ用品業界の現状

を考慮した分類です。 

 

 （３）オープン情報ネットワークとは 

 

オープンというキーワードは曖昧ですが、標準化されたＥＤＩネットワークを指向し

てスポーツ用品業界では次の基本コンセプトを定め、以下の方向付けをしました。 

 

 

 

 

 

 

基本コンセプト 

「業界オープン情報ネットワークの構築・活用により業界の活性化をうながし、取引の

効率化と顧客満足度の向上を実現する」 

ダイアルアップ 

接続 

 
直接接続型 

間接接続型 

専用回線 

同時多重接続 

専用回線 

同時多重接続 固定接続 サーバ 

ネットワークサービス 

ネットワークサービス 

公衆回線、ＩＳＤＮ回線 

ダイアルアップ接続 

公衆回線、ＩＳＤＮ回線 

ダイアルアップ接続 

 

 



  ①スポーツ用品業界のすべての企業に対して情報、規約、仕様を公開、開放 

   （オープン） 

  ②市場動向により標準化された（オープンでデファクトスタンダード） 

   コンピュータ、ネットワーク技術を採用 

 

 （４）平成９年度「スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調査研究事業」の 

    方向性 

 

平成９年度の活動詳細は、全国運動用品商工団体連合会発行「スポーツ用品業界オ

ープン情報ネットワーク調査研究報告書」（平成１０年３月）を参照して下さい。 

調査研究活動では大きく以下の４点が議論されました。 

 

   ①これまでのビジネスプロトコル標準化動向と今後の標準化必要要件、問題点 

    などの整理 

   ②スポーツ用品業界標準の物理的なＥＤＩネットワークとしてＯＢＮ7を研究 

③スポーツ用品業界標準のオープン情報ネットワークに対する各社の考えなど 

    取りまとめ 

   ④推進体制、スケジュールなど今後の進め方の検討 

 

ＯＢＮとは、ＴＣＰ／ＩＰを採用したビジネス専用のネットワークで、インターネ

ットのビジネス利用における諸問題を解決し、業界を越えた標準ＥＤＩネットワーク

を目指したものです。その構想、仕様にはＥＤＩの範囲拡大に合わせた３段階が想定

されており、現状ではフェーズ１に当たるネットワークサービスがＮＴＴなどのネッ

トワーク業者から提供されています。 

 

   フェーズ１： 企業内に閉じたＴＣＰ／ＩＰネットワーク（イントラネット） 

   フェーズ２： 企業間（業界内に閉じた）のＴＣＰ／ＩＰネットワーク 

          （エクストラネット） 

   フェーズ３： フェーズ２をベースとして業界間を接続するネットワーク 

          （グローバル・エクストラネット） 

 

                                                 
7 Open Business Network system: （財）流通システム開発センターと流通関連企業によ
り研究開発された流通業界ＥＤＩネットワークの構想。詳細は（財）流通システム開発セ

ンター発行の「ＯＢＮ読本」を参照。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－３ ＯＢＮ仕様・構想の展開（「ＯＢＮ読本」より） 

 



参考に平成９年度調査研究の活動方針を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０－４ スポーツ用品業界「オープン情報ネットワーク」とは 

（「スポーツ用品業界オープン情報ネットワーク調査研究報告書」より） 



 （５）平成１０年度Ｓ研による「オープン情報ネットワーク」研究の方向性 

 

基本的には平成９年度までの活動をベースとして、より現実的な利用を考慮する方向

で以下のポイントがテーマとなりました。 

 

  ①ＰＣ環境を考慮したデータ交換フォーマット（Ｓ研フォーマットＰＣ版）の 

   標準化（第６章－５） 

  ②ＯＢＮを含めた物理的なＥＤＩネットワークの継続研究 

   （ａ）統一されたＥＤＩネットワーク 

   （ｂ）ＰＣ向けＥＤＩネットワーク（第１０章－２） 

  ③ＥＤＩネットワークにてサービスされるべき業務の標準化 

   （ａ）商品マスター提供システム（第６章） 

   （ｂ）サービスコンテンツの要件整理（第１０章－２） 

  ④業界三層を考慮したサービスコンテンツやビジネスプロトコルの研究 

  ⑤オープン情報システムに関するＳ研アンケート結果（付属資料－２） 

 

 （６）オープン情報ネットワークの中長期的展望 

 

オープン情報ネットワークの中長期的展望におけるキーワードを以下に示します。 

 

  ①スポーツ用品業界としての課題、テーマ 

   （ａ）業界三層を考慮した、より高度なサービスコンテンツとビジネスプロト 

      コルの標準化（平成１０年度より研究着手） 

   （ｂ）インタラクティブＥＤＩ8によるリアル型受発注システム実現方式 

   （ｃ）「基幹コンピュータ間ＥＤＩネットワーク」と「ＰＣ向けＥＤＩネット 

      ワーク」の統合 

  ②他業界とのＥＤＩ接続 

   （ａ）ＪＥＤＩＣＯＳ9などによる業界間ＥＤＩの研究 

   （ｂ）ＯＢＮフェーズ３など業界間ＥＤＩネットワークの研究 

 

                                                 
8 リアルタイムにデータ（情報）交換が必要な業務を実現するＥＤＩの標準方式。例えば
在庫問い合わせや受発注業務のＥＤＩシステムは個別に実現されているが、ビジネスプロ

トコルは未だ標準化されていない。現在関係団体で標準化作業、実証作業を実施中。 
9 Japan EDI for Commerce Systems:国際標準の UN/EDIFACT(Electronic Data 
Interchange For Administration Commerce and Transport)をベースとして（財）流通シ
ステム開発センターが策定した日本向け「流通標準 EDI」規約。詳細は（財）流通システ
ム開発センター発行の「流通標準 EDI(JEDICOS)概説書」を参照。 



 （７）まとめ 

ここまでの内容をまとめたものを以下に示します。 
EDI-N
Wの 
タイプ 

標準化

テーマ 
現状 
利用状況 

S研・ 
第三版 
までの 
標準化 

今後の 
方向性 

S研・ 
第四版に 
よる 
標準化 

将来形 

PC 
共有化 

 Windows
ベース PC 

PC 環境統
一ガイドラ

イン 
NW  インター

ネット化

(TCP/IP
化) 

PC 向 け
EDI-NWガ
イドライン 

フォー
マット 

 PC ファイ
ル対応 

S 研フォー
マット PC
版 

PC 向け
EDI-N
W 

コンテ

ンツ 

各社独自の

リテイルサ

ポートシス

テム 

 WWW 
メール 
受発注 

コンテンツ

概要 

NW J手順 
全銀手順 
その他手順 

J手順 
H手順 

継続利用 
TCP/IP化 

TCP/IP 
(H手順) 

フォー

マット 
S 研フォー
マット 
独自フォー

マット 

S 研フォ
ーマット 

PC ファイ
ル対応 

S 研フォー
マット PC
版の追加 

基幹コン

ピュータ

間

EDI-N
W 

コンテ

ンツ 
EOS など
データ交換 

データ交

換 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 移行の容易性が重要となる 
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図１０－５ オープン情報ネットワーク標準化動向 

オープン 

情報ネットワーク 

統合化された NW 

S研 フォーマット 

 PC版 

JEDICOS 

マルチメディア対応

業界三層対応 

卸 メーカー

8つの 

リテイルサポートシステム 

インターネット

卸 メーカー

卸 メーカー

小売 他業界 

卸 メーカー

EDI-NWに接続していない企業 

小売

 

オープン情報

ネットワーク

他業界 

EDI-NW 

インター 

ネット 

卸 メーカー

小売 他業界 

NW:ネットワーク、WWW:WorldWideWeb 



２．ＰＣ向けＥＤＩネットワークの要件と標準化の方向性 

 

前節で述べた通り、本節では主に小売店舗環境を想定した「ＰＣ向けＥＤＩネットワ

ーク」について、そのシステム要件や標準化の方向性を中間報告として提示します。 

 

 （１）サービスコンテンツの概要 

 

「ＰＣ向けＥＤＩネットワーク」による提供が検討されているサービスコンテンツ

について、以下に概要を示します。 

 

   ①受発注・在庫照会システム 

    （ａ）リアル型（１Ｐａｓｓ型） 

    （ｂ）疑似リアル型 

    （ｃ）リアル型（２Ｐａｓｓ型） 

    （ｄ）リンク型 

   ②商品マスター提供システム（分散型） 

   ③データ交換システム 

    （ａ）ＰＣ間のデータ交換 

    （ｂ）ＰＣと基幹コンピュータ間のデータ交換 

 



 

サービス

名称 
①受発注・在庫照会システム - (a)リアル型 (1Pass型) 

サービス

概要 
基幹コンピュータ管理の在庫情報を直接公開し、引き当てを可能とするシス

テム。小売から卸へ、卸からメーカーへ、小売からメーカーへ、というよう

な構造を１Pass型と定義している。 

実現方式

概要 
①直接接続型：PCと基幹コンピュータが社内 PCのように直接接続される
方式。 
②メッセージ中継型：セキュリティ対策やメッセージ振分け機能などを中継

サーバで行ない基幹コンピュータと間接的にメッセージ交換を行う方式。 
 PC NW サーバー NW 基幹 

システム 
実現 
イメージ 
① 

     

実現 
イメージ 
② 

     

備考 ASNETは①直接接続型、S-NETは②メッセージ中継型に分類される。 
基幹コンピュータで処理している場合であっても在庫管理が社内用とサー

ビス用で分離されている場合もありうる。 

 

 

<小売 / 卸> 

PC 

<卸 / メーカー> 

<小売 / 卸> 

PC 

<卸 / メーカー> 

PC向け 

EDIネットワーク 

基幹 

コンピュータ 

専用回線 

FRなど 

PC 

向け 

EDI 

-NW 

基幹 

コンピュータ 

中継 

サーバー 

セキュリティ対策(NW の分離) 

メッセージ振分けなどの実施 

在庫 

データ 

在庫 

データ 

在庫照会、発注情報 

回答 

在庫照会、発注情報 

回答 

FR:フレームリレー回線 



サービス

名称 
①受発注・在庫照会システム - (b)疑似リアル型 

サービス

概要 
基幹コンピュータによる在庫管理システムとは別にサービス用在庫データ

を準備し、ＰＣに対するリアル処理を実現する。 

実現方式

概要 
基幹コンピュータとサービス用サーバーの在庫データの整合を取る方法と

して、以下の方式などが考えられる。 
①基幹システム在庫とは別にサービス用在庫を確保し分離する方法。別途日

次処理などでサービス用在庫の補充などが必要となる。 
②基幹システム在庫とサービス用在庫との整合をあるタイミングで取る(同
期を取る)方法。 

 PC NW サーバー NW 基幹 
システム 

実現 
イメージ 

     

備考 ①では機会損失の可能性がある。 
②の場合、基幹システムによる再引当等の処理で不整合が発生する場合が考

えられ運用面など考慮が必要。 

 

 

PC 

LAN、公衆、構内、

パケット回線など 
PC 

向け 

EDI 

-NW 

基幹 

コンピュータ 

受発注 

サービス用 

サーバー 

在庫 

データ サービス用 

在庫データ 

<小売 / 卸> <卸 / メーカー> 

在庫情報 

発注情報 

在庫照会、発注情報 

回答 

再引当 

出荷処理 



サービス

名称 
①受発注・在庫照会システム - (c)リアル型(2Pass型) 

サービス

概要 
小売から卸への受発注・在庫照会の形態において、必要に応じて卸からメー

カーへの受発注・在庫照会を実現する。 
 
小売からの受発注・在庫照会(①)に対して、まず卸側の在庫データによる処
理を行う(②)。 
この時欠品があった場合、卸からメーカーに対して受発注・在庫照会を行い

(③)、その回答を含めて卸より小売に回答する(④)。 
 PC NW サーバー NW 基幹 

システム 
実現 
イメージ 

     

備考 本処理形態は S 研でも検討中の理想形である。しかし、現実的には複数の
卸、メーカーによる n:m 対応や、商慣習面での業界コンセンサスを得た標
準化を行う必要がある。 

 

 

PC PC向け 

EDI-NW 

基幹 

コンピュータ 

<小売> 

<卸> (a) リ ア ル 型

(1Pass型) 

の仕組み 

基幹 

コンピュータ 

専用回線、

FRなど 

② 

③ 

<メーカー>

在庫 

データ 

在庫 

データ 

在庫照会、発注情報① 

回答④ 



サービス

名称 
①受発注・在庫照会システム - (d)リンク型 

サービス

概要 
(c)リアル型(2Pass型)と同等のサービスを、(b)疑似リアル型の拡張により実
現する。 

実現方式

概要 
WWW とブラウザのリンク機能を利用して、卸システムに対する在庫照会、
発注情報をメーカーシステムに引継ぎ、メーカーが仮回答を行う。 

 PC NW サーバー NW 基幹 
システム 

実現 
イメージ 

     

備考 本方式は実現可否を含めて技術的検討が必要。 

 

 

PC 

PC 

向け 

EDI 

-NW 

受発注 

サービス用 

Webサーバー 

<小売> <卸> 

<メーカー>

(a)リアル型(1Pass型)又は(b)疑似リアル型 

受発注 

サービス用 

Webサーバー 

(a)リアル型(1Pass型)又は(b)疑似リアル型 

<メーカー> 

卸画面 

メーカー 

画面 

発注、 

在庫照会 

情報の引継ぎ 

在庫照会、発注情報 

回答(例えば欠品回答) 

仮回答 

在庫照会、 

発注情報 

 基幹コンピュータ間 

EDI-NW 

基幹 

コンピュータ 

基幹 

コンピュータ 

発注情報 

WWW:WorldWideWeb 



サービス

名称 
②商品マスター提供システム（分散型） 

サービス

概要 
商品マスター提供方式は第 6 章でも何種類か提示されているが、PC画面か
ら検索条件を入力する方式を示す。 
マスターデータの集中管理は行わず、データ提供を行う各社が個別に標準化

仕様に基づいたサーバー等を準備し実現する。(分散型) 
実現方式

概要 
検索結果を画面に表示する方式(①)と、結果をS研フォーマットＰＣ版ファ
イルでダウンロードする方式(②)がある。 

 PC NW サーバー NW 基幹 
システム 

実現 
イメージ 

     

備考 PC側ユーザーインターフェース(画面仕様)は標準化が望ましい。 

 

PC 

LAN、公衆、構内、

パケット回線など 
PC 

向け 

EDI 

-NW 

基幹 

コンピュータ 

データ提供 

サーバー 

商品 

マスター 

サービス用 

商品マスター 

<マスター利用側> <マスター提供側> 

商品マスター情報 

ダウンロード 

検索条件 

回答 
画面 

表示 

抽出条件 
抽出 

一時ファイル 

① 

② 

POS など 

業務システム 

S研 

フォーマットＰＣ版



 

サービス

名称 
③データ交換システム - (a)PC間のデータ交換 

サービス

概要 
PC間で S研フォーマットＰＣ版などのデータ交換を実現する。 

実現方式

概要 
インターネット電子メール機能を利用してデータ交換を実現する。 

 PC NW サーバー NW 基幹 
システム 

実現 
イメージ 

     

備考  

 

 

PC 

PC 

向け 

EDI 

-NW 

<PC利用側> 

電子メール

ソフト 

メール送信 

メール受信 

電子メール 

サーバー 

メール 

ボックス 

S研 

フォーマットＰＣ版

添付 

<一般顧客など> 

PC メール送受信 

社内 

グループ

ウエア 

PC 

インターネット 

<小売/卸/メーカー> 

メール送受信 

メール転送 



サービス

名称 
③データ交換システム - (b)PCと基幹コンピュータ間のデータ交換 

サービス

概要 
PCと基幹コンピュータ間で S研フォーマットPC版などのデータ交換を実
現する。 

実現方式

概要 
PC側は(a)と同じ方式でインターネット電子メール機能を利用する。基幹コ
ンピュータ側は S研フォーマットによるデータ交換を可能にする EDI サー
バーを準備する。 

 PC NW サーバー NW 基幹 
システム 

実現 
イメージ 

     

備考 本方式は実現可否を含めて技術的検討が必要。 
データ交換 EDI サーバーの提供を業界として行うか、各社個別に準備する
か等、運営に関しても今後検討が必要。 

 

PC 

<PC利用側> 

電子メール

ソフト 

メール送信 

メール受信 

電子メール 

サーバー 

メール 

ボックス 

S研 

フォーマットＰＣ版

添付 

PC 

向け 

EDI 

-NW 

 
基幹コンピュータ間 

EDI-NW 

メール転送 

<小売/卸/メーカー> 

データ交換 

EDIサーバー 

基幹 

コンピュータ 

S研フォーマット 



 

 （２）ＰＣ環境統一ガイドライン 

 

特に小売店舗におけるＰＣ導入を考慮した場合、システム要件としては一台のＰＣ

にて全てのサービスが共存し、同時利用が可能であることが理想的です。 

このシステム要件を以後「ＰＣ共有化」と呼ぶことにします。 

 

実際に「ＰＣ共有化」を果たすためには、個々のサービスが提供される度に共同テ

ストなどの検証を行う必要がありますが、ここではその前段階として「ＰＣ環境統一

ガイドライン」を示し「ＰＣ共有化」の実現を容易にすると共に、個々のサービスに

おける実証の工数削減を目指すものとします。 

 

項番 検討項目 方向性 
① ＯＳ10 Ｗｉｎｄｏｗｓ11９５、９８ 
② ハードウエア 上記ＯＳが動作する機種 
③ 通信回線 公衆回線、ＩＳＤＮ回線 
④ 通信プロトコル ＴＣＰ／ＩＰ（ＰＰＰ12接続） 
⑤ サービス実行環境 ＰＣ側に特別なソフトウエアの導入が不要

であること 
⑥ ネットワーク環境 ・あるＰＣにとって、ネットワークサービ

ス提供業者（プロバイダー）は一つの契

約先であること 
・全てのサービスと一般的なインターネッ

トコンテンツの同時利用が可能であるこ

と 
⑦ ＯＡツール 
・ワープロ 
・表計算 

製品の統一か、あるいは統一ができない場

合でもデータコンバートが可能であること 

⑧ インターネットツール 
・ブラウザ13 
・電子メールソフト 

製品の統一か、あるいは統一できない場合

でも主なブラウザや電子メールソフトで同

等機能が利用可能であること 
 

                                                 
10 Operating System:コンピュータ機器やソフトウエアを管理する基本ソフト。 
11 PC向けでもっとも普及している OS。Windowsは Microsoft社の登録商標。 
12 Point-to-Point Protocol:二点間を接続してデータ通信する場合に利用するプロトコル。 
13 インターネットサービスの一つであるWorldWideWeb(WWW)のコンテンツを検索、表
示する為のソフトウエア。 



 （３）ＰＣ向けヘルプデスク 

 

「ＰＣ共有化」の実現を図る際に忘れてならないのは、ＰＣ利用者に対するサポー

トについても「統一された窓口」が望ましいという点です。 

たとえＰＣ一台にて全てのサービスの共有化が実現されたとしても、問い合わせ窓

口が異なれば、結果的にＰＣ利用者側にその切り分けの責任（判断）を負わせること

となります。 

この問題を解決するためには、以下のような具体的なサポートを行う統一された窓

口（ヘルプデスク）の実現と提供が求められます。 

 

  （ａ）ＰＣ環境のトラブル対応 

    （ハードウエア、ソフトウエア・ＯＳ、ネットワーク） 

  （ｂ）ＰＣ利用上の技術的問い合わせ対応 

  （ｃ）サービスコンテンツに関する問い合わせ一次窓口 

  （ｄ）休日対応、夜間対応 

  （ｅ）ＰＣ管理情報の統合データベース化 

 

また次のようなガイドライン実現のための検証についても統一された組織で行うこ

とが望まれます。 

 

  （ａ）「ＰＣ共有化」の検証など「ＰＣ環境統一ガイドライン」の実現 

  （ｂ）プロバイダ対応の検証など「ＰＣ向けＥＤＩネットワークガイドライン」 

     の実現 

 

さらに、統一された窓口（ヘルプデスク）を実現することにより、サービスコンテ

ンツを提供する各社が単独でヘルプデスクを運営するよりも人件費などを含めたトー

タルのサポート経費が削減されます。 

 



 （４）ＰＣ向けＥＤＩネットワークガイドライン 

 

ＰＣ向けＥＤＩネットワークの実現にあたり、流動的ではありますが検討すべき要

件とその方向性を提示します。 

 

項番 検討項目 方向性 
① 通信プロトコル ＴＣＰ／ＩＰ（ＰＰＰ接続） 
② プロバイダー種別 インターネットサービスプロバイダー 

（ＯＢＮなどの業界専用ネットワークの利

用は現時点では未定） 
③ プロバイダーの選定につい
て 

業界又はＳ研としては「ただ一つのプロバ

イダー」を選定せず、マルチプロバイダー

（複数のプロバイダー）対応であること 
④ ダイアルアップ接続 
アクセスポイント 

市内通話接続が望ましい 

⑤ ＰＣ側の契約について 全体としてはマルチプロバイダーであって

も、ＰＣ側で利用する（契約する）プロバ

イダーは一つであること 
⑥ ＰＣ接続環境 ＰＣ側に特別なソフトウエアの導入が不要

であること 
⑦ サービス利用形態 全てのサービスと一般的なインターネット

コンテンツの同時利用が可能であること 
⑧ セキュリティ14について サービス別にセキュリティの考慮を行うこ

と 
その実現方式やセキュリティレベルについ

ては、ガイドラインを満たす範囲であれば

選択自由とする 
⑨ 帯域保証15について 現状では帯域保証は必須としない 

 

なお、将来的には「ＰＣ向けＥＤＩネットワーク」と「基幹コンピュータ間ＥＤＩ

ネットワーク」は「統合されたＥＤＩネットワーク」に移行する方向ですが、その実

現方法は決定していません。この為、現時点で将来への移行を考えたシステム要件を

盛り込むのは困難です。よって「移行の容易性」が「統合されたＥＤＩネットワーク」

の実現方式を検討する際の重要な要件になると考えられます。 

 

                                                 
14 ＥＤＩの安全性、信頼性を確保するための不正アクセスを防止する相手先認証や電文暗
号化などの機能を指す。 
15 コンピュータ間通信のデータ伝送能力(通信速度)を保証すること。一般にインターネッ
トでは保証されていない。 



第 11 章 スポーツ用品業界の現状と展望 

――これからの業界ネットワークのあり方をめぐって―― 

 

 

１．業界の流通構造を変えた３つの節目 
 
スポーツ用品業界の変化を語る場合、一般的には次の３つの節目を中心に説明されるこ

とが多い。１つ目の節目は昭和３９年（１９６４年）の「東京オリンピック」、２つ目は

昭和４８年（１９７３年）の「オイルショック」、そして３つ目の節目は平成３年（１９

９１年）の「バブル経済の崩壊」である。これらの出来事を境目として、スポーツ用品業

界の流通取引形態にかなり大きい変化が読み取れるからである。 
 
まず１つ目は、東京オリンピックが流通を変える重要な節目となっている。それ以前の

取引は問屋（以下「卸売業」と表現）が産地を回り、自らのリスクで集荷し、自らのリス

クで出荷をしていた。一方で卸売業者は、製造業者（以下「メーカー」と表現）の売り込

みに対応する形で、価格設定を含めてコントロールをしてきており、流通の主導権は卸売

業が掌握していたと考えられている。永年続いたこの取引形態は、東京オリンピックを契

機にして、海外メーカーのプロモーションに習い、ブランドのアピール、つまりメーカー

の頂上作戦がスタート。競技選手層のブランド指名買いが活発になり、メーカーは単品戦

略から総合化戦略に転換、いわゆる「製造卸」の形態が見られるようになり、流通のキャ

スティングボードは卸売業から次第にメーカーに移ったと見られている。 
 
次いで昭和４８年（１９７３年）に第１次オイルショックを迎え、業界は一時的に不安

感に陥るが、これは１年足らずで終り、その後いわゆる「高度成長期」に入ることになる。

スポーツ用品業界の伸びはメーカーから卸、小売まで、年率２０～３０％の伸びもめずら

しくなく、特に昭和５０年（１９７５年）から昭和５６、７年（１９８０年～８１年）ご

ろまでは「スポーツブーム」と言われ、スポーツブランドのウェアやシューズがスポーツ

活動に関係なく街にあふれ、ファッションとして、通学や仕事着として大いに受けたので

ある。 

この間、アパレルメーカーや履物、袋物業界からのマーケットへの参入があったものの、

やはり「本物」のスポーツブランドが強く、ますますメーカーの増産体制が活発となり、

百貨店や量販店は売場スペースの拡大を競ったのがこの時代であった。この時代のマーケ

ティングは成長対応型のものであった。 
 
この状態が一変し、今日の流れにつながる平成３年（１９９１年）の「バブル経済の崩

壊」という３つ目の節目により、流通そのものが大きく変ることとなる。 

それまでのスポーツ用品業界は一般景気を上回る右肩上りで一筋に成長してきており、



しかも景気の影響を受けることがあったとしても他業界から一歩遅れの波及であったとさ

れている。しかし、平成に入ってからは、このタイムラグも年々短かくなり、業界三層間

の主導権争いが混沌としてきた。その根幹にあるのはこれまでの「生産第一主義」から「消

費者第一主義」へのマーケティングの考え方の変化である。 
 
バブル経済の崩壊で、業界（三層）はこの市場構造の変化を自覚したと言える。 

高度成長の時代に、スポーツ市場は「学校体育・競技市場」から、はるかに大きい規模

で気軽に楽しく、健康保持のための「レジャー・ライフスタイルスポーツ市場」に広がっ

てきていた。国内・外の大型資本がさまざまな業態で新規参入してきており、これによる

市場構造の変化はバブル崩壊を機に対応のむずかしさを一層増す認識となった。 

 

 

２．市場取引構造の変化 
 
今日の業界の課題は、すべてこの「市場構造の変化」から生まれている。「消費者が流

通を変え、流通業界を変える」という、現在ではあたりまえになっているこの原則が、い

まだに現在の業界を直撃しているということである。現在のスポーツ用品業界は、この原

則の変化のスピードがあまりにも急速であったために、業界三層間にとまどいとズレが生

じており、先行き不透明な昏迷の中にあると言うことができよう。 
 
特に流通構造そのものが多様化し、複雑になってきていることに、業界全体のとまどい

が大きいのではないだろうか。伝統的中小スポーツ用品店が総じて不振に陥っている中で、

専門大型チェーン店をはじめとする大型資本の参入、海外大型チェーン店の進出など、全

国チェーン店展開だけが勢いを増している状況にある。 
 
また、消費の多様化により実需が読めなくなったことにより、ナショナルブランド品で

大型売場との直取引が目立ってきているとの見方もある。伝統的流通のパターンが崩れつ

つある証拠である。大手メーカーを中心にはっきり意思表示されていることは、「従来の

流通経路をできるだけ尊重したいが、消費者の支持を受けている売場は、メーカーとして

拒否する訳にはいかない」とする考え方である。 
 
一方で卸売業は流通構造変化の中で極めて厳しい立場になってきている。今まで卸が担

ってきた「卸売機能」がメーカーや小売店に取って代わられるケースが増えているからで

ある。 

そのような中で、卸売業はリテイルサポート（小売店支援）をベースにしたメニュー作

りを意識的に志向してきている。平成９年３月に大阪スポーツ卸商業組合がまとめた「卸

売経営体質転換戦略・報告書」では、「（これからの卸売業は）消費者の動きを常に把握

し、その消費者ニーズに対応する小売業態の変化をとらえなければならない。その視点に



立って、今後の方向性としては商品のブランドロイヤリティを支援するのか、小売店のス

トアロイアリティを支援するのか、その選択を迫られると考えられよう。」と指摘してい

る。 

 

 

３．業界ネットワークの今後 
 
このような混沌の中でスポーツ用品業界の中では、企業間のデータ交換・ネットワーク

化が着実に進んでいる。 

平成１０年３月に全国運動用品商工団体連合会が発表した「スポーツ用品業界オープン

情報ネットワーク調査研究報告書」によれば、現在業界には情報ネットワークあるいはリ

テイルサポートが８つ存在している。それぞれのネットワークの設立の経緯や目標には若

干の温度差があるものの、上記流通構造の変化を見据えて新しい取引のあり方を志向して

いる動きの一つであることに間違いはない。 

この８つのネットワークのうち大手の２つは、接続している端末台数が千数百台に達し

ているが、裾野が広がるにつれて、小売店からいわゆる「多端末現象」に対するクレーム

が出てきたり、歴史のあるネットワークであればあるほどネットワーク技術が「従来型」

であり、パソコンベースに移行していかなければならないという課題をかかえることにな

ってきている。また、裾野が広がるにつれて取引量の小さい対象店が増えることとなり、

単独企業でのサービスではコストをまかない切れないという課題が主管側の企業での問題

点となってきている。 
 
また、いわゆる「業界としてのネットワーク」また「オープンネットワーク」の構築が

切に求められてきている。このようなニーズを踏まえて、ネットワーク間の交流、あるい

は提携、合併の動きが顕著となっており、先行き予断を許さない。 

今後２つの方向、すなわち１つは新しいオープンなネットワークを新規に構築してこれ

に有志が乗り移る方向、またもう１つは、既存のネットワークが規模を拡大し、いわゆる

デファクトスタンダードとして認知され、これが核となって発展していく方法。このどち

らが業界にとって、また各企業とって好ましいかが問われる段階にさしかかってきている。 
 
現時点では、業界としてのネットワーク構築の問題は単に情報を交換する「技術」の問

題を越えて、「営業」あるいは「経営」レベルの問題となってきている。 

消費者志向重視という取引構造の変化の中で、業界三層を形成する各メーカー、卸売業、

小売業がそれぞれの企業の生き残りをかけたツールとして新しいネットワークをどう使い

こなしていくかがファクターとなってきているのである。その意味で、ネットワークのあ

り方は、これからの時代を写す「選択のキー」となっていると認識されるところである。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜付属資料＞ 



 

 

グローバル･ロケーション･ナンバー(ＧＬＮ) 
 

１．グローバル・ロケーション・ナンバー(ＧＬＮ)とは 

（１）ＧＬＮ（Global Location Number）とは 

流通ＥＤＩの進展により、受発注や商品情報、あるいは物流や代金決済等多様な情報交換の

普及が予想されます。こうした多様な情報交換に当たり、世界中の企業や事業所間で互いに相

手を唯一に識別するための「共通企業／事業所コード」です。 

 

（２）制定の背景 

従来のＥＯＳやＶＡＮのように、企業間データ交換の適用業務や導入企業が限られていた間

は、それぞれの範囲で取り決めた専用コードでも運用は可能でありました。しかし現在、進展

しつつあるＥＤＩの世界では、複数のネットワークを介して受発注はもとより物流、請求など

の多様な情報が数多くの企業が相互に関わりあって交換されることになります。こうした企業

間情報交換（ＥＤＩ）を間違いなくかつ効率的に行うためには、流通とその関連業界で、広く、

かつ互いに事業所ないし企業を唯一に識別できるコードが不可欠となります。 

1994 年度から 96 年度にかけて、流通システム開発センターに設置された通産省の委託による

「流通業における電子化取引標準化調査研究委員会」において、わが国の今後の企業間情報交

換システム（ＥＤＩ）普及のためには、国際的な整合性を十分に考慮に入れたわが国における

「ロケーション・ナンバー」の必要性が確認されました。その結果、ＥＡＮインター・ナショ

ナルが制定した「グローバル・ロケーション・ナンバー（ＧＬＮ）」を採用することとしまし

た。これを受けて、流通標準ＥＤＩ「ＪＥＤＩＣＯＳ」においては、企業・事業所を識別する

標準コードとしてＧＬＮを使用することを原則としています。また、ＥＡＮ－128 のバーコード

システムでは、物流ラベルや請求書に企業・事業所をＧＬＮで表示するよう定めています。 

 

（３）ＧＬＮの体系 

ＧＬＮは 13 桁の識別コードで、企業等の法人組織体、部署等の事業部門、物流センターや営

業所、支店、店舗等の場所、あるいは機能（受発注、決済といったコンピュータ・アプリケー

ションシステム）等を識別することに使用します。ＧＬＮはＥＤＩにおける重要なデータであ

るほか、物流システム用コードＥＡＮ－128 バーコード情報の中でも識別コードとして使われま

す。コード体系は次の通りです。 

 

図表１－３－１ グローバル・ロケーション・ナンバー(ＧＬＮ)の体系 
 

    

   F1 F2     X1  X2  X3  X4  X5  X6  X7  X8  X9  X10    C/D 
      ↑                            ↑                         ↑ 
    国コード         各国のコードセンターが設定、      チェックデジット 

  （日本の場合          付番するロケーション・ナンバー      （モジュラス 10、 
   49 または 45）             （10 桁）                     重み３,１) 

 

 

付属資料１. 



 

① 13 桁数字固定長 

② 左２桁はＥＡＮプレフィックス（国コード）＜プレフィックスが３桁の国は３桁＞ 

③ 次の 10 桁＜プレフィックスが３桁の国は９桁＞は、各国のコードセンターが企業に付番し

ます。 

④ 右端の１桁はチェックデジット。モジュラス 10、計算方式の重みは３、１。 

⑤ ＧＬＮをＥＡＮ－128 バーコードシンボルで使うときは、該当するＡＩ（アプリケーション

識別子）の組み合わせで使用します。 

 

（４）ＧＬＮの特長  

① 各国のコードセンターが管理するＧＬＮとの互換性を保ち、国内だけでなく国際取引にも

使用できるコード体系を基本としています。 

② ＥＤＩや物流システムを考慮し、企業コードと事業所コードからなる体系です。原則とし

て一体で用いますが、特別な用途のためにこれらを分離して使うこともできます。 

③ 国内利用の利便性とスムーズな普及あるいは採用企業の負荷の軽減を図るため、可能な限

り既に普及している既存のコードと整合性がとられています。 

ここで言う既存のコードとは、次のコードを言います。 

・共通取引先コード 

・ＪＡＮ商品メーカーコード 

 

２．既存コードとわが国のＧＬＮのコード体系との関係 

わが国でのＧＬＮは、流通業界で既に普及している既存のコード(共通取引先コード、ＪＡＮ商

品メーカーコード)と整合性がとられたコード体系となっています。 

 

（１）共通取引先コードを流用する場合（ＪＡＮ商品メーカーコードを持たない企業） 

共通取引先コード（６桁）の左に“１”(１桁）を付加し、“４９１”(固定) ＋共通取引先

コードを共通企業コードとして使用することができます。 

複数の「共通取引先コード」の割当てを受けている企業は、いずれか１つのコードを共通企

業コードとして流通コードセンターに申請して使用します。 

 

４ ９ １ Ｋ1 Ｋ2 Ｋ3 Ｋ4 Ｋ5 Ｋ6 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 
Ｃ/
Ｄ 

   

“１” 
(１桁) 

 
共通取引先コード 

（６桁） 

 
事業所コード 

（３桁） 

 

 

 

（２）ＪＡＮ商品メーカーコードを流用する場合 

ＪＡＮ商品メーカーコードの割当てを受けている企業は、それを共通企業コードとして使用

することができます。 
 



 

４ 
 
４ 

９ 
 
５ 
Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 Ｍ4 Ｍ5 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 Ｌ4 Ｌ5 

Ｃ/
Ｄ 

 
ＪＡＮ商品メーカーコード 

（７桁） 

 
事業所コード 

（５桁） 

 

 

（３）2001 年以降実施される９桁のＪＡＮ商品メーカーコード取得企業の場合 

 

４ ５ Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 Ｍ4 Ｍ5 Ｍ6 Ｍ7 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 
Ｃ/
Ｄ 

 
ＪＡＮ商品メーカーコード 

（９桁） 
 

 
事業所コード 

（３桁） 

 

 

【補足】  

 ① 割当てを受けている「共通取引先コード」または「ＪＡＮ商品メーカーコード」を共

通企業コードとして使用する場合は、流通コードセンターにＧＬＮを申請して使用しま

す。 

 ② 「ＪＡＮ商品メーカーコード」と「共通取引先コード」の双方の割当てを受けている

企業は、いずれを使用しても良いが、原則として「ＪＡＮ商品メーカーコード」を共通

企業コードとして使用することが望まれます。 

 

〔参考〕 ＧＬＮのコード体系の変更について 

   上記で説明のわが国のＧＬＮのコード体系は、ＪＡＮ商品メーカーコード９桁化(2001

年１月～）への対応を考慮して、従来のコード体系を一部変更しています。主な変更点

は次のとおりです。 

 ① 共通取引先コードの左に付加される固定の数字が“０”から“１”に変更。 

 ② ＪＡＮ商品メーカーコードを流用する場合の頭２桁（国コード４９）の廃止。 

または 



 

 

付属資料２. 



 

 

グローバル･ロケーション･ナンバー(ＧＬＮ) 
 

１．グローバル・ロケーション・ナンバー(ＧＬＮ)とは 

（１）ＧＬＮ（Global Location Number）とは 

流通ＥＤＩの進展により、受発注や商品情報、あるいは物流や代金決済等多様な情報交換の

普及が予想されます。こうした多様な情報交換に当たり、世界中の企業や事業所間で互いに相

手を唯一に識別するための「共通企業／事業所コード」です。 

 

（２）制定の背景 

従来のＥＯＳやＶＡＮのように、企業間データ交換の適用業務や導入企業が限られていた間

は、それぞれの範囲で取り決めた専用コードでも運用は可能でありました。しかし現在、進展

しつつあるＥＤＩの世界では、複数のネットワークを介して受発注はもとより物流、請求など

の多様な情報が数多くの企業が相互に関わりあって交換されることになります。こうした企業

間情報交換（ＥＤＩ）を間違いなくかつ効率的に行うためには、流通とその関連業界で、広く、

かつ互いに事業所ないし企業を唯一に識別できるコードが不可欠となります。 

1994 年度から 96 年度にかけて、流通システム開発センターに設置された通産省の委託による

「流通業における電子化取引標準化調査研究委員会」において、わが国の今後の企業間情報交

換システム（ＥＤＩ）普及のためには、国際的な整合性を十分に考慮に入れたわが国における

「ロケーション・ナンバー」の必要性が確認されました。その結果、ＥＡＮインター・ナショ

ナルが制定した「グローバル・ロケーション・ナンバー（ＧＬＮ）」を採用することとしまし

た。これを受けて、流通標準ＥＤＩ「ＪＥＤＩＣＯＳ」においては、企業・事業所を識別する

標準コードとしてＧＬＮを使用することを原則としています。また、ＥＡＮ－128 のバーコード

システムでは、物流ラベルや請求書に企業・事業所をＧＬＮで表示するよう定めています。 

 

（３）ＧＬＮの体系 

ＧＬＮは 13 桁の識別コードで、企業等の法人組織体、部署等の事業部門、物流センターや営

業所、支店、店舗等の場所、あるいは機能（受発注、決済といったコンピュータ・アプリケー

ションシステム）等を識別することに使用します。ＧＬＮはＥＤＩにおける重要なデータであ

るほか、物流システム用コードＥＡＮ－128 バーコード情報の中でも識別コードとして使われま

す。コード体系は次の通りです。 

 

図表１－３－１ グローバル・ロケーション・ナンバー(ＧＬＮ)の体系 
 

    

   F1 F2     X1  X2  X3  X4  X5  X6  X7  X8  X9  X10    C/D 
      ↑                            ↑                         ↑ 
    国コード         各国のコードセンターが設定、      チェックデジット 

  （日本の場合          付番するロケーション・ナンバー      （モジュラス 10、 
   49 または 45）             （10 桁）                     重み３,１) 

 

 

付属資料１. 



 

① 13 桁数字固定長 

② 左２桁はＥＡＮプレフィックス（国コード）＜プレフィックスが３桁の国は３桁＞ 

③ 次の 10 桁＜プレフィックスが３桁の国は９桁＞は、各国のコードセンターが企業に付番し

ます。 

④ 右端の１桁はチェックデジット。モジュラス 10、計算方式の重みは３、１。 

⑤ ＧＬＮをＥＡＮ－128 バーコードシンボルで使うときは、該当するＡＩ（アプリケーション

識別子）の組み合わせで使用します。 

 

（４）ＧＬＮの特長  

① 各国のコードセンターが管理するＧＬＮとの互換性を保ち、国内だけでなく国際取引にも

使用できるコード体系を基本としています。 

② ＥＤＩや物流システムを考慮し、企業コードと事業所コードからなる体系です。原則とし

て一体で用いますが、特別な用途のためにこれらを分離して使うこともできます。 

③ 国内利用の利便性とスムーズな普及あるいは採用企業の負荷の軽減を図るため、可能な限

り既に普及している既存のコードと整合性がとられています。 

ここで言う既存のコードとは、次のコードを言います。 

・共通取引先コード 

・ＪＡＮ商品メーカーコード 

 

２．既存コードとわが国のＧＬＮのコード体系との関係 

わが国でのＧＬＮは、流通業界で既に普及している既存のコード(共通取引先コード、ＪＡＮ商

品メーカーコード)と整合性がとられたコード体系となっています。 

 

（１）共通取引先コードを流用する場合（ＪＡＮ商品メーカーコードを持たない企業） 

共通取引先コード（６桁）の左に“１”(１桁）を付加し、“４９１”(固定) ＋共通取引先

コードを共通企業コードとして使用することができます。 

複数の「共通取引先コード」の割当てを受けている企業は、いずれか１つのコードを共通企

業コードとして流通コードセンターに申請して使用します。 

 

４ ９ １ Ｋ1 Ｋ2 Ｋ3 Ｋ4 Ｋ5 Ｋ6 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 
Ｃ/
Ｄ 

   

“１” 
(１桁) 

 
共通取引先コード 

（６桁） 

 
事業所コード 

（３桁） 

 

 

 

（２）ＪＡＮ商品メーカーコードを流用する場合 

ＪＡＮ商品メーカーコードの割当てを受けている企業は、それを共通企業コードとして使用

することができます。 
 



 

４ 
 
４ 

９ 
 
５ 
Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 Ｍ4 Ｍ5 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 Ｌ4 Ｌ5 

Ｃ/
Ｄ 

 
ＪＡＮ商品メーカーコード 

（７桁） 

 
事業所コード 

（５桁） 

 

 

（３）2001 年以降実施される９桁のＪＡＮ商品メーカーコード取得企業の場合 

 

４ ５ Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 Ｍ4 Ｍ5 Ｍ6 Ｍ7 Ｌ1 Ｌ2 Ｌ3 
Ｃ/
Ｄ 

 
ＪＡＮ商品メーカーコード 

（９桁） 
 

 
事業所コード 

（３桁） 

 

 

【補足】  

 ① 割当てを受けている「共通取引先コード」または「ＪＡＮ商品メーカーコード」を共

通企業コードとして使用する場合は、流通コードセンターにＧＬＮを申請して使用しま

す。 

 ② 「ＪＡＮ商品メーカーコード」と「共通取引先コード」の双方の割当てを受けている

企業は、いずれを使用しても良いが、原則として「ＪＡＮ商品メーカーコード」を共通

企業コードとして使用することが望まれます。 

 

〔参考〕 ＧＬＮのコード体系の変更について 

   上記で説明のわが国のＧＬＮのコード体系は、ＪＡＮ商品メーカーコード９桁化(2001

年１月～）への対応を考慮して、従来のコード体系を一部変更しています。主な変更点

は次のとおりです。 

 ① 共通取引先コードの左に付加される固定の数字が“０”から“１”に変更。 

 ② ＪＡＮ商品メーカーコードを流用する場合の頭２桁（国コード４９）の廃止。 

または 



 

 

付属資料２. 



付属資料２.

オープン情報システムに関するＳ研アンケート結果

◇このアンケートは、パソコン・インターネット等「オープン情報システム」への各社の取組み
  状況と、今後の「業界ネットワーク」に対する意識調査を目的に、平成１０年度の事業として
  実施したものです。

◇調査対象はＳ研参加企業を中心に行ったので、業界全体の状況を現すものではありませ
  んが、参考になるところは大きいと思われます。

◇発送数、回答数は下記の通りです。

小売 卸 メーカー 合計
メンバー ﾒﾝﾊﾞｰ外 計 メンバー ﾒﾝﾊﾞｰ外 計 メンバーﾒﾝﾊﾞｰ外 計

発送数 6 24 30 11 0 11 11 4 15 56
回答数 4+3 8 15 10+1 0 11 11 2 13 39

１社で小売、卸、メーカー各複数の機能を持つ企業からの回答がある（＋の数字）ので、回答社数は「延社数」となります。

1.小売店に質問(小売店舗をもつ卸・メーカー含む） 回答＝１５社

①パソコンをお持ちですか
A.持っている 14
B.持っているが使っていない 0
C.持っていない 1

②店舗にてインターネットをお使いですか
A.使っている 8
B.使っていないが興味あり 4
C.使っていない 3
D.全く興味がない 0

③パソコンで店舗業務を行っていますか
A.行っている 12  ①.POS,レジとつながっている 4
B.行っていない 1 ②.LANでつながっている 6
C.わからない 0 ③.ＰＣ単体で業務に利用 2

0 2 4 6 8 10 12 14

A.持っている

B.持っているが使っていない

C.持っていない

0 2 4 6 8

A.使っている

B.使っていないが興味あり

C.使っていない

D.全く興味がない

0 5 10 15

A.行っている

B.行っていない

C.わからない

Ａと答えた方
①.POS,レジとつな
がっている POSﾚ
ｼﾞとつながってい

② LANでつながっている(6)

③.ＰＣ単体で業務
に利用 (2)

●今回の回答企業は業界の中の大手であるが、パソ

コンを持っていないのは１社だけであり、

普及率は９３.3％に達している。

●集計上の平均所有台数は、２６．０台であった。

●インターネットに対する興味は
大変

高く、すでに８社が接続、興味が
ある

と答えた企業を加えると１２社
（８０．

●パソコンを利用して業務に活用、効率化をしている企業が１２社（８５．７％）あ
る。



④パソコンを使う際に困ったことがありますか（複数回答可）
A.操作方法がわからない 2
B.思った通りに動かない 2
C.問い合わせる人がいない 2
D.動作が不安定 6
E.特にない 4
F.その他 1

⑤パソコンについて問い合わせ先がありますか
購入先 社内 ない その他

A.使い方がわからない場合 3 7 1 2
B.動作がおかしくなった場合 5 6 0 2
C.機械が壊れた場合 9 2 1 1

⑥パソコンについての問い合わせ先（ヘルプデスク）について
A.お金を払って対応 3
B.お金を払わずに対応 4
C.対応先を紹介して欲しい 0
D.不要 7

⑦パソコンのＯＳ（基本ソフト）はなんですか
A.Windows95、Windows98 10
B.Mac 0
C.わからない 0
D.その他 3

0 2 4 6

A.操作方法がわからない

B.思った通りに動かない

C.問い合わせる人がいない

D.動作が不安定

E.特にない

F.その他

0 2 4 6

A.お金を払って対応

B.お金を払わずに対応

C.対応先を紹介して欲しい

D.不要

0 2 4 6 8 10

A.Windows95、Windows98

B.Mac

C.わからない

D.その他

0 2 4 6 8

購入先

社内

ない

その他

A.使い方がわからない場合

0 2 4 6 8

購入先

社内

ない

その他

B.動作がおかしくなった場合

0 2 4 6 8 10

購入先

社内

ない

その他

C.機械が壊れた場合

●パソコン操作上、「動作
が

不安定」の意見（６社）が
一

番多い。

●ソフト・ハード障害の問い合わせ先は、社内及び購入先が中心で大きな問題点はあまりなさそうにうかがえる。

●ヘルプデスクについては、「不

要」と答えた企業が７社（５０．
０％）

ある。多分相当使いこなしている
と

●回答企業中、windows95・98が１０

社（７７．０％）その他としては
DOS・

Mac・WinNTがある。



※以下、店舗（本部を含む）にてインターネットをお使いの方へ（１・②・Ａにお答えの方）

⑧インターネットの利用は
ほとんど どちらかといえば多い 少しある ない

A.業務での利用 4 2 2 1
B.個人での利用 2 1 3 2
C.顧客による利用 0 1 0 7

⑨インターネットで利用するサービスは（複数回答可）
A.電子メール 6
B.ブラウザ(Web) 5
C.店舗業務 1
D.オンライン業務 4
E.その他 0

⑩インターネットで情報交換している相手先は（複数回答可）
A.卸 3
B.メーカー 5
C.本店・支店間 2
D.顧客 2
E.その他 0

0 2 4 6

A.電子メール

B.ブラウザ(Web)

C.店舗業務

D.オンライン業務

E.その他

0 2 4 6

A.卸

B.メーカー

C.本店・支店間

D.顧客

E.その他

0 2 4 6 8

ほとんど

どちらかといえば多い

少しある

ない

A.業務での利用

0 2 4 6 8

ほとんど

どちらかといえば多い

少しある

ない

B.個人での利用

0 2 4 6 8

ほとんど

どちらかといえば多い

少しある

ない

C.顧客による利用

●インターネットを使い、業務
に

利用している企業が８社あり、
今

後個人を含め増える傾向にあ

る。

●インターネットサービスの中では、電子

メール・ブラウザ（Ｗeb）が中心である
が、今

後オンライン業務につなげて行く企業が増
え

●インターネットで情報交換している相手
先

はメーカー（AS－NET・S－NET）・卸（Z
－

NET）が中心と伺える。



⑪インターネットで顧客向けサービスを提供していますか
A.提供している 4 ①情報提供 1

②通販 2
③顧客のコミュニティ形成の場 0
④その他（） 0

B.提供していない 5 ①予定がある 1
②興味がある 2
③全く興味がない 1

⑫店舗としてのホームページをもっていますか
A.持っている 3
B.持っていない 5 ①持っていないが予定がある 3

②持っていないが興味はある 1
③全く興味がない 1

⑬メーカー・卸のホームページを見たことがありますか
A.ある 8 ①業務で使用している 2

②業務で使用していない 6
B.ない 1

⑭インターネットはビジネスに有効だと思いますか
A.有効だと思う 8
B.有効だとは思わない 0
C.わからない 1

0 2 4 6

A.提供している

B.提供していない

Ａと答えた方

Ｂと答えた方

0 2 4 6

A.持っている

B.持っていない

Ｂを選んだ方

0 2 4 6 8 10

A.ある

B.ない

Ａ と答えた方
② 業務で使用し
ていない (6)

① 業務で使用し
ている (2)

0 2 4 6 8

A.有効だと思う

B.有効だとは思わない

C.わからない

① 情報提供 (1)② 通販(2)

③ 顧客のコミュニティ形成の場 (0)
④その他（0）

① 予定がある(1)
② 全く興味が
ない (1)

③ 興味がある(2)

① 持っていないが予定がある(3)

③ 全く興味がない(1)

② 持っていな
いが興味はあ
る(1)

① 業務で使用し
ている (2)

●ホームページを持っている企業が既に３社あり、予定を含めて合計６社
あ
   る。

●今後の企業広報の一つの手段であることがうかがえる。

●ホームページを持っている企業が既に３社あり、予定を含めて合計６社ある。

●メーカー・卸のホームページを見たことがある企業が８社あるが、業務面での活用度は低い。

●ビジネスに有効と思う企業が８社あ

るが、具体的には今後の課題と受け

取れる。



⑮インターネットの費用について
A.高い 3
B.妥当と思う 3
C.安い 0
D.わからない 3

⑯インターネットで問題だと思うことがありますか（複数回答可）
A.特にない 2
B.つながらない 0
C.遅い 3
D.使い方が分らない 0
E.期待した情報がない 2
F.セキュリティが気になる 5
G.その他 1

⑰インターネットのセキュリティについて
A.気にならない 1
B.気にはなるがよく分らない 3
C.気にしている 4
D.特に考慮している 0
E.わからない 1

※小売店の全ての方にお聞きします(パソコン、インターネットとは無関係です)

⑱卸・メーカーで提供して欲しいサービス(業務)がありますか
使っている ぜひやって欲しい 興味がある 不要

A.在庫問い合わせ 10 4 1 0
B.受発注 10 4 1 0
C.商品情報検索 4 7 4 0
D.データ交換(納品データ、請求データなど) 5 7 3 0
E.営業との連絡（電子メールなど） 5 2 5 3
F.企業情報入手 4 3 6 1
G.業界情報入手 4 4 5 1

0 1 2 3

A.高い

B.妥当と思う

C.安い

D.わからない

0 2 4 6

A.特にない

B.つながらない

C.遅い

D.使い方が分らない

E.期待した情報がない

F.セキュリティが気になる

G.その他

0 2 4

A.気にならない

B.気にはなるがよく分らない

C.気にしている

D.特に考慮している

E.わからない

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

A.在庫問い合わせ

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

B.受発注

●インターネットの費用につい
て

は、意見が分かれいる。今後の

プロバイダーの自助努力を期待

する。

●インターネットの問題点とし
て、

セキュリティを上げている企業が
５

社。レスポンスも今後気にかかる

問題と思われる。

●セキュリティについ
て

は、気にしている・気
に

なるが…・７社あり。
今

後の研究課題と思われ



⑲今後S研で電子メールによるアンケートを実施していいですか
A.よい 8
B.紙の方がいい 5

0 2 4 6 8 10

A.よい

B.紙の方がいい

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

C.商品情報検索

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

D. データ交換

(納品データ、請求データなど)

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

E.営業との連絡（電子メールなど）

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

F.企業情報入手

0 2 4 6 8 10

使っている

ぜひやって欲しい

興味がある

不要

G.業界情報入手

●卸・メーカーに求めるサービスは大変幅が広いが、
既

に享受しているサービスのメインは在庫問い合わせ・
受

●アンケート実施方法については余り差異はないが、

する側の意見を言わせて頂けるのであれば、是非

電子メールでお願いしたい。（後作業を考えて）



２．卸に質問 回答＝１１社

＊以下、インターネットについてお聞きします

①ホームページをもっていますか
A.持っている 3
B.持っていない 8 ①持っていないが予定はある 1

②持っていないが興味はある 6
③全く興味がない 0

②メーカー・卸・小売のホームページを見たことがありますか
A.ある 11 ①業務で使用している 2
B.ない 0 ②業務で使用していない 9

③インターネットで情報交換している相手先は（複数回答可）
A.小売 7
B.卸 3
C.メーカー 9
D.社内 1
E.顧客 2
F.金融 2
G.仕入先・工場 3
H.他業界 4
I.その他 2
J.インターネットを利用していない 0

0 2 4 6 8

A.持っている

B.持っていない

Ｂと答えた方

0 2 4 6 8 10 12

A.ある

B.ない

Ａと答えた方

0 2 4 6 8

A.小売

B.卸

C.メーカー

D.社内

E.顧客

F.金融

G.仕入先・工場

H.他業界

I.その他

J.インターネットを利用していない

①持っていないが
予定がある (1)

②持っていないが
興味はある(6)

③全く興味がない(0)

①業務で使用し
   ている (2)

②業務で使用していない(9)

●回答企業１１社（100.0%）が全てがホームページを見ている

が、業務につながっているのは２社のみである。

●ホームページには大変感心があるが、自社保有は３社

予定をふくめても、４社である。

●インターネットで情報交換している相手先は、メーカー・小売が中心であるが、
 
目につくのは、他業界との情報交換をしている企業が４社ある。



④インターネットで顧客向けサービスを提供していますか、またその予定はありますか
A.提供している 4 ①情報提供 4

②通販 1
③顧客のコミュニティ形成の場 0
④その他 0

B.提供していない 7 ①予定がある 1
②興味がある 5
③全く興味がない 0

⑤インターネットはビジネスに有効と思いますか
A.有効と思う 10
B.有効だとは思わない 0
C.わからない 1

⑥インターネットの費用について
A.高い 1
B.妥当と思う 5
C.安い 1
D.わからない 3

⑦インターネットで問題だと思うことがありますか（複数回答可）
A.特にない 0
B.つながらない 2
C.遅い 7
D.使い方がわからない、難しい 1
E.期待した情報がない 0
F.セキュリティが気になる 9
G.その他 1

0 2 4 6

A.提供している

B.提供していない

Ａと答えた方

Ｂと答えた方

0 2 4

A.高い

B.妥当と思う

C.安い

D.わからない

0 2 4 6

A.特にない

B.つながらない

C.遅い

D.使い方がわからない、難しい

E.期待した情報がない

F.セキュリティが気になる

G.その他

①情報提供(4)②通販(1)

③顧客のコミュニティ形成の場
(0)

①予定がある(1)

②興味がある(5) ③興味がない(0)

0 2 4 6 8 10

A.有効と思う

B.有効だとは思わない

C.わからない

●インターネットで顧客サービスをしている企業が４社あるが、情報
提供

にとどまっている｡１社のみ通販をこころみている。

●ビジネスに有効と答えた企業が１０社（90.9%）

と非常に高い。

●インターネットの費用については、妥当と

答えた企業が５社。

●わからないと答えた企業が３社あるが、この

答えが本当かも？

●ほとんどの企業（９社）が、「セキュリティが気になる」と答えている。レスポンスも今後大きな問題点とおもわれる。



⑧インターネットのセキュリティについて
A.気にならない 0
B.気にはなるがよくわからない 7
C.気にしている 3
D.特に考慮していない 1
E.わからない 0

※以下、リテールサポートについてお聞きします

⑨リテールサポートの為のネットワークシステムを持っていますか
A.持っている 4 ①強化予定がある 2

②強化予定はない 0
B.持っていない 7 ①予定がある 0

②興味がある 6
③全く興味がな 0

＊以下、リテールサポートシステムを持っていない企業もお答えください

⑩リテールサポート（小売店）の業務内容について
すでにある 検討中 興味がある 不要

A.在庫問い合わせ 7 5 9 0
B.受発注 8 5 8 0
C.商品情報検索 1 6 14 0
D.データ交換(納品データ、請求データなど) 10 4 7 0
E.営業との連絡（電子メールなど） 8 5 7 1
F.企業情報入手 2 4 15 0
G.業界情報入手 1 3 17 0
H.ＰＯＳシステム提供 5 1 15 0

0 2 4 6 8

A.気にならない

C.気にしている

E.わからない

0 2 4 6

A.持っている

B.持っていない

Ａと答えた方

①強化予定がある(2)

②強化予定はない(0)

Ｂと答えた方

②興味がある(6)

①予定がある(0)
③全く興味がない(0)

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

A.在庫問い合わせ

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

B.受発注

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

C.商品情報検索

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

D.データ交換(納品データ、請求データなど)

●セキュリティについては、「気になるが

良くわからない」が７社と多い。

●この回答が本音と伺える。

●リテールサポートの為のネットワーク持っている企業が４社あり、現在

持っていないが、非常に興味があると答えた企業が６社もある。

●持っている企業の、今後の強化予定には２社（1999年7頃・1999年中）回

答あり。



⑪リテールサポートを構築する際のキーワードは(特に強化予定の際に)（複数回答可）
A.回線高速化 7
B.パソコン対応 5
C.イントラネット 5
D.インターネット 4
E.Web 5
F.電子メール 5
G.セキュリティ(暗号化など) 8
H.Windows対応 3
I.2000年対応 0
J.機材老朽化 1
K.その他 1

⑫リテールサポートネットワークのセキュリティについて
A.気にならない 0
B.気にはなるがよくわからない 8
C.気にしている 2
D.特に考慮している 1
E.わからない 0

0 2 4 6 8

A.回線高速化

B.パソコン対応

C.イントラネット

D.インターネット

E.Web

F.電子メール

G.セキュリティ(暗号化など)

H.Windows対応

I.2000年対応

J.機材老朽化

K.その他

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

E.営業との連絡（電子メールなど）

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

F.企業情報入手

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

G.業界情報入手

0 5 10 15 20

すでにある

検討中

興味がある

不要

H.ＰＯＳシステム提供

0 2 4 6 8

A.気にならない

B.気にはなるがよくわからない

C.気にしている

D.特に考慮している

E.わからない

●リテールサポートを既にやっている業務サービスのトップは、「データ交換（納品データ・請求データ等）」ついで

「受発注」・「営業との連絡（電子メール）」・「在庫問い合わせ」と続いている。

●サポート内容も多岐にわたり、検討中・興味がある企業も非常に多い。

●セキュリティについては、各企業とも、まだまだ「よくわからない」が本音と思われる。

「気にはなるがよくわからない」と答えた企業が８社（７２．７％）もある。

●リテールサポート構築のキーワードとして、セキュリティ（暗号など）を上げた企業が８社（７２．７％）ある。

●又、レスポンス（回線の高速化）を気にしている企業が（７社）多い。



⑬小売店からパソコンのサポートを求められたときにどう対応していますか
A.専門スタッフ部門で対応 2
B.コンピュータ部門で対応 5
C.営業、営業スタッフ部門で対応 0
D.知識がある社員で個別対応 0
E.お断りしている(他をご紹介) 1
F.求められたことがない 4
G.わからない 1

⑭小売店のパソコンのサポートについて必要性を感じていますか
A.感じている 6
B.感じていない 2
C.わからない 3

⑮リテールサポートネットワークについてS研からの問い合わせが可能ですか
A.かまわない 9
B.遠慮して欲しい 0
C.わからない 2

⑯メーカーに対して提供して欲しいサービスはありますか（卸企業のみお答え下さい）
すでにある 検討中 興味がある 不要

A.在庫問い合わせ 6 4 0 0
B.受発注 7 3 0 0
C.商品情報検索 1 8 1 0
D.データ交換(納品データ、請求データなど) 7 3 0 0
E.営業との連絡（電子メールなど） 5 2 3 0
F.企業情報入手 1 6 3 0
G.業界情報入手 1 6 2 0

0 2 4

A.専門スタッフ部門で対応

B.コンピュータ部門で対応

C.営業、営業スタッフ部門で対応

D.知識がある社員で個別対応

E.お断りしている(他をご紹介)

F.求められたことがない

G.わからない

0 2 4 6

A.感じている

B.感じていない

C.わからない

0 2 4 6 8

A.かまわない

B.遠慮して欲しい

C.わからない

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

A.在庫問い合わせ

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

B.受発注

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

C.商品情報検索

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

D.データ交換(納品データ、請求データなど)

●小売店からパソコンのサポートを求められた時の対応窓口が、以外にもコンピュータ部門と答えた企業が５社もある。

●又、反面「求められたことがない」と答えた企業も４社あった。

●パソコンのサポートの必要性を感じている企業が５社
（５

０．０％）｡「感じていない」・「わからない」が５社。

●原則「自己責任」と思われるが、非常にむつかしい問題
で

●Ｓ研からの問い合わせについては、非常に各社協力的で

ある。



⑰業界ネットワーク標準化検討への参加の意志はありますか
A.ある 9
B.ない 0
C.わからない 2

⑱リテールサポートなどネットワーク構築にあたり業界ネットワークの標準化を参考にしますか
A.参考にする 11
B.参考にしない 0
C.わからない 0

⑲業界ネットワークへの参加の意志はありますか
A.ある 9 ①.そのつもり 2

②.検討している 3
③.費用による 4

B.ない 0
C.わからない 2

⑳今後S研で電子メールによるアンケートを実施していいですか
A.よい 11
B.紙の方がいい 0

0 2 4 6 8 10

A.ある

B.ない

C.わからない

0 2 4 6 8 10 12

A.参考にする

B.参考にしない

C.わからない

0 2 4 6 8 10

A.ある

B.ない

C.わからない

0 2 4 6 8 10 12

A.よい

B.紙の方がいい

Ａと答えた方

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

E.営業との連絡（電子メールなど）

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

F.企業情報入手

0 2 4 6

すでにある

検討中

興味がある

不要

G.業界情報入手

①そのつもり

②.検討している

③.費用による(4)

●既にサービスを受けている業務として「在庫問い合わせ」

・「受発注」・「データ交換」と答えた企業が多い。

●今後として「商品情報検索」のサービスを求めている企業が

８社（７２．７％）もある。

●ネットワーク標準化検討への参画の問いには９社が

「ある」と答えているが、

回答企業の多くがＳ研参加企業であるので、納得がいく。

●業界ネットワークの標準化が出来た時は回答

企業１１社（１００．０％）が参考にすると答えている。

●回答企業全て（１１社）が電子メールでのアンケート

を容認している。

裏を返せば、それだけ各企業にパソコンの普及が浸透

していると思われる。

●業界ネットワークへの参加意志があると答えた企業が９社（８１．８％）あるが、コストがかかる
話で、

費用対効果並びに、各企業の戦略も含め慎重にならざるをえない。



３．メーカーに質問 回答＝１３社

＊以下、インターネットについてお聞きします

①ホームページをもっていますか
A.持っている 11
B.持っていない 2 ①持っていないが予定がある 0

②持っていないが興味はある 2
③全く興味がない 0

②メーカー・卸・小売のホームページを見たことがありますか
A.ある 12 ①業務で使用している 2

②業務で使用していない 8
B.ない 1

③インターネットで情報交換している相手先は（複数回答可）
A.小売 3
B.卸 2
C.メーカー 5
D.社内 5
E.顧客 5
F.金融 1
G.仕入先・工場 7
H.他業界 4
I.その他 1
J.インターネットを利用していない 2

0 2 4 6 8 10 12

A.持っている

B.持っていない

Ｂと答えた方

0 2 4 6 8 10 12

A.ある

B.ない

Ａと答えた方

0 2 4 6 8

A.小売

B.卸

C.メーカー

D.社内

E.顧客

F.金融

G.仕入先・工場

H.他業界

I.その他

J.インターネットを利用していない

②持っていない
が興味はある(2)

①持っていないが予定がある(0)
③全く興味がない(0)

①業務で使用している

①業務で使用していない(8)

●ホームページを持っている企業が１１社（８４．６％）と多い。

「持っていないが興味がある」が２社、全体にホームページに

対する意識が高い。

●ホームページの関心は非常に高いが、まだまだ業務につながる

ところ迄は行っていない。

●メーカーの回答であるので理解は出来るが、情報交換している相手先として「仕入先・工場」と答えた企業が

７社（５３．８％）と多い。

●以外と思われたのが、「卸」と答えた企業が２社のみで、今後の課題としたい。



④インターネットで顧客向けサービスを提供していますか、またその予定はありますか
A.提供している 8 ①情報提供 7

②通販 1
③顧客のコミュニティ形成の場 1
④その他 0

B.提供していない 5 ①予定がある 1
②興味がある 4
③全く興味がない 0

⑤インターネットはビジネスに有効と思いますか
A.有効と思う 12
B.有効だとは思わない 0
C.わからない 1

⑥インターネットの費用について
A.高い 3
B.妥当と思う 2
C.安い 1
D.わからない 7

⑦インターネットで問題だと思うことがありますか（複数回答可）
A.特にない 1
B.つながらない 2
C.遅い 10
D.使い方がわからない、難しい 0
E.期待した情報がない 2
F.セキュリティが気になる 10
G.その他 0

0 2 4 6 8

A.提供している

B.提供していない

0 2 4 6 8 10 12

A.有効と思う

B.有効だとは思わない

C.わからない

0 2 4 6

A.高い

B.妥当と思う

C.安い

D.わからない

0 2 4 6 8 10

A.特にない

B.つながらない

C.遅い

D.使い方がわからない、難しい

E.期待した情報がない

F.セキュリティが気になる

G.その他

Ａと答えた方

①情報提供(7)

②通販(1)
③顧客のコミュニ
ティ形成の場(1)

④その他

Ｂと答えた方

①予定がある
②興味がある(4)

③全く興味がない

●顧客サービスを提供している企業が８社（６１．５％）ある
が、

内容的には情報提供に留まっている。

●又、「興味がある」と答えた企業も４社あり、回答企業全体
に

は、顧客サービスの必要性は感じていると、思われる。

●回答企業１３社中…１２社（９２．３％）が
有効

と答えている。

●ビジネス内容については、各社の戦略か？

●インターネットの費用については、「わからな
い」
と答えた企業が７社（５３．８％）あるが、多分

●インターネットでの問題点として、「遅い」・「セキュリティ」と答えた企業が各々１０社ある。

●この２つの大きな問題点つぶせば、後の要因は目をつむることができると思われる。



⑧インターネットのセキュリティについて
A.気にならない 0
B.気にはなるがよくわからない 5
C.気にしている 7
D.特に考慮してい 1
E.わからない 0

※以下、リテールサポートについてお聞きします

⑨リテールサポートの為のネットワークシステムを持っていますか
A.持っている 5 ①強化予定がある(開始予定時期年月頃) 2

②強化予定はない 3
B.持っていない 8 ①予定がある(開始予定時期年月頃) 0

②興味がある 7
③全く興味がな 0

＊以下、リテールサポートシステムを持っていない企業もお答えください

⑩リテールサポート（小売店）の業務内容について
すでにある 検討中 興味がある 不要

A.在庫問い合わせ 5 2 6 0
B.受発注 5 3 5 0
C.商品情報検索 0 3 10 0
D.データ交換(納品データ、請求データなど) 5 3 5 0
E.営業との連絡（電子メールなど） 3 4 5 1
F.企業情報入手 1 2 9 1
G.業界情報入手 1 2 9 1
H.ＰＯＳシステム提供 3 1 9 0

0 2 4 6

A.気にならない

B.気にはなるがよくわからない

C.気にしている

D.特に考慮してい

E.わからない

0 2 4 6 8 10

A.持っている

B.持っていない

Ａと答えた方

①強化予定が
ある

②強化予定は
ない(3)

Ｂと答えた方

②興味がある(7)

①予定がある(0)
③全く興味がない

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

A.在庫問い合わせ

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

B.受発注

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

C.商品情報検索

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

D.データ交換(納品データ、請求データなど)

●インターネットのセキュリティ問題については、「気にしている」・「気になるがよくわからない」と答えた

企業が１２社（９２．３％）………・特に考慮している企業が１社のみ……・今後の課題

●回答企業１３社中…・持っている企業が５社（３８．５％）あるが、現
在

「持っていないが興味がある」と答え企業が８社あり、リテールサポート
に

対する意識は非常に高い。

●「強化予定あり」と答えた企業も２社ある。…・・（２０００年春・１



⑪リテールサポートを構築する際のキーワードは(特に強化予定の際に)（複数回答可）
A.回線高速化 6
B.パソコン対応 8
C.イントラネット 5
D.インターネット 5
E.Web 4
F.電子メール 4
G.セキュリティ(暗号化など) 10
H.Windows対応 3
I.2000年対応 2
J.機材老朽化 1
K.その他 0

⑫リテールサポートネットワークのセキュリティについて
A.気にならない 0
B.気にはなるがよくわからない 6
C.気にしている 6
D.特に考慮している 1
E.わからない 0

0 2 4 6 8 10

A.回線高速化

B.パソコン対応

C.イントラネット

D.インターネット

E.Web

F.電子メール

G.セキュリティ(暗号化など)

H.Windows対応

I.2000年対応

J.機材老朽化

K.その他

0 2 4 6 8

A.気にならない

B.気にはなるがよくわからない

C.気にしている

D.特に考慮している

E.わからない

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

E.営業との連絡（電子メールなど）

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

F.企業情報入手

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

G.業界情報入手

0 2 4 6 8 10

すでにある

検討中

興味がある

不要

H.ＰＯＳシステム提供

●リテールサポートシステムを持っている企業の業務サービス内容は、「在庫問い合わせ」・「受発注」・「データ交換」が中
心で、

●リテールサポート構築にさいし、特にキーワードとして認識されているのは、セキュリティと答えた企業が１０社ある。

●他の用件としては、パソコン対応・回線高速化（レスポンス）を意識している。

●セキュリティについて、特に考慮している企業は１社のみ。「気にしている」・「気になるがよくわからない」

と答えた企業が１２社（９２．３％）で、今後の課題と受け取れる。



⑬小売店からパソコンのサポートを求められたときにどう対応していますか
A.専門スタッフ部門で対応 3
B.コンピュータ部門で対応 2
C.営業、営業スタッフ部門で対応 0
D.知識がある社員で個別対応 0
E.お断りしている 2
F.求められたことがない 6
G.わからない 1

⑭小売店のパソコンのサポートについて必要性を感じていますか
A.感じている 7
B.感じていない 2
C.わからない 4

⑮リテールサポートネットワークについてS研からの問い合わせが可能ですか
A.かまわない 8
B.遠慮して欲しい 2
C.わからない 3

⑯業界ネットワーク標準化検討への参加の意志はありますか
A.ある 11
B.ない 0
C.わからない 2

⑰リテールサポートなどネットワーク構築にあたり業界ネットワークの標準化を参考にしますか
A.参考にする 12
B.参考にしない 0
C.わからない 1

0 2 4 6

A.専門スタッフ部門で対応

B.コンピュータ部門で対応

C.営業、営業スタッフ部門で対応

D.知識がある社員で個別対応

E.お断りしている

F.求められたことがない

G.わからない

0 2 4 6 8

A.感じている

B.感じていない

C.わからない

0 2 4 6 8 10

A.かまわない

B.遠慮して欲しい

C.わからない

0 2 4 6 8 10 12

A.ある

B.ない

C.わからない

0 2 4 6 8 10 12

A.参考にする

B.参考にしない

C.わからない

●小売店へのパソコンサポートついては、「専門スタッフ部門」・「コンピュータ部門」と答えた企業が５社あるが、

「求められことがない」と答えた企業も６社ある。パソコン操作については、原則「自己責任」としたいところでは

あるが、取引上さけてとうれない問題かもしれない。

●小売店へのパソコンサポートについては、７社が必要
性

を感じているいる。反面、２社がサポートの必要性を感
じて

●Ｓ研からの問い合わせについては、８社が容認してい

るが、「遠慮して欲しい」と答えた企業も２社ある。

●全体として、Ｓ研に対しては非常に協力的である。

●業界ネットワーク標準化検討への参加意志

は非常に高い…・回答企業中１１社（８４．
６％）

●自社のネットワーク構築に対しては、業界ネット
ワー

クの標準化を参考にすると答えた企業が１２社（９
２．

３％）ある。



⑱業界ネットワークへの参加の意志はありますか
A.ある 10 ①.そのつもり 3
B.ない 0 ②.検討している 3
C.わからない 3 ③.費用による 2

⑲今後S研で電子メールによるアンケートを実施していいですか
A.よい 11
B.紙の方がいい 2

0 2 4 6 8 10 12

A.よい

B.紙の方がいい

①そのつもり

②.検討している(3)

③.費用による(2)
●業界ネットワークへの参加意識は非常に高く 「ある」と
答

えた企業が１０社（７６．９％）あるが、本音の部分とし
ては、

費用・企業戦略などを含め、まだまだ結論まで達していな
い

●電子メールによる今後のアンケート実施に

ついては、１１社が」賛同。

●やる側としては、是非電子メールでお願いしたい。


